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本学の教育研究の基本理念及び教育目的

本学の教育研究の基本理念

科学技術の在り方とその社会的役割について常に考えながら、人類の繁栄に貢献し得る新た

な技術の開発と、これを担う実践的・創造的能力を備えた指導的技術者を養成することが本学

創設の趣旨に対応する基本的理念である。実践的な技術の開発を主眼とした教育研究を行う工

学系の大学として、新構想のもとに設置された本学は 「技術科学」すなわち“技学”を創出し、、

それを担う創造的・実践的な技術者の養成を行い、またこれらを通じて社会との連携を図るこ

とを基本理念としている。

“技学”とは 「現実の多様な技術対象を科学の局面から捉え直し、それによって技術体系を、

一層発展させる技術に関する科学」である。それは 「実践の中から学理を引き出し、その学理、

を再び実践の中で試すという、学理と実践の不断のフィードバック作用による両者の融合」を目

指すとともに 「理学、工学から実践的技術、さらには管理科学等の諸科学に至るまで、幅広く、

理解し、応用すること」を期待するものである。

本学における教育研究の基本理念は、 “ＶＯＳ” という言葉に象徴される。ここに、Ｖは

であって、学理と実践の不断のフィードバックを行う活力を、Ｏは であっVitality Originality
て、科学技術に関する創造的能力の啓発を、Ｓは であって、技術科学をもって人類の 幸Services
福と持続的繁栄に奉仕することを意味している。

大学院では、創造的で高度な研究開発能力を備えた技術者及び研究者の育成を目指している。

本学は学部－修士一貫教育をその設立の趣旨としており、学生諸君全員が修士課程に進むこと

を原則としている。

本学の教育目的

上記の教育研究の基本理念に基づき、本学は、教育面において以下の目的を掲げる。

１．自然環境、人類の文化的・経済的活動など、技術科学をとりまく諸事情を理解し、広い視

野を持って人類の幸福と持続的繁栄に技術科学を応用する意義を正しく認識した技術者を育

成すること

２．技術科学を開発し実践する者の社会に対する責任を自覚し、説明する能力を有した技術者

を育成すること

３．地域、国家、国際規模で、技術科学を実践する視野を持ち、またその基礎となる、意思疎

通能力を有した技術者を育成すること

４．社会の変化に対応し、新しい情報を柔軟に取り入れることができ、生涯を通じて、自己の

能力を高めることができる技術者を育成すること

５．技術科学の専門分野に関して、確固たる基礎的知識に立脚した高い専門知識と応用力を有

した技術者を育成すること

６．新しい技術科学分野を開拓する創造力を有した技術者及び研究者を育成すること

７．技術科学の実践において、指導的な役割を果たすことができる技術者を育成すること



１ はしがき

この案内は、本学学則第３５条第３項の規定に基づき、本学学生の履修すべき教育課程、授業

科目の履修方法及び卒業要件等について、平成１７年２月２２日開催の教務委員会で定めたもの

である。

平成１７年度入学者に対しては、ここに示される基準が適用される。

ただし、在学中に教育課程、授業科目の履修方法及び卒業要件等について改訂がある場合は、

４月始めの学年別ガイダンスで「教育課程表の改訂」等を配布するので注意すること。

この基準に達しない場合は、卒業資格等が与えられないことになるので、この案内をよく読み、

別に配付される授業科目概要及び授業時間割表を見て、慎重に履修計画を立てる必要がある。

なお、履修に関し疑問が生じた場合には遠慮なく、各課程主任、各クラス担当教員、関係する

各教員や学務課に相談し、履修について十分納得がゆくように心がけられたい。

２ 授業科目・単位・開講時期等

（授業科目）

(1) 授業科目は、その内容により総合科目、外国語科目、専門基礎科目及び専門科目に分けられ、

それぞれの授業科目ごとに単位が定められている。

この授業科目と単位、開講時期、担当教員を示したものが、各課程等履修案内の教育課程表

である。

各授業科目は必修科目と選択科目に分けられているが、必修科目とは卒業又は第３学年への

進学までに、その単位を必ず修得しなければならない科目であり、選択科目は後述の卒業の要

件を考慮し、そのいくつかを選択して修得する科目である。

なお、教育課程表の授業科目名、開講時期及び担当教員は、変更することがある。

（単位の計算方法）

(2) 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併用により行

われるが、１単位の履修時間は、４５時間の学修を必要とする内容をもって構成することを標

準とし、次の基準により計算する。

① 講義は、１５時間の授業と３０時間の予習・復習をもって１単位とする。

② 演習は、３０時間の授業と１５時間の予習・復習をもって１単位とする。

③ 実験・実習、製図等は、４５時間の授業をもって１単位とする。

（授業時間割表）

(3) 授業時間割表は、学年の始めに掲示するとともに、全学生に配付されるので、これに基づい

て各自の履修計画を作ることになる。

なお、授業時間割表の集中講義欄の集中講義科目とは、不定期にある期間集中して授業が行

われることをいい、実施日程が決まると、その都度掲示により通知される。

また、授業時間割が変更される場合は、掲示によって通知される。



３ 履修方法

(1) 授業科目は原則として、教育課程表に示される学年別・課程別順序に従って履修すること。

(2) 履修しようとする授業科目は、すべて履修申告をしなければならない。

(3) 各学期の始めに、学務課から「履修申告書」が配付される。

(4) この履修案内や授業時間割表をよく読み、学年始めに行われるガイダンスや教員の指導をも

とに履修計画をたて 「履修申告書」を各学期の所定の日までに学務課に提出しなければなら、

ない。

なお、履修申告書記入にあたっては、学務課から配布される「履修申告書記入上の注意事

項」を参照すること。

(5) 履修申告した結果は 「履修申告一覧表」として各課程主任又は各クラス担当教員を通じて、

各自に配付する。

この「履修申告一覧表」を確認し、各課程主任又は各クラス担当教員の指導を受け、訂正、

追加及び取消し等の必要があるときは 「履修申告一覧表」配付後１週間以内に修正事項を申、

告しなければならない。

(6) 履修申告したにもかかわらず、履修の取消しをしないで授業や試験を受けない場合、その授

業科目は不合格となることがあるから注意すること。

４ 学年別・課程別順序以外の履修

(1) 第１学年及び第２学年の学生は、他課程の第１・２学年開講の専門基礎科目を選択科目とし

て履修することができる。なお、履修した科目の単位が第３学年進学要件、卒業要件として認

められるのは、各課程主任が承認した科目中から、１０単位を限度とする。この場合は 「他、

課程科目履修票」に課程主任の承認を得たうえで記入し学務課へ提出しなければならない。

(2) 第３学年及び第４学年の学生は、他課程の第３・４学年開講の専門科目を選択科目として履

修することができる。なお、履修した科目の単位が卒業の要件として認められるのは、各課程

主任が承認した科目中から、１０単位を限度とする。ただし、環境システム工学課程について

は、１６単位を限度とする。この場合は 「他課程科目履修票」に課程主任の承認を得たうえ、

で記入し学務課へ提出しなければならない。

(3) 所属する課程の専門科目のうち、選択科目（特に指定する科目を除く）については、上の学

年に開講される科目も履修することができる。ただし、第１学年入学者が第３学年進学前に修

得した第３学年及び第４学年に開講される科目の単位は、第３学年進学要件の単位とすること

はできない。

(4) 第３学年入学者は、第１学年及び第２学年に開講される専門基礎科目を履修することができ

る。なお、修得した単位は原則として卒業要件の単位としては認められない。ただし、機械創

造工学課程及び生物機能工学課程については、指定された専門基礎科目の履修により修得した

単位を卒業要件の単位として認めることができる。

(5) 前４項の場合において、履修に当たっては、各課程主任又はクラス担当教員に申し出て、そ

の指導を受けなければならない。

(6) 第１項から第４項の場合において、実験・実習による科目は、原則として履修は認められな



い。

(7) 履修希望者が多く、授業に支障を生ずる場合は、学年別・課程別順序以外の履修が認められ

ないことがある。

５ 再履修

(1) 不合格となった科目の単位を修得するためには、その科目を再履修をしなければならない。

(2) 再履修をしようとする場合は、前記３履修方法により手続きを行わなければならない。

(3) 再履修科目が他の履修科目と重複するときは、再履修科目担当教員の許可があったときに限

り、重複履修が認められる。この場合 「再履修科目届」を授業開始後１週間以内に、学務課、

に提出しなければならない。

(4) 再履修科目が演習、実験・実習を必要とする科目及び外国語科目である場合は、原則として

重複履修は認められない。

６ 成績の評価と単位の授与

(1) 履修科目の評価は、授業中の成績、試験の成績又はその両者によって行われる。

(2) 成績はＡ、Ｂ、Ｃ及びＤで表わされ、それぞれ次の点数に対応する。

Ａ １００点 ～ ８０点

Ｂ ７９点 ～ ７０点

Ｃ ６９点 ～ ６０点

Ｄ ５９点 ～ ０点

Ａ、Ｂ、Ｃの評価を得たものを合格とし、単位を授与する。

なお、特別な授業科目については、Ａ、Ｂ、Ｃの評価に代えて合格を示すＧで表すことがあ

る。

(3) 既修得単位の取消し及び既修得単位の成績を再履修によって更新することはできない。

(4) 第１学期の成績は第２学期の始めに、第２学期及び第３学期の成績は翌年度の第１学期の始

め（第４学年の学生にあっては卒業時）に、各課程主任又はクラス担当教員を通じ「成績通知

書」により各自に通知する。

７ 試 験

(1) 試験は、原則として、その授業の終了する学期末に行われる。ただし、担当教員が必要と認

めたときは随時試験が行われ、また、随時試験をもって学期末試験に替えることがある。

(2) 履修申告が行われていない科目を受験することはできない。

(3) 学期末の試験をはじめ、すべて試験において不正行為を行うと、学則第７３条に基づいて懲

戒を受けるとともに、履修上の処罰も課せられることがあるので、絶対に不正行為を行わない

こと。



８ 追試験

(1) 次の事情により学期末試験が受けられないときは 「追試験願 （学務課にある）を提出し、、 」

科目担当教員の許可を受けた上で、追試験を受けることができる。

① 病気（医師の診断書を要す）

② 事故（事故の証明書又は詳しい説明書を要す）

③ 再履修のため２つの科目の試験時間が重複する場合

④ その他やむを得ない事情と認められる場合（大学が審査するために必要な証明書又は説明

書を要す）

(2) 追試験を受ける事情が学期末試験前からあるときは、追試験の手続きを学期末試験前に行わ

なければならない。試験前に手続きをすることが不可能な事情の場合、試験後速やかに手続き

がなされなければならない。

９ 再試験

(1) 以下の場合に限り、不合格科目の再試験を願い出ることができる。

① 第２学年で第３学年に進学するための要件に不足する単位数が４単位以内のとき

② 第４学年で卒業するための要件に不足する単位数が４単位以内のとき

(2) 再試験の科目は、その年度に履修申告し不合格となった科目とする。ただし、実験・実習に

よる科目は除く。

(3) 再試験の時期は、第３学期とする。

(4) 再試験を希望する者は 「再試験願 （学務課にある）に４単位以内の再試験科目を記入し、、 」

科目担当教員の許可を受けなければならない。

(5) 再試験の成績の評価は最高点を６０点とする。

１０ 第１学年入学者の第３学年進学の要件

第１学年入学者は第２学年終了までに、別表Ⅰ（７ページ）に規定する科目の単位数を修得し

なければ第３学年に進学することができない。

１１ 第１学年入学者が第３学年進学後に履修する授業科目等について

第１学年入学者が第３学年進学後に履修する授業科目及びその単位数は、第３学年進学時に配

付される授業科目表（改訂表）に従うものとする。

１２ 実務訓練

(1) 実務訓練は、大学院へ進学する者が履修するものとする。

(2) 実務訓練を履修するためには、第 4学年第１学期までの単位取得状況が、各課程で定める

受講基準を満たさなければならない。なお、この条件で実務訓練履修可能と判定された者を以

下「実務訓練有資格者」という。

(3) 卒業要件を満たすために、上記９．に示した再試験を受ける必要のある者は、実務訓練有資



格者とはなれない。

(4) 実務訓練の履修については「実務訓練の履修に関する規則 （89 ページ）による。」

(5) 実務訓練は、学長が認めるとき（ 大学院進学予定者が実務訓練に替えて課題研究の履修を希「

） 。望する場合の取扱いについて（申合せ 」90 ページ）は、課題研究をもって替えることができる

１３ 課題研究

(1) 課題研究の履修は、学長が認めるとき（ 大学院進学予定者が実務訓練に替えて課題研究の「

履修を希望する場合の取扱いについて（申合せ 」90 ページ 、大学院に進学しないとき及び実） ）

務訓練有資格者と認められなかったときに履修するものとする。

(2) 課題研究を履修するためには、第４学年第１学期までの単位取得状況が卒業見込み と判定さ

れなければならない。判定は各課程ごとに行われる。

１４ 卒業の要件

(1) 学部卒業に必要な要件は学則第４６条に示されているが、この中で修得すべき単位について

は、課程ごとに更に詳細な基準が設けられているので、これを別表Ⅱ（８ページ）に示す。

(2) 第１学年入学者については 「卒業要件単位数」欄の単位数が卒業に必要な最低単位数であ、

る。

(3) 第３学年入学者については 「第３学年入学者の取扱い」欄のとおり既修と認められる単位、

数があるので 「本学で修得すべき標準の単位数」欄の単位数が第３学年入学者の卒業に必要な、

最低単位数である。

(4) 別表Ⅱの（ ）内の数字は、教育課程表で示した必修科目の単位数であり、この数を差引い

た数値が、選択科目から修得すべき最低単位数となる。

なお、選択科目は、都合により開講されないこともあるので、余裕のある履修計画を立てる

ことが望ましい。

(5) 教職課程科目の修得単位については、卒業要件の単位として取扱わないので注意すること。

１５ 大学院への進学

(1) 本学の教育課程は、大学院までの一貫教育を前提として編成されているので、すべての学

生は大学院に進学できるよう常日頃努力しなければならない。

(2) 大学院進学について、次の事項を承知しておくこと。

① 大学院進学にあたっては、入学のための選抜が行われる。

選抜には、学内選抜と一般選抜があり、学内選抜と一般選抜の１次募集については、各課

程において 「実務訓練有資格者」と認められた者が受験できる。、

学内選抜を受験できる者は、学部の推薦を受けた者が対象となり、その他の者は一般選抜

の対象となる。

なお、推薦についての詳細は、各課程の担当教員から説明が行われる。

また、上記選抜の出願は、例年８月下旬の予定となっている。

② 卒業見込み者で実務訓練有資格者とならなかった者は、一般選抜の２次募集を出願するこ



とができる。

２次募集の出願は、例年１月中旬の予定となっている。

③ 出願する場合は、春に行われる定期健康診断の受診が必要となる（受診していない場合は、

新たに病院等で健康診断の受診が必要 。）

１６ 教育職員免許状の取得

教育職員免許法に基づき、電気電子情報工学課程は高等学校教諭１種免許状「工業」又は

「情報 （両免許取得も可）の授与を、経営情報システム工学課程は高等学校教諭１種免許状」

「情報」の授与を、また、上記以外の課程は高等学校教諭１種免許状「工業」の授与を受ける

ことが認可されている。卒業時に免許状を取得するためには、在学中に所定の単位を取得しな

ければならない。

なお、所定の単位を取得すれば、経営情報システム工学課程の学生が「工業」の免許を、ま

た、電気電子情報工学課程及び経営情報システム工学課程以外の課程の学生が「情報」の免許

を取得することも可能である。

教職課程については、71 ～ 76 ページの教職課程案内によること。また、教職課程及び教育

職員免許状の取得については、新学期早々に詳細なガイダンスを行う。

１７ 単位互換について

本学では、県内の７大学等（長岡造形大学、長岡大学、上越教育大学、新潟産業大学、新潟

経営大学、新潟大学工学部、長岡工業高等専門学校 、東京農工大学及び高等教育IT活用推進事）

業に参加する大学等（豊橋技術科学大学、九州工業大学、仙台電波工業高等専門学校、群馬工

業高等専門学校、岐阜工業高等専門学校、豊田工業高等専門学校、鈴鹿工業高等専門学校、新

居浜工業高等専門学校）との単位互換協定を締結しており、他大学等の授業を受講し単位を修

得することが可能となっている。

単位互換制度を利用したい学生は、４月と７月に学務課で行うガイダンスに出席すること。



別表Ⅰ

第３学年への進学基準

区 分 最 低 修 得 単 位

１ 類 Ａ
総 科 １４（ ２）

２ 類 Ａ
合 目

３ 類 ０

外科 英 語 ６（６）
国 ６（６）
語目 第 二 外 国 語 ０

小 計 ２０（ ８）

機 械 創 造 工 学 課 程 ４４（１５）（

専
電 気 電 子 情 報 工 学 課 程 ４４（２９）

門各
材 料 開 発 工 学 課 程 ４４（２２）

基課
建 設 工 学 課 程 ４４（１９）

礎程
環 境 シ ス テ ム 工 学 課 程 ４４（１３）

科別
生 物 機 能 工 学 課 程 ４４（２１））

目
経営情報システム工学課程 ４４（１８）

合 計 ６４

注１ （ ）内は必修科目の単位．
２．本表に示す単位数は、各課程ごとに定める履修案内に従って修得すること。



別表Ⅱ

卒 業 の 基 準

第３学年入学者の取扱い（※）

区 分 卒 業 要 件 単 位 数 既修と認められ 本学で修得すべ

る標準の単位数 き標準の単位数

１ 類 Ａ
総 １４（ ２） １４( ２) ０

２ 類 Ａ
合

１ 類 Ｂ
科

２ 類 Ｂ １４（ ２） ０ １４（ ２）
目

３ 類

外科 英 語 ８～１０ ２～４
国 １２(8) ８(６) ４(２)
語目 第 二 外 国 語 ４～ ２ ２～０

小 計 ４０（１２） ２２( 8) １８ ( 4)

機 械 創 造 工 学 課 程 ４４（１５） ４４(15) ０（

専
電 気 電 子 情 報 工 学 課 程 ４４（２９） ４４(29) ０

門各
材 料 開 発 工 学 課 程 ４４（２２） ４４(22) ０

基課
建 設 工 学 課 程 ４４（１９） ４４(19) ０

礎程
環 境 シ ス テ ム 工 学 課 程 ４４（１３） ４４(13) ０

科別
生 物 機 能 工 学 課 程 ４４（２１） ４４(21) ０）

目
経営情報システム工学課程 ４４（１８） ４４(18) ０

機 械 創 造 工 学 課 程 ４６（２４） ０ ４６(24)

専 電 気 電 子 情 報 工 学 課 程 ４６（３１） ０ ４６(31)

（

各 材 料 開 発 工 学 課 程 ４６（３５） ０ ４６(35)
門
課 建 設 工 学 課 程 ４６（１２） ０ ４６(12)

科程 環 境 シ ス テ ム 工 学 課 程 ４６（１８） ０ ４６(18)

目別 生 物 機 能 工 学 課 程 ４６（３３） ０ ４６(33)）

経営情報システム工学課程 ４６（１５） ０ ４６(15)

合 計 １３０ ６６ ６４

１ （ ）内は必修科目の単位．

２．本表に示す単位数は、各課程ごとに定める履修案内に従って修得すること。

（※）第３学年入学者の取扱いの詳細については、各課程の履修案内を参照のこと。



 

 

   

                    総  合  科  目  履  修  案  内 
   

 

１．総合科目は、「人間・社会のための科学技術」という視点を踏まえながら、広い視野に立った 

的確な洞察力を養うとともに、工学技術者としての自覚を培うことを目的として開講する。すなわ

ち、人間・社会と密接に関連する工学技術の総合的な側面を重視し、従来の学術分野を横断する幅

広い観点から、各課程共通に総合科目を置いている。 

 

２．総合科目は、総合科目１類、総合科目２類及び総合科目３類からなる。総合科目１類は人文科 

学を中心とした総合的・教養的な科目、総合科目２類は社会科学を中心として、これに管理科学 

的な素養を培うための科目を含めた総合的・学際的な科目、総合科目３類は自主性、積極性及び 

問題発見・解決能力などの資質を養うことを目的としたボランティア活動科目として開設されて 

いる。また、総合科目１類及び２類は、それぞれ、第１学年・第２学年において開講する１類Ａ 

及び２類Ａ、第３学年・第４学年において開講する１類Ｂ及び２類Ｂからなり、Ａの科目はＢの 

科目を履修する上で必要とする基礎的科目として配置している。従って、第１学年・２学年次に 

Ａの科目を、第３学年・４学年次にＢの科目を履修することを原則とする。 

  総合科目は、総合科目１類Ａの体育実技Ⅰ・Ⅱ（必修）を除いて、すべて選択科目である。 

 

３．第３学年に進学するまでに又は卒業までに修得すべき最低単位数は、下表に示されている。 
     
  第３学年への           卒 業 の 基 準             
  進学基準   
     区              分    
    第３学年入学者の取扱い               
  最低修得単位 卒業要件単位数   
    既修と認めら 本学で修得す  
    れる単位数 べき単位数  

 
総合科目１類Ａ・２類Ａ １４（２） １４（２） １４（２） ０ 

 

 
総合科目１類Ｂ・２類Ｂ 

     

      ０  １４（２）    ０  １４（２）  
   総 合 科 目 ３ 類                

 
合          計 １４（２） ２８（４） １４（２） １４（２） 

 

  注．（  ）内は必修科目の単位 

 

 

 

 



 

 

４．第１学年入学者は、第３学年進学までに、総合科目１類Ａ及び２類Ａの中から、体育実技Ⅰ・ 

Ⅱの２単位を含む１４単位以上を第１学年及び第２学年次に修得し、総合科目１類Ｂ及び２類Ｂ 

の中から１４単位以上を第３学年及び第４学年次に修得しなければならない。 

また、総合科目１類Ｂ「科学技術と技術者倫理」２単位、もしくは２類Ｂ「技術と社会：技術者

倫理」２単位のいずれかを取得しなければならない。なお、この２科目は、「技術者倫理科目」と

して、内容が重複する部分があるため、卒業要件単位に含めることができるのは１科目のみとする。

（課程により取扱いが異なるので注意すること。） 

ただし、卒業までに総合科目１類Ａ及び２類Ａの中から１４単位を超えて修得した場合は、その超

えた単位数のうち４単位を限度として、第３学年及び第４学年次に修得すべき卒業要件単位数１２

単位に含めることができる。 

  なお、総合科目１類Ｂ及び２類Ｂの科目を第１学年及び第２学年次に履修する場合は、そこで修

得した単位は、第３学年への進学基準である１４単位に含めないが、第３学年及び第４学年次に修

得すべき卒業要件単位数１４単位に含めることができる。 

 

５．第３学年入学者は、総合科目１類Ｂ及び２類Ｂの中から、１２単位以上を第３学年・第４学年  

次に修得しなければならない。 

    ただし、第３学年入学者であっても、総合科目１類Ａ及び２類Ａの科目を履修することができ  

る。そこで修得した単位は、４単位（体育実技Ⅰ・Ⅱを除く）を限度として  第３学年及び第４ 

学年次に修得すべき卒業要件単位数１４単位に含めることができる。 

 

６．第１学年入学者が第１学年及び第２学年次に総合科目１類Ｂ及び２類Ｂの科目を履修する場合 

は、あらかじめ担当教員の了承を得るものとする。 

 

７．「ボランティア「ボランティア「ボランティア「ボランティア活動」の単位認定について活動」の単位認定について活動」の単位認定について活動」の単位認定について 

 (1)履修申告等 

 ① 学年始めの履修申告時期に開催されるガイダンスを受講し、履修申告（科目登録）申請を行 

   う。ただし、災害救助・復旧支援ボランティア活動等（以下、災害ボランティア等）特別な事情がある場

合は、上記の期間に限らず、各課程主任等の承認を得て、経営情報システム工学課程主任に申し出て履修申

告をすることができる。 

   ② ガイダンスの際には、ボランティア活動に関する講義が行われ、履修申告者全員がこれを受 

  講しなければならない。 

   なお、上記講義時間は、(4)の③に規定する、公共団体又はボランティア団体等が主催する 

  講座の受講時間に、含めることができる。 

  ③ 科目登録は、在学期間中有効とする。 

 (2)活動形態等 

   ① 公共団体及びボランティア団体等責任の所在が明確な団体の主催・管理する活動に参加する。 

  ② 活動対象は学生が探し、実際の活動にあたっては、事前に「ボランティア実践活動計画書」を各 

    課程主任等の承認を得て、経営情報システム工学課程主任に提出し、その承認を受ける。ただし、災害 

 ボランティア等の場合には、事後に提出することができる。 

 (3)活動期間及びその期間の取扱い 



 

 

 ① ボランティア活動のため長期間休学（２ヶ月以上）する場合は、学則27条第2項の適用除外と 

   し、これは休学期間に算入しない。 

   ② 休学期間に算入しない期間は、最長３年とする。 

   ③ ボランティア実践活動により他の授業を欠席する場合等の不利益は、学生が負担する。 

   ④ ボランティア実践活動計画書を提出した場合は、「学生教育研究災害傷害保険」の対象となる。 

    また、これとは別にボランティア実践活動対象の第三者損害賠償保険に加入しなければならない。 

 (4)認定単位数等 

  ① ボランティア活動科目の単位は、卒業要件単位には含まれない。 

   ② 単位数は２単位以内とする。 

   ③ １単位は、実験・実習科目に準じ４５時間とし、実践活動及び活動レポートをもって構成する。 

  なお、４５時間中に、ボランティア実践活動に関する知識・技術の修得を目的とする公共団体又 

はボランティア団体等が主催する講座の受講時間のうち５時間（２単位にあっては１０時間） 

を含めることができる。 

     実践活動          ４０時間以上      

                                         計４５時間で１単位 

     レポート作成        ５時間以内 

 (5)成績評価方法等 

  ① 科目登録をした学生は、活動終了後、下記書類を各課程主任等を経て、経営情報システム工 

  学課程主任に提出する。 

   1) ボランティア実践活動時間を証明するボランティア団体等の責任者の証明書。ただし、災害ボランテ

ィア等特別の事情がある場合には、活動を確認できる何らかの証拠を示すことで、これに代えることができ

る。 

   2) ボランティア活動レポート（当該実践活動の社会的意義、そこから得た自己の向上に関する意義を含

めること） 

  ② 単位認定する場合の成績評価は「Ｇ」とする。 



 

 

 
   

               外  国  語  科  目  等  履  修  案  内                       
   

  

 １．外国語科目１．外国語科目１．外国語科目１．外国語科目                                                                                   

  外国語科目は、それぞれの外国語の実際的運用能力を身につけることを第一の目的とし、併せ 

 て外国語の修得に伴って外国文化に関する知識をひろめ、国際的に視野を広げて行くことを第二 

 の目的としている。                                                                             

   本学では、第一外国語として英語、第二外国語としてフランス語、ドイツ語、ロシア語、中国語、 

 韓国語及びスペイン語の６科目を置き、語学センターを中心として上記の目的の達成を図っている。 

   第１学年入学者は、外国語科目として、１２単位以上を修得しなければならない。その中には、 

 英語８単位、第二外国語２単位を含むものとする。残りの２単位は、外国語科目から選択しなけ 

 ればならない。                                                                                 

   第３学年入学者は、上記卒業要件１２単位のうち、８単位をすでに習得しているとみなされる 

 ので、外国語（英語、第二外国語）として４単位習得しなければならない。但し、この外国語           

 （４単位）は、Ａ群の英語科目のうち総合英語Ⅰ・Ⅱ２単位を含むものとする。                         

            

 (1) 英英英英  語語語語                                                                                     

    第１学年、第２学年合せて必修６単位が第３学年への進学要件となっている。 

     英語科目は、下表のとおり開講されている。  

     第１・２学年のＢ科目については、１１Ｂと１２Ｂのいずれか一方、また、２１Ｂと２２Ｂ         

  のいずれか一方の科目が必修であり、受講する時期が指定される（「教育課程表」の備考欄を         

  参照）。                                                                                     

   第３・４学年に開講される英語科目については、総合英語Ⅰ、Ⅱは４技能（読む、書く、聞 

  く、話す）を総合的に学習する必修科目である。工学上の専門的知識を要しない一般的なもの 

  を中心に 学習を進める。                                                                     

   Ａ群科目の技能別英語Ⅰ、Ⅱのそれぞれについては、受講する時間帯が指定される。これは、 

  ４技能のうちいずれかを重点的に取り扱う選択科目である。詳細は授業科目概要(シラバス)を 

   参照のこと。系によっては、Ｂ群科目の科学技術英語の受講も可能となっている。（「教育課 

   程表」の備考欄を参照）。                                                                     

   また、１３Ｓ・２３Ｓ・３３Ｓは３学期に約２週間にわたって開講される科目で、その単位 

  は、同一年度内に不合格となった必修英語科目の単位（１単位のみ）に振替えることが可能で 

  ある。                                                                                       

   すべての英語科目において、出席が実授業数の２／３未満の場合は評価の対象外となり、そ         

  の科目を履修しなかったものとみなされる。従って、その場合は、英語１３Ｓ・２３Ｓ・３３         

  Ｓによる単位の振替えは不可能である。                                                         

                                                                                                

                                                                                                 



 

 

                                                                                                 

                                                                                                 

    英語開講科目一覧             ＊は選択科目                                   

    
 学 年 １学期 ２学期 ３学期  

 １ １１Ａ １２Ａ １３Ｓ＊  

  １１Ｂまたは１２Ｂ   

     

 ２ ２１Ａ ２２Ａ ２３Ｓ＊  

  ２１Ｂまたは２２Ｂ   

                                                                                                 

    
 ３･４学年 １学期 ２学期 ３学期  

 Ａ群科目 総合英語Ⅰ 総合英語Ⅱ ３３Ｓ＊  

  技能別英語Ⅰ＊ 技能別英語Ⅱ＊   

 Ｂ群科目 科学技術英語Ⅰ＊ 科学技術英語Ⅱ＊   

  (機械系､化学系) (環境･建設系､経営情報系）   

 (2)  第二外国語第二外国語第二外国語第二外国語((((フランス語、ドイツ語、ロシア語、中国語、韓国語、スペイン語フランス語、ドイツ語、ロシア語、中国語、韓国語、スペイン語フランス語、ドイツ語、ロシア語、中国語、韓国語、スペイン語フランス語、ドイツ語、ロシア語、中国語、韓国語、スペイン語))))    

    フランス語、ドイツ語、ロシア語、中国語、韓国語、スペイン語は、それぞれの言語を母語と 

 する者は履修することができない。   

     第３学年入学者は、本学入学以前に高等専門学校、短期大学等ですでに単位を取得している言 

 語の初級Ⅰ、初級Ⅱを履修することはできない。 

(3)  外国語科目の履修申告について外国語科目の履修申告について外国語科目の履修申告について外国語科目の履修申告について                                                               

   第１・２・３学年を対象に開設されている英語は授業クラスを指定するので、指定された曜日 

 ・時限・担当教員を確認のうえ、履修申告を行うこと。                                             

   第二外国語科目は、授業科目を自由に選択することができるが、各クラスの収容人員の上限を 

 ５０名とする。教科書はクラスが確定した後に購入すること。なお、複数の初級クラスを同時に 

 履修申告することはできない。                                                                   

    

２．日本語科目及び日本事情に関する科目２．日本語科目及び日本事情に関する科目２．日本語科目及び日本事情に関する科目２．日本語科目及び日本事情に関する科目                                                           

   日本語及び日本事情は、外国人留学生のみ受講することができ、日本語１８単位及び日本事情         

 ４単位、計２２単位が開講されている。                                                           

   上記の科目を履修するためには、履修申告を行う前に必ず日本語のプレースメント・テスト           

 （診断テスト）を受けなければならない。（原則として年度当初に実施する。）                       

   第１学年入学者は、修得した単位のうち、２単位を第二外国語の単位として、また、それ以外         

 の単位を１２単位を限度として総合科目の単位として代替できる。                                   

   第３学年入学者は、修得した単位のうち、２単位を第二外国語の単位として、また、それ以外         

 の単位を６単位を限度として総合科目の単位として代替できる。                                     



 

 

３．大学以外の教育施設等における学修成果の単位認定に３．大学以外の教育施設等における学修成果の単位認定に３．大学以外の教育施設等における学修成果の単位認定に３．大学以外の教育施設等における学修成果の単位認定についてついてついてついて                                       

  大学以外の教育施設等における学修成果の単位認定のうち、外国語科目の取扱いについては、 

 別表１のとおりとする。                                                                         

  単位認定を受けようとする者は、「単位認定申請書」（学務課にある）に、合格証書の写し又 

 は成績証明書を添えて、学長に願い出るものとする。                                               

                                                                                                 

 



別表１　外国語単位認定表

　１年入学生 　３年編入生

 実用英語技能検定     １級 1,2年生：英語必修科目  8  2
   準１級 3,4年生：英語A群の総  6  2
    ２級 　　　　 合英語  2  2

 ＴＯＥＦＬ  250点以上
 600点以上

上段  213～249点
Computer方式による点数  550～599点 1,2年生：英語必修科目
下段  173～212点 3,4年生：英語A群の総
従来の方式による点数  500～549点 　　　　 合英語
 (注１)  140～172点

 460～499点
 ＴＯＥＩＣ  900点以上  8  2

 730～899点 1,2年生：英語必修科目  6  2
 600～729点 3,4年生：英語A群の総  4  2
 470～599点 　　　　 合英語  2  2

 工業英語能力検定  １級 英語B群の科学技術英語  2  2
 ２級  (注２)  2  2
 ３級  1  1

実用ﾌﾗﾝｽ語技能検定  ４級以上  フランス語初級Ⅰ・Ⅱ  2
ﾄﾞｲﾂ語技能検定  ４級以上  ドイツ語初級Ⅰ・Ⅱ  2
ﾛｼｱ語能力検定  ４級以上  ロシア語初級Ⅰ・Ⅱ  2
（注１）TOEFLは平成１２年１０月１日から日本においても一部を除きコンピューター方式に転換
　　　したため、採点方式が変更したので、点数を従来のものと併記してある。

（注２）平成１７年度のカリキュラムでは該当する科目は３・４年対象のみである。

備考

 １．単位認定の対象となる外国語能力試験は、英語科目については、「実用英語検定試験」、「ＴＯ
　ＥＦＬ」、「ＴＯＥＩＣ」、「工業英語能力検定試験」の４試験、第二外国語については「実用ﾌﾗﾝｽ

　語技能検定試験」、「ﾄﾞｲﾂ語技能検定試験」、「ﾛｼｱ語能力検定試験」とする。

 ２．単位認定は、以下の通り行う。
（１）単位認定申請は、各学期の履修申告期間に行うものとする。

（２）成績評価は「認」とする。ただし、学内的措置として、英語科目に関しては、評価の点数は一

　　律８０点とし、フランス語、ドイツ語、ロシア語については、４級取得者は８０点、３級以上の

　　取得者には９０点とする。

（３）複数の英語能力試験の資格を持つ場合は、認定単位数の多い一方の資格についてのみ認定する。

　　ただし、工業英語能力検定試験については、その他３つの資格試験と重複して認定を受けること

　　ができる。

（４）評価対象は、英語科目に関しては、単位認定申請の時点から過去５年以内に取得したものに限る。

　　

 2

 2  2

     認定する単位数

 8  2

 6  2

 外国語能力試験   級、点数   認 定 す る 科 目

 4



　　教　育　課　程　表
注１：単位欄の（　）は選択科目の単位である。

各課程共通（平成１７年度第３学年入学者適用） 注２：担当教員欄の※は非常勤講師であり、（　）は
　　　未定のものである。

総　合　科　目 注３：日本語・日本事情は、特例科目として外国人
　　　留学生に開講する。

 単    １学年    ２学年    ３学年    ４学年
 区  分  授　業　科　目  担当教員    備    考

 位  1  2  3  1  2  3  1  2  3  1  2  3
世 界 観 と 価 値  (2)    （第　１　学　期） 加藤 (幸）Ａ，Ｄ
 1 歴 史 と 文 化  (2)    （第　１　学　期） ※ 芳 井Ａ，Ｄ
 ことばとコミュニケーション  (2)    （第　１　学　期） 若 林Ａ，Ｄ
現 代 人 間 論  (2)    （第　２　学　期） 加藤 (幸）Ａ，Ｂ
類 社 会 形 成 史  (2)    （第　２　学　期） ※ 相 沢Ａ，Ｄ
文 学 と 人 間 像  (2)    （第　２　学　期） 若 林Ａ，Ｃ，Ｄ

総 体 育 実 技 Ⅰ  1  1 塩 野 谷Ｄ，Ｇ
Ａ 体 育 実 技 Ⅱ  (1)  1 塩 野 谷Ｄ，Ｇ
         計  14

Ａ，Ｄ，Ｂ

 2  第３・４学年次の

 履修については

 69～74頁参照

 類    （第　１　学　期）
   （第　２　学　期）

ミ ク ロ 経 済 分 析  (2)    （第　１　学　期） 李 Ａ，Ｃ，Ｆ
 Ａ  現代社会の構造と変動  (2)    （第　１　学　期） ※渡辺（登） Ａ，Ｆ，Ｄ
合 シ ス テ ム 思 考 論  (2)    （第　２　学　期） 中村 (和）Ａ，Ｆ
         計  10

   （第　１　学　期）
 1    （第　２　学　期）

   （第　１　学　期）
類    （第　２　学　期）
ライフサイエンス  (2)    （第　１　学　期） 三 宅Ａ，Ｆ，Ｂ
Ｂ ﾄｰﾀﾙﾍﾙｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄとｽﾎﾟｰﾂ  (2)    （第　１　学　期） 塩 野 谷Ｆ，Ａ，Ｄ
Ｅ Ｕ 地 域 文 化 論  (2)    （第　１　学　期） 稲 垣Ａ，Ｃ，Ｄ
人 間 と 環 境  (2)    （第　２　学　期） 三 宅Ａ，Ｆ，Ｂ
日 本 の 思 想 形 成  (2)    （第　２　学　期） 若 林Ａ，Ｄ

科 東 洋 社 会 文 化 史  (2)    （第　２　学　期） ※ 関 尾Ａ，Ｃ，Ｄ
日本近代と西洋文明  (2)    （第　２　学　期） 稲 垣Ａ，Ｃ，Ｄ
         計  18

   （第　１　学　期）
   （第　２　学　期）

システム工学概論  (2)    （第　１　学　期） 大 里Ｇ，Ａ，Ｆ
リ ス ク 管 理 概 論  (2)    （第　１　学　期） 渡 辺Ａ，Ｆ，Ｂ
マ ク ロ 経 済 分 析  (2)    （第　１　学　期） 李 Ａ，Ｃ，Ｆ
産 業 社 会 学  (2)    （第　１　学　期） ﾏ ｸ ｶ ﾞ ｳ ﾝ Ａ，Ｆ，Ｂ
経 営 工 学 概 論  (2)    （第　１　学　期） 片 岡Ｆ，Ｇ
 2 会 計 学 概 論  (2)    （第　１　学　期） 遠 山Ａ，Ｃ，Ｄ
現代社会とデザイン  (2)    （第　１　学　期） 淺井・渡辺（研） Ｆ，Ａ

 目  類 グローバル・コミュニケーション  (2)    （第　１　学　期） 松 田 他Ｃ，Ａ，Ｄ
法 学 概 論  (2)    （第　２　学　期） 松 井Ａ，Ｂ，Ｄ

 Ｂ 国 際 関 係 論  (2)    （第　２　学　期） ※ 浅 川Ａ，Ｃ，Ｆ
現 代 社 会 と 経 営  (2)    （第　２　学　期） 五 島Ａ，Ｂ，Ｄ
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀﾈｯﾄﾜｰｸとｲﾝﾀｰﾈｯﾄ  (2)    （第　２　学　期） ｻ ﾞ ﾊ ﾞ ﾙ ｽ ｷ Ａ，Ｄ，Ｂ
商 学 概 論  (2)    （第　２　学　期） 遠 山Ａ，Ｃ，Ｄ
現 代 社 会 と 情 報  (2)    （第　２　学　期） 淺井・渡辺（研） Ｇ，Ｂ，Ｆ
技術開発と知的財産権  (2)    （第　２　学　期） ※ 國 分Ｂ，Ｃ，Ａ
生 命 技 術 と 倫 理  (2)    （第　１　学　期） 塩野谷 他Ａ，Ｆ，Ｂ
グ ロ ー バ ル ・ エ ン ジ ニ ア 論  (1)    （第　１　学　期） 浅 井 他Ｃ，Ａ，Ｂ
科 学 史  (1)    （第　１　学　期） ※ 井 山Ｅ，Ａ，Ｆ
技 術 革 新 史  (1)    （第　２　学　期） 中 村 他Ｆ，Ａ，Ｇ
計　  37

   （第　１　学　期）
松　　　　井憲 法 と 現 代 (2)

   （第　２　学　期）

情 報 検 索 論  (2) 植野･※小西

科学技術と技術者倫理  (2) 加藤 (幸）

日 本 語 作 文 技 術 (2) 若       林

技術と社会：技術者
倫理入門

 (2) 三　　　　上

Ｄ，Ｂ，Ｆ

Ｂ，Ａ

Ｃ，Ｂ，Ａ

Ｂ，Ａ，Ｇ



 単    １学年    ２学年    ３学年    ４学年
 区  分  授　業　科　目  担当教員    備    考

 位  1  2  3  1  2  3  1  2  3  1  2  3
総 実 践 企 業 論  (1)    （第　１　学　期） 遠山・※（　） Ａ，Ｇ，Ｃ
合  3 経営情報ｼｽﾃﾑ

科
 類

工学課程主任
各課程主任

目          計  3

（注）各科目の備考欄に記号を用いて、対応する教養教育の目標を示す。
A　広い視野の育成と認識
B　社会的責任の自覚、実践
C　意志疎通能力の育成
D  自己の向上・変革
E　専門基礎総力
F　創造力・批判力
G　指導的な技術科学実践者の資質

ボランティア活動 (2) Ｄ，Ａ，Ｂ



外　国　語　科　目　等

 単   　１学年  ２学年  ３学年 　４学年

 区  分  授　業　科　目  担当教員    備      考
 位  1  2  3  1  2  3  1  2  3  1  2  3

　 村 山  必修

 英    語  １１Ａ  1  1 中 村（善）  クラスは指定される。

村山・ドライアー

村 山  必修

 村 上 　一般選抜による入学者（課程配属

 英    語  １１Ｂ  1  1 ※ 羽 賀 　配属対象者）のみが受講できる。

 なお、制限人数内で希望するク

 外  英  ラスを受講できる。

村 山  必修

 英    語  １２Ａ  1  1 中 村（善）  １１Ａと同じクラスを受講する

村山・ドライアー  ように。

村 山  必修

村 上  推薦選抜及び特別選抜による

 国  英    語  １２Ｂ  1  1 ※ 羽 賀  入学者のみ受講できる。　　　

 なお、制限人数内で希望するク

 ラスを受講できる。

村 上  選択  　集中講義

 英    語  １３Ｓ  (1)  1 石　　　岡

 ※ 羽 賀

 語 村 山  必修

 英    語  ２１Ａ  1  1 村 上  クラスは指定される。

※ 田 　中

※ 羽 賀

村 上  選択必修

中 村（善）  学籍番号の上から６番目の数字

 科  英    語  ２１Ｂ  1  1 ※ ケ ン ト  が偶数の学生のみ受講できる。

 なお制限人数の範囲内で希望す

 るクラスを受講できる。

村 山  必修

 英    語  ２２Ａ  1  1 村 上  ２１Ａと同じクラスを受講する

※ 田 中  ように。

※ 羽 賀 ただし、担当教員は替わる。

 目  語 村 山  選択必修

石　　　岡  学籍番号の上から６番目の数字

 英    語  ２２Ｂ  1  1 ※ ケ ン ト  が奇数の学生のみ受講できる。

 なお制限人数の範囲内で希望す

 るクラスを受講できる。　　　

村　　　上  選択  　集中講義

 英    語  ２３Ｓ  (1)  1 石　　　岡

※ 羽 賀



 単  １学年   ２学年 　３学年  ４学年

 区  分  授　業　科　目  担当教員    備      考
 位  1  2  3  1  2  3  1  2  3  1  2  3

村 山  必修
石 岡  クラスは指定される。
村 上
村山・ドライアー

総 合 英 語 Ⅰ 中 村（善）
（ Ａ 群 科 目 ）  1  1 ※ 田 中

※高橋(正)
※ 羽 賀
※ 太 田
※ ケ ン ト

 外  英

村 上  選択
石 岡  火曜日５限

技 能 別 英 語 Ⅰ  (1)  1  1 村山・ドライアー  電気系、生物系の学生のみ

（ Ａ 群 科 目 ） 中 村（善）  受講できる。
 水曜４限
 機械系、化学系、環境・建設系、経営

 国  情報系の学生のみ受講できる。

 なお制限人数の範囲内で　　　

 希望するクラスを受講できる。

海外研修英語Ⅰ  (2) 2 2 村山・ドライアー 選択  　集中講義
海外研修英語Ⅱ  (2) 2 2 村山・ドライアー

（ Ａ 群 科 目 ）
科学技術英語Ⅰ 石 岡  選択
（ Ｂ 群 科 目 ）  (1)  1  1 青木・ドライアー  機械系、化学系の学生のみ

 受講できる。
村 山  必修

 語 石 岡 総合英語Ⅰと同じクラスを受講する
村 上 ように。
村山・ドライアー  ただし、担当教員は替わる。

総 合 英 語 Ⅱ  1  1 中 村（善）
※ 田 中
※高橋(正)
※ 羽 賀
※ ケ ン ト
※ 太 田

 科  語
石 岡  選択

技 能 別 英 語 Ⅱ 村山・ドライアー  火曜日５限
（ Ａ 群 科 目 ）  (1)  1  1 中 村（善）  機械系、環境・建設系、経営

村 上  情報系の学生のみ受講できる。
 水曜日４限
 電気系，化学系、生物系の

 目  学生のみ受講できる。
 なお制限人数の範囲内で　　　

 希望するクラスを受講できる。

科学技術英語Ⅱ 細山田・下村・陸  選択
（ Ｂ 群 科 目 ）  (1)  1  1 ドライアー・マク  環境・建設系、経営情報系

ガウン・村山・渡辺  の学生のみ受講できる。
村 上  選択  　集中講義

英 語 ３３Ｓ  (1)  1 石　　　岡
※ 羽 賀

         計  21



 単    １学年    ２学年    ３学年    ４学年

  区分  授　業　科　目  担当教員    備      考
 位  1  2  3  1  2  3  1  2  3  1  2  3

フランス語初級Ⅰ  (1)  1  1  1 稲 垣

フランス語初級Ⅱ  (1)  1  1  1 稲 垣

外  第 フランス語中級Ⅰ  (1)
 1  1 稲 垣

フランス語中級Ⅱ  (1)  1  1 稲 垣

ド イツ 語初 級Ⅰ  (1)  1  1  1 ※ 宮 内

国  二 ド イツ 語初 級Ⅱ  (1)  1  1  1 ※ 宮 内

ド イツ 語中 級Ⅰ  (1)  1  1 ※ 宮 内

ド イツ 語中 級Ⅱ  (1)  1  1 ※ 宮 内

語  外 ロ シア 語初 級Ⅰ  (1)  1  1  1 ※ 嵐 田

ロ シア 語初 級Ⅱ  (1)  1  1  1 ※ 嵐 田

中 国 語 初 級 Ⅰ  (1)  1  1  1 ※　朴

科  国 中 国 語 初 級 Ⅱ  (1)  1  1  1 ※　朴

中 国 語 中 級 Ⅰ  (1)  1  1 ※　朴

中 国 語 中 級 Ⅱ  (1)  1  1 ※  朴

目  語 韓 国 語 初 級 Ⅰ  (1)  1  1  1 ※　金　

韓 国 語 初 級 Ⅱ  (1)  1  1  1 ※　金　

韓 国 語 中 級 Ⅰ  (1)  1  1 ※　金　

韓 国 語 中 級 Ⅱ  (1)  1  1 ※　金　

スペイン語初級Ⅰ  (1) 1 1 1 ※ 石 崎

スペイン語初級Ⅱ  (1)  1  1  1 ※ 石 崎

         計  20

日本語初級Ⅰ－Ⅰ  (1)       （第　　　　１　　　　学　　　　期） 永野･松田（真）

日本語初級Ⅰ－Ⅱ  (1)       （第　　　　２　　　　学　　　　期） 永野･松田（真）

   日 日本語初級Ⅱ－Ⅰ  (1)       （第　　　　１　　　　学　　　　期） 栄 ・ 加 納

   本 日本語初級Ⅱ－Ⅱ  (1)       （第　　　　２　　　　学　　　　期） 栄 ・ 加 納

   語 日本語中級Ⅰ－Ⅰ  (1)       （第　　　　１　　　　学　　　　期） 栄

   科 日本語中級Ⅰ－Ⅱ  (1)       （第　　　　２　　　　学　　　　期） 栄

   目 日本語中級Ⅱ－Ⅰ  (1)       （第　　　　１　　　　学　　　　期） 加 納

   ・ 日本語中級Ⅱ－Ⅱ  (1)       （第　　　　２　　　　学　　　　期） 加 納

   日 日本語中級Ⅲ－Ⅰ  (1)       （第　　　　１　　　　学　　　　期） 永 野

   本 日本語中級Ⅲ－Ⅱ  (1)       （第　　　　２　　　　学　　　　期） 永 野

   事 日本語中級Ⅳ－Ⅰ  (1)       （第　　　　１　　　　学　　　　期） 加 納

   情 日本語中級Ⅳ－Ⅱ  (1)       （第　　　　２　　　　学　　　　期） 加 納

   に 日本語中級Ⅴ－Ⅰ  (1)       （第　　　　１　　　　学　　　　期） 松田（真）

   関 日本語中級Ⅴ－Ⅱ  (1)       （第　　　　２　　　　学　　　　期） 松田（真）

   す 日本語中級Ⅵ－Ⅰ  (1)       （第　　　　１　　　　学　　　　期） 松田（真）

   る 日本語中級Ⅵ－Ⅱ  (1)       （第　　　　２　　　　学　　　　期） 永 野

   科 日本語上級Ⅰ－Ⅰ  (1)     （第　１　学　期） 栄

   目 日本語上級Ⅰ－Ⅱ  (1)     （第　２　学　期） 栄

日本事情 Ⅰ－Ⅰ  (2)     （第　１　学　期） 永 野

日本事情 Ⅰ－Ⅱ  (2)     （第　２　学　期） 松田（真）

         計  22



 

 

 
                       各  課  程  履  修  案  内 
 
 
                            機 械 創 造 工 学 課機 械 創 造 工 学 課機 械 創 造 工 学 課機 械 創 造 工 学 課 程程程程 

 
１１１１....    機械創造工学課程の教育目的とコース制機械創造工学課程の教育目的とコース制機械創造工学課程の教育目的とコース制機械創造工学課程の教育目的とコース制 
 今日，機械工学を構成する学問領域は非常に広汎にわたっており，技術者・研究者に対しては，

複合的領域にわたる新しい社会的要請・課題に対応できる実践的・創造的能力が期待されている。

このため，本課程では，現在及び近い将来において機械系 技術者に対して解決を求められる社

会的要請が大きい課題を４分野に整理し，これらに対処する能力を持つ技術者の養成を目的とし

て４つのコース（1.情報・制御コース，2.設計・生産コース，3.人間環境コース，4.材料コース）

を設けている。学部のカリキュラムは[図1]に示すように，全コース共通の機械技術者としての

基礎的な科目（[図１]黄色の部分）と各コース固有の科目から構成されており，学年進行ととも

に各コース固有の科目の割合が大きくなる。機械創造工学課程では，これらのカリキュラムを通

して，以下の能力と素養を備えた機械技術者の育成を目的としている。 

   
（１） 機械技術者としての基礎から応用までの幅広い知識 
（２） 現在及び未来の人類の安全，並びに福祉と健康について考え得る技術者倫理 
（３） 社会の技術進展に対応して自主的，継続的に学習できる自己生涯学習能力 
（４） 社会の技術的要請に対して対処できる実践的知識 
（５） 国際的に通用する，自己表現能力と専門知識 

 
 学生諸君には，学年進行にしたがってそれぞれのコースが目指す技術者像を理解した上で，自

分が進むべき目標を自覚し，目的意識を持ってコース・科目を選択し学習することを期待する。

本学は学部－修士一貫教育をその設立の趣旨としており，学生諸君全員が修士課程に進むことを

原則としている。したがって，各コースに対応する高い専門能力を持つ技術者の養成は修士課程

修了により完成されるものとしており，学部卒業後はそのコースに対応する学習・研究を修士課

程において継続することを強く推奨する。 

なお，本課程は日本技術者教育認定機構（ＪＡＢＥＥ）の認定を受けており，課程に配属され

た学生は，全員がＪＡＢＥＥ認定プログラム「機械創造工学」の履修生となる。卒業の要件を全

て満たすとことによりＪＡＢＥＥ認定プログラムの修了生となる。 

 

２２２２....    機械創造工学課程の学習目標機械創造工学課程の学習目標機械創造工学課程の学習目標機械創造工学課程の学習目標 
 機械創造工学課程では，実践・英知・創造の3つの柱と（Ａ）～（Ｈ）の８項目からなる学習

目標を設定している（[表1]）．学年進行に従い基礎科目とコース関連科目を履修することによ

り，目標に掲げた能力・知識を身につけることができるようカリキュラムは構成されている（[図

２]）。 

表１ 機械創造工学課程の学習目標 



 

 

学習目標 学習目標の意味 
広い社会的視野 技術者として人類の幸福・福祉について考える能力と素養。 

(A) 社会力 
社会的倫理・責任認識 

技術が社会及び環境に及ぼす影響・効果を理解し，技術者としての
責任を認識する能力。 

指導力と批判力 
社会との連携を通して，技術に対する問題意識を養い，指導的技術
者としての自己を客観的に評価する柔軟な姿勢。 (B) 人間力 

継続的自己研鑽 社会の変化に対応して，継続的，自律的に学習する自己研鑽の態度。 

伝達・発表能力 
自分が理解した事柄あるいは研究により得た結果を，他の人に分か
りやすく説明し，討議するための伝達・発表能力。 

実 
 
 
践 

(C) 対話力 
国際的ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力 

国際的な場において自己表現・意見交換ができる基礎能力（主に英
語による）。 

自然科学の基礎力 
工学の基礎となる数学，物理，化学及び情報技術に関する基礎知識
とそれらを応用できる能力。 

(D) 基礎力 
機械工学の基礎力 

機械工学に関わる現象の把握・解析，所定の機能を持つ機械の設計
に必要な基礎的知識と学力。 

英 
 
 
知 

(E) 専門力 機械工学の専門力 
情報・制御，設計・生産，人間環境，材料の各コースに対応する分
野の専門知識・学力。 

目標設定能力 
技術に対する社会の要請を理解し，技術者としての実現すべき目標
を自ら設定することができる判断力。 

(F) 企画力 
計画立案能力 

自ら発見した課題に対し，身につけた知識・技術を適用して，実験・
研究計画を立案し，実行する能力。 

(G) 理解力 論理的理解力 
実験・調査・研究により得られた結果を分析し，論理的・体系的に
整理して，明確に把握・理解する能力。 

倫理・安全設計能力 
倫理・社会・経済性及び安全性に配慮した機械・システムの設計が
できる知識。 

総合的設計能力 
既存の考え方やものの長所，短所，特徴を理解し，目的・拘束条件
に適合する設計を行う柔軟な思考力と総合力。 

創 
 
 
造 

(H) 設計力 

創造的設計能力 
既存の知見・方法に拘束されず，自らの個別的能力を総合して新し
い科学的･技術的発見をし，装置・手法を考案する姿勢。 

ノート：付表１，２の各科目の備考欄に記号（A）～（H）を用いて対応する学習目標を表記している。 
 
 
３３３３....    コースと授業科目の構成コースと授業科目の構成コースと授業科目の構成コースと授業科目の構成 
３・１３・１３・１３・１    各コースの概要各コースの概要各コースの概要各コースの概要 
●情報・制御コース： 
本コースでは，近年発展の目覚ましい電子デバイス，電子機器及びコンピュータネットワー 
クを利用して機械の高機能化・知能化を実現するための機械情報・制御の知識・技術を修得する。

この分野の技術者は社会的需要が大きく，講義内容も発展する技術に合わせて改新される。このコ

ースを選択した学生においては，講義内容を理解するために機械力学，制御理論等の基礎知識は必

須である。本コースでは[表２]に示すようにメカトロニクス及びロボットに代表される機械の製作

に必要な機械力学，制御工学，そして制御情報を修得するためのセンサーの講義である光計測工学

等の科目を３年次に受講後，４年次により高度な現代制御論を学ぶと共に，ロボット工学，システ

ム工学を受講することによりシステムとしてのロボットを理解し，応用する知識を修得する。 

●設計・生産コース：：：： 
本コースでは，近年の機械の知能化，精密化の需要が非常に大きいことに対応し，知能化・精密 
化された先端的機器・機械類を創造していく設計・加工・生産システムの技術・知識を修得する。

このコースを選択した学生は[表２]に示すように主として次のような科目を受講する。３年次に機

械要素設計工学，機械製作論，そして機械システム設計工学により機械の要素，装置及びシステム

とその設計，加工法等を学習する。その後４年次に溶接に代表される現代の機械部材の接合技術を

講義する接合工学，生産システムの成り立ちから最先端の生産システムまでの講義をする生産工学



 

 

を受講する。これらの講義により機械の設計，加工，生産システムの基礎から応用までの知識を修

得する。 

●人間環境コース：：：： 
本コースでは，人間を中心にした機械のあり方，工業製品の原料調達から製造，輸送，廃棄に至る

全段階での環境に対する負荷を分析し，総合的な環境対策への取り組みを評価するＬＣＡ（ライフ

サイクルアセスメント）を考えたエネルギー利用などの技術・知識を修得する。近年，人間の活動

に伴う環境汚染問題，エネルギー問題は広く人間の健康を脅かし，また日本では高齢者社会の到来

による福祉問題が顕現化しつつある。このコースを選択した学生は[表２]に示すように主として次

のような科目を受講する。３年次１学期にエネルギーの輸送手段及び伝達の仕組み講義する流体工

学を受講する。また，３年次２学期には伝熱工学，さらに原子力などによるエネルギー生成を講義

する量子エネルギー工学を受講する。４年次には福祉問題に対する工学的アプローチを考える福祉

工学概論，人間と環境の関係を概説する人間環境工学概論，エネルギー生成・伝達物質としての流

体の応用的側面を講義する圧縮性流体力学，環境問題を見据えた資源としてのエネルギーのリサイ

クルを論考する資源エネルギー循環工学を受講する。 

●材料コース：材料コース：材料コース：材料コース： 
本コースでは，高機能・新機能機械材料の創生から材料信頼性評価にわたる総合的材料システム 
の技術・知識を修得する。先端の情報機器，エネルギー効率を高めるための耐高温材料，新しい機

械のための新素材など本コースは他コースの先進の研究分野と密接な関係を有する基礎学問である。

本コースを選択した学生は[表２]に示すように主として次のような科目を受講する。３年次１学期

に材料物性の基礎である材料熱力学，３年次２学期には材料の力学的取り扱いを講義する弾性学，

材料の微視的構造を講義する材料組織学を受講する。４年次には材料の塑性に関する力学的特性を

講義する塑性力学，機械部材の素材としての材料について講義する工業材料，材料の破壊，転位論

について講義する材料強度学，物理的観点から材料の力学的，熱的特性を論ずる材料物性学を受講

する。 

 
３・２３・２３・２３・２    カリキュラムカリキュラムカリキュラムカリキュラム 

 本課程の専門のカリキュラムを[表２]に示す。専門基礎科目（１，２年向け）は必修，基礎自然科

学選択，第一選択（工学一般の基礎科目），第二選択（機械工学の基礎科目）から構成され全コース

共通である。 

 専門科目（３，４年向け）は，必修，第三選択，第四選択から構成されており，必修及び第三選択

科目は全コース共通である。第三選択科目は，高い専門的能力をもつ機械技術者として共通に必要な

基礎的解析力と材料を構成する物質に対する理解を養成するためのものであり，全科目履修すること

を強く推奨する。第四選択は全コース共通のものと各コース固有のものとから成り，後述のコースの

決定を考慮し，自分の目標に沿った適切な選択をすることが必要である。 

本学の目標である実践的・創造的能力を養うものとして本課程が重視する科目は，①機械創造工学

実験及び考究，②機械創造工学設計演習，③第３学年で開講される第三選択科目，④情報処理考究及

び演習Ⅰ，Ⅱ，⑤機械創造実験・設計，⑥各コース別実験・設計，⑦実務訓練である。 

２.で述べた学習目標は，[表３]に示す科目を履修することにより達成されるようになっている。 

それぞれの科目の履修によりどの目標が達成されるのか意識しながら学習に取り組むことを期待す



 

 

る。 

表２ コース共通科目及び各コース別科目一覧 

 
 情報・制御コース 設計・生産コース 人間環境コース 材料コース 

必修  物理実験及び演習 I 化学実験及び演習 I 数学 IA 数学 IB 数学演習 I 

基礎自然

科学選択 

 物理学 I 化学 I 

 数学 IIA 数学演習 II 数学 IIB 物理学 II 化学 II 

第

一

学

年 第一選択 
 一般工学概論 図学 物理実験及び演習 II 化学実験及び演習 II 生物学 I 

 生物学実験及び演習 

必修 
 工学基礎実験  基礎情報処理演習 I 

 機械設計製図  機械工学基礎実験  基礎情報処理演習 II 

第一選択 
 設計製図  工業基礎数学 I 基礎電磁気学 生物学 II 

 工業基礎数学 II 波動・振動 

 

専

門

基

礎

科

目 

第

二

学

年 
第二選択 

 工業力学 水力学 材料力学 I 材料科学 I 機構学 機械工作法 

 工業熱力学 材料力学 II 材料科学 II 機械要素 計測制御 

必修 
 機械創造工学実験及び考究 機械創造工学設計演習 

 情報処理考究及び演習 I 機械創造実験・設計 

第三選択  力学のための数学 質点及び剛体の力学 情報制御数学 材料基礎論 

 線形代数学 応用統計学 解析学要論 電磁気学 電気電子計測工学 

 電子回路 機械工学特別講義 各コース別特別実験・設計 

第

三

学

年 第四選択  機械力学 

 制御工学 

 光計測工学 

 機械要素設計工学 

 機械製作論 

 機械システム設計工学 

 流体工学 

 伝熱工学 

 量子エネルギー工学 

 材料熱力学 

 弾性学 

 材料組織学 

 Thermodynamics of 

 Materials 

必修  各コース別工学実験・設計 情報処理考究及び演習 II， 実務訓練（または課題研究） 

専 

門

科

目 

第

四

学

年 
第四選択 

 現代制御基礎 

 ロボット工学 

 システム工学 

 生産工学 

 接合工学 

圧縮性流体力学 

福祉工学概論 

資源ｴﾈﾙｷﾞｰ循環工学 

人間環境工学概論 

 材料加工学 

 工業材料 

 材料強度学 

 材料物性学 

 

 
３．３３．３３．３３．３    科目の選択の基準とコースの決定について科目の選択の基準とコースの決定について科目の選択の基準とコースの決定について科目の選択の基準とコースの決定について 
コース制の意義は，広範な広がりを持つ機械工学の中で目的意識を持って学ぶべき科目を自ら選

べる事にある。学部における所属コースは，後述のように，３学年１０月上旬の，機械創造実験・

設計（３学年２学期，全コース共通，必修）における研究課題の選択によって仮決定され，４学年

に進んだ段階で確定される。従って，各学期の履修申告に当たっては次のような考え方を推奨する。 

 すなわち，３学年１学期は，全コース共通の必修科目，第三選択科目と少数の各コース共通科目

により構成されている。３学年２学期には，各コースに関わる多くの第四選択科目が履修できるの

で，１学期までの学習などにより得られた理解に基づき，自分の進路を具体的に検討してこれに対

応するコースの科目を選ぶ事が望ましい。３学年２学期の全コース共通の必修科目の機械創造実

験・設計においては，機械系各研究室の見学をした後，１０月以降，特定の教員の指導の下でそれ

ぞれの課題について研究，設計等を行う。この課題はコース毎に分類されており，ここで決定した

課題のコースがその学生の仮のコースとなる。原則として，各コースの工学実験・設計（４年１学

期，必修）においてもこの課題を継続して行い，これが４学年以降の正式の所属コースとなる。 

 ４学年１学期の履修科目については，所属するコースの趣旨を理解した上で，指導教員と十分



 

 

に相談して選択することが望ましい。 

 

表３ 学習目標達成のために開講されている主要な科目 

 

 学習目標 達成度の評価対象 
【広い社会的視野】【広い社会的視野】【広い社会的視野】【広い社会的視野】    
総合科目Ｂ群全科目，日本事情 I, II - I, II（留学生のみ），〔12 単位以上を修得すること〕 

実務訓練（または課題研究） 
【技術者倫理】【技術者倫理】【技術者倫理】【技術者倫理】    
科学技術と技術者倫理，技術と社会：技術者倫理入門〔いずれか 2単位必修〕 

（A）社会力 

機械創造工学実験及び考究，機械創造実験設計，各コース別工学実験・設計，機械工学特別講
義，実務訓練（または課題研究） 

（B）人間力 機械創造工学実験及び考究，機械創造工学設計演習，機械創造実験設計，情報処理考究及び演
習Ⅱ，各コース別工学実験・設計，実務訓練（または課題研究） 
機械創造工学実験及び考究，機械創造工学設計演習，機械創造実験設計，各コース別工学実験・
設計，情報処理考究及び演習Ⅱ，実務訓練（または課題研究） 

総合英語Ⅰ，総合英語Ⅱ（いずれか英語 33S で代替可） 
外国語科目〔2単位以上修得すること〕 

実 

 

 

践 

（C）対話力 

TOEIC 受験〔3年 2 学期，4 年 1 学期に実施される TOEIC 団体受験のいずれかを受験すること〕 
第 1，2 学年開講必修科目※ 
基礎自然科学選択科目〔10 単位以上を修得すること〕※ （D）基礎力 

第 1 選択科目及び第 2選択科目〔12 単位以上を修得すること〕※ 
【応用数学，物理】【応用数学，物理】【応用数学，物理】【応用数学，物理】    物理学Ⅰ，物理学Ⅱ〔2単位以上を修得すること〕※ 
第 3 選択科目〔6単位以上を修得すること〕 
情報処理考究及び演習Ⅰ，情報処理考究及び演習Ⅱ 

応用統計学〔修得することを強く推奨する。未修得の場合，別途課題を課す〕 
【機械工学の主要分野】【機械工学の主要分野】【機械工学の主要分野】【機械工学の主要分野】第 4選択科目〔第 3選択科目と合わせて 22 単位以上修得すること〕 

英 

 

 

知 
（E）専門力 

【実験の計画・遂行・考察】【実験の計画・遂行・考察】【実験の計画・遂行・考察】【実験の計画・遂行・考察】    機械創造工学実験及び考究，機械創造実験設計，各コース別工
学実験・設計，実務訓練（または課題研究） 

（F）企画力 情報処理考究及び演習Ⅱ，機械創造実験設計，各コース別工学実験・設計，実務訓練（または
課題研究） 

（G）理解力 機械創造工学実験及び考究，機械創造実験設計，各コース別工学実験・設計，実務訓練（また
は課題研究） 
機械創造工学設計演習，機械創造実験設計，各コース別工学実験・設計，実務訓練（または課
題研究） 

創 

 

 

造 （H）設計力 科学技術政策論，技術開発と工業所有権，現代社会とデザイン，経営工学概論，現代社会と経
営，現代社会と情報，会計学概論，ミクロ経済分析，憲法と現代〔目標(H)の達成度を高めるた
めに修得が望まれる科目．必須要件ではない〕 

※第1学年入学者のみが対象。その他の科目は第３，４学年開講科目。 

 
 

４．第１学年入学者の第３学年への進学基準４．第１学年入学者の第３学年への進学基準４．第１学年入学者の第３学年への進学基準４．第１学年入学者の第３学年への進学基準 
  本課程の第１学年入学者が第３学年に進学するためには，付表１の専門基礎科目の中から，次

の単位数を修得しなければならない。 

（１）  第１・第２学年開講の必修科目                           １５単位 
（２）  第１・第２学年開講の基礎自然科学選択科目               １０単位以上 
 （３）  第２学年開講の第二選択科目                             １２単位以上 
（４）  必修，基礎自然科学選択，第一選択，第二選択科目の合計   ４４単位以上 

５．第３学年入学者及び第３学年進学者の履修基準５．第３学年入学者及び第３学年進学者の履修基準５．第３学年入学者及び第３学年進学者の履修基準５．第３学年入学者及び第３学年進学者の履修基準 
(１) 第３学年入学者の卒業要件単位数 

  別表II卒業の基準の「既修と認められる標準の単位数」は「既修と認められる上限の単位数」



 

 

を表す。また、「本学で修得すべき標準の単位数」は「本学で修得すべき最少の単位数」を表す。 

(２) 卒業に必要な専門科目とその単位数 

                第３・第４学年に開講される専門科目が付表２であり，必修科目２４単位の全部と，第三及び

第四選択科目の中から２２単位，合計４６単位以上を修得することが必要である。 

なお，第三選択科目は，８単位全部を修得することが望ましい。 

 
６．実務訓練，課題研究の受講基準６．実務訓練，課題研究の受講基準６．実務訓練，課題研究の受講基準６．実務訓練，課題研究の受講基準 
（１）実務訓練を履修するためには、表４に示すように、実務訓練を除く卒業要件を満たす単位数を取

得しており、かつ、その中に第三選択科目３科目（６単位）以上を含んでいなければならない。 

（２）課題研究を履修するためには、表４に示すように、第３，４学年の必修の実験設計科目の全てと、

第三選択科目３科目（６単位）以上を取得していることが必要である。さらに、課題研究と同時の

学習により卒業要件に達し得る単位取得状況でなければならない。 

 ただし、留年等で残された在学可能な期間内に課題研究を履修する機会が一度しかない者につい

ては、上記の基準を満たさなくても、課程主任が履修を許可する場合がある（単位取得状況により

判断される）。 

注：「情報処理演習及び考究II」（４年１学期）等の単位を取得せず課題研究を履修した場合、課

題研究履修の翌年度の１学期にこの単位を取得して卒業要件を満たせば９月卒業が可能である。 
 

表４ 実務訓練または課題研究履修のための修得最低単位数 
 実務訓練 課題研究 
① 専門必修科目 
 うち情報処理演習及び考究I,II 

② 第三選択科目及び第四選択科目 
 うち第三選択科目 

 １６ 
  ４
２２ 
６ 

 １４ 
  ２ 
 １６ 
６ 

③ 総合科目 
   うち必修の技術者倫理科目＊ 
④ 外国語科目 

 １４ 
 ２ 
４ 

  ８ 
 ２ 
３ 

     ＊技術者倫理科目：「科学技術と技術者倫理」または「技術と社会：技術者倫理入門」 
 
７．第３学年入学者の専門基礎科目の履修について７．第３学年入学者の専門基礎科目の履修について７．第３学年入学者の専門基礎科目の履修について７．第３学年入学者の専門基礎科目の履修について    
第３学年入学者に対して、入学前の専門基礎科目の既修得状況調査結果に基づき、課程主任が第
２学年で開講される第二選択科目（工業力学、材料力学IまたはII、工業熱力学、水力学、機械工作
法）の履修を指導し、本人の申し出に基づき履修を許可する。該当科目に合格すれば、８単位を限
度として第四選択科目の単位に置き換え、卒業要件単位として認められることがある。 

 
８．学年別以外の履修８．学年別以外の履修８．学年別以外の履修８．学年別以外の履修    
  ２ページ４（２）により上の学年の選択科目を履修することができるが，本課程においては，第３
学年開講の第三選択科目は，第３学年進学前に履修することはできない。 



 　  機械創造工学課程
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第三学年

第二学年

第四学年

制御・情報コース 設計・生産コース 人間環境コース 材料コース

必修科目：機械設計製図、基礎情報処理演習Ⅰ、基礎情報処理演習Ⅱ

第三選択科目：力学のための数学、質点及び剛体の力学、情報制御数学、材料基礎論

実 務 訓 練

必修科目：
機械創造工学実験及び考究
機械創造工学設計演習

必修科目：機械創造実験設計、情報処理考究及び演習Ⅰ

情報・制御工学
　実験・設計

設計・生産工学
　実験・設計

人間環境工学実験・設計 材料工学実験・設計

機械力学 機械要素設計工学 流体工学 材料熱力学

応用流体工学

弾性学

Thermodynamics
of Materials

量子エネルギー工学

塑性力学

制御工学

ロボット工学

接合工学
材料強度学

工業材料
現代制御基礎
システム工学

光計測工学

生産工学

機械製作論
機械システム設計工学

人間環境工学概論

福祉工学概論
資源エネルギー循環工学 材料物性学

材料組織学

情報・制御工学
特別実験・設計

設計・生産工学
特別実験・設計

人間環境工学
特別実験・設計

材料工学特別
実験・設計

コース共通科目

機械工学特別講義
　　電子回路

電気電子計測工学
　　電磁気学
　 応用統計学
解析学要論

線形代数学

伝熱工学

工業熱力学

水力学 材料力学Ⅰ材料科学Ⅰ

計測制御

基礎電磁気学
機構学
設計製図

材料力学Ⅱ材料科学Ⅱ

機械工作法

波動・振動

必修科目：
情報処理考究及び演習Ⅱ

必修科目

図２ 機械創造工学課程の科目系統樹

機械要素

工業力学



［付表１］

機械創造工学課程　（平成１7度入学者適用）

第１学年・第２学年専門基礎科目  注：担当教員欄の※は非常勤講師であり、（  ）
 は未定のものである。

 必・選  単    １学年    ２学年

   授  業  科  目 担  当  教  員     備      考
 の  別  位  1  2  3  1  2  3

物理実験及び演習 Ⅰ  2  2  宮     田 ・ 北      谷 (B)(D)(G)

   必 化学実験及び演習 Ⅰ  2  2  丸  山 (一）・※鈴    木 (B)(D)(G)

工 学 基 礎 実 験  2  2  機 械 系 ・ 電 気 系 教 員 (B)(D)(G)

機 械 設 計 製 図  1  1  阿       部　　      他 (B)(D)(H)

機 械 工 学 基 礎 実 験  1  1  全       教          員 (B)(D)(G)

数 学 ⅠＡ  2  2  小            林  （曻） (D)

数 学 Ⅰ Ｂ  2  2  ※  岩              瀬 (D)

   修 数 学 演 習 Ⅰ  1  1  小林(曻)・原・木村（宗）・※岩瀬 (D)

基礎情報処理演習 Ⅰ  1  1  古       口          他 (D)

基礎情報処理演習 Ⅱ  1  1  永       澤          他 (D)

           計  15

 基 数 学 ⅡＡ  2  2  高            橋   (秀） (D)

 礎 数 学 演 習 Ⅱ  1  1  高橋(秀)・原・木村（宗） (D)

 自 数 学 Ⅱ Ｂ  2  2 ※  岩                瀬 (D)

 然 物 理 学 Ⅰ  2  2  北      谷 ・ 赤     羽  (D)(E)

 選  科 物 理 学 Ⅱ  2  2  北      谷 ・ 赤     羽  (D)(E)

 学 化 学 Ⅰ  2  2 丸山 (一）・鈴木 (秀） (D)

 選 化 学 Ⅱ  2  2 丸 山 (一）・松 原 (D)

 択          計  13

一 般 工 学 概 論  2  2
宮田・電気(全)・植松・海
野・曽田・大里・山田(耕)

(A)(D)

 第 設 計 製 図  1  1 阿 部 他 (D)(H)

工 業 基 礎 数 学 Ⅰ  2  2 小 林 （曻） (D)

工 業 基 礎 数 学 Ⅱ  2  2 原 (D)

 一 基 礎 電 磁 気 学  2  2 末 松 ・ 宮 田 (D)

波 動 ・ 振 動  2  2 宮　　　田 　・ 安 井（寛） (D)

図 学  2  2 樋 口 (D)

 選 物理実験及び演習 Ⅱ  2  2 宮 田 ・ 北 谷 (B)(D)(G)

化学実験及び演習 Ⅱ  2  2 丸 山 (一）・※鈴 木 (B)(D)(G)

生 物 学 Ⅰ  2  2 高 原 (D)

 択 生 物 学 Ⅱ  2  2 高 原 ・ 福 本 (D)

生 物 実 験 及 び 演 習  2  2 福 田 (B)(D)(G)
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工 業 力 学  2  2 上 村 (D)

水 力 学  2  2 白 樫 ・ 高 橋 （ 勉 ） (D)

 第 工 業 熱 力 学  2  2 鈴 木（正）・門 脇 (D)

材 料 力 学 Ⅰ  2  2 岡 崎 (D)

 二 材 料 力 学 Ⅱ  2  2 井 原 (D)

材 料 科 学 Ⅰ  2  2 鎌 土 ・ 佐 藤（一） (D)

材 料 科 学 Ⅱ  2  2 福 澤 ・ 南 口 (D)

 選 機 構 学  2  2 久 曽 神 (D)

 択 機 械 要 素  2  2 金 子 ・ 太 田 (D)

計 測 制 御  2  2 柳 ・ 明 田 川 (D)

 択 機 械 工 作 法  2  2 田 辺 ・ 鎌 土 (D)

         計  22



［付表２］

機械創造工学課程　（平成１７年度入学者適用）

第３学年・第４学年専門科目  注：担当教員欄の※は非常勤講師であり、（ ）
は未定のものである。

 必・選  単    ３学年    ４学年
   授 業 科 目    担 当 教 員    備      考

 の  別  位
 1  2  3  1  2  3

機 械 創 造 工 学 実 験 (A)(B)(C)(E)

及び考究 (G)

 　必 機械創造工学設計演習  3  3 田辺・阿部・井原・明田川 (B)(C)(H)

機 械 創 造 実 験 設 計  3  3 全 教 員
(A)(B)(C)(E)
(F)(G)(H)

情 報 処 理 考 究

及び演習 Ⅰ

情 報 処 理 考 究

及び演習 Ⅱ

学長が認めるときは「実

実 務 訓 練  8  8 務訓練８単位」は「課題

研究８単位」をもって

替えることができる。

  ( 課  題  研  究)  (8)  (8) (A)(B)(C)(E)
   修 (F)(G)(H)
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   第 力 学 の た め の 数 学 2 2 高       橋 （秀）   他 (E)

   三 質点及び剛体の力学  2  2 金 子 他 (E)

   選 情 報 制 御 数 学  2  2 滑 川 他 (E)

   択 材 料 基 礎 論  2  2 福 澤 他 (E)

           計  8

機 械 工 学 特 別 講 義  2  2 課 程 主 任 (A)(E)

 第  コ 応 用 統 計 学  2 2 高 橋 ( 秀 ) (E)

 四  ｜ 線 形 代 数 学  2 2 高           橋  （秀） (E)

 選  ス 解 析 学 要 論  2  2 小           林  （曻） (E)

 択  共 電 磁 気 学  2  2 宮 田 (E)

 通 電 気 電 子 計 測 工 学  2  2 打 木 ・ 内 富 (E)

電 子 回 路  2  2 岩 橋 (E)

           計  14

全         教        員 2  2

 2  2 全         教         員(B)(E)

(B)(E) 2  2 全 教 員



 必・選  単    ３学年    ４学年

   授 業 科 目    担 当 教 員    備      考
 の  別  位  1  2  3  1  2  3
 必 情報・制御工学実験・ (B)(C)(E)(F)
 修 設計 (G)(H)

 情  計  4

 報 情 報・制御工学特別 (E)

 ・  第 実験・設計

 制 機 械 力 学  2  2 矢 鍋 ・ 太 田 (E)

 御  四 制 御 工 学  2  2 滑 川 (E)

 コ 現 代 制 御 基 礎  2  2 木           村　（哲） (E)

 ｜  選 ロ ボ ッ ト 工 学
 2  2 木村（哲）･柳・※天野・

※大野・※大明・※鈴木
(E)

 ス 光 計 測 工 学  2 2 秋 山 (E)

 択 シ ス テ ム 工 学  2  2 大 里 (E)

計  13

 必 設計・生産工学実験・ (B)(C)(E)(F)
 修 設計 (G)(H)

 設 計  4

 計  第 設計・生産工学特別 (E)

 ・ 実験・設計

 生  四 機 械 要 素 設 計 工 学  2  2 金 子 ・ 太 田 ・ ※ 中 村 (E)

 産 機 械 製 作 論  2  2 田 辺 (E)

 コ  選 機械システム設計工学  2  2 阿 部 (E)

 ｜ 生 産 工 学  2  2 明 田 川 ・ 柳 (E)

 ス  択 接 合 工 学  2  2 武 藤 (E)

計  13

 必 人 間環境工学実験・ (B)(C)(E)(F)
 修 設計 (G)(H)

 人 計  4

 間 人 間 環 境 工 学 特 別 (E)

 環  第 実験・設計

 境 流 体 工 学  2  2 白 樫 ・ 高 橋 （ 勉 ） (E)

 コ  四 伝 熱 工 学  2  2 青 木 (E)

 ｜ 量 子エネルギー工学  2  2 伊           藤  （義） (E)

 ス  選 人 間 環 境 工 学 概 論  2  2  東 (E)

圧 縮 性 流 体 力 学  2  2 増 田 (E)

 択 福 祉 工 学 概 論  2  2 三 宅・※原（利） (E)

資源 ｴ ﾈ ﾙ ｷ ﾞ ｰ循環工学  2  2 門 脇・鈴木（正） (E)

 計  15

 必 材 料 工 学 実 験 ・ (B)(C)(E)(F)
 修 設 計 (G)(H)

 　　　　計  4

 材 材料工学特別実験・設計
 1  1

全 教 員 (E)

材 料 熱 力 学  2  2 石﨑・南口・佐藤（一） (E)

 料  第 Thermodynamics of   
Materials (E)

 コ  四 弾 性 学  2  2 （ ） (E)

 ｜ 材 料 組 織 学  2  2 南 口 (E)

 ス  選 材 料 加 工 学  2  2 鎌 土 ・ 福 澤 (E)

工 業 材 料  2  2 福 澤 (E)

 択 材 料 強 度 学  2  2 岡 崎 (E)

材 料 物 性 学  2  2 安井（孝）　・　武　 田 (E)

          計  17

 2  2 石 﨑

 4 全 教 員

 1  1 全 教 員

 4 全 教 員

 4

 4

 4 全 教 員

 1  1 全 教 員

 4

 4 全 教 員

 1  1 全 教 員

 4



Ⅰ．電気電子情報工学課程の教育研究の目的及び教育目標Ⅰ．電気電子情報工学課程の教育研究の目的及び教育目標Ⅰ．電気電子情報工学課程の教育研究の目的及び教育目標Ⅰ．電気電子情報工学課程の教育研究の目的及び教育目標

１．電気電子情報工学課程の教育研究の目的

電気電子情報工学課程の第１，２学年では主として専門基礎科目を学習させ、第３学年からはエ

ネルギーシステム、電子デバイス・光波エレクトロニクス、情報・通信システムの３つのコースに

おける専門科目を学習させる。コース相互の関係はカリキュラムや学生定員が互いに明確に分かれ

るものではなく、多くの共通の履修科目があり、学生の学習の進展に伴って自然なコース間異動を

可能とする柔軟なものである。第４学年の大多数の学生には、企業等にて長期の実務訓練を受けさ

せ、実社会における実践的な技術を体験させる。

エネルギーシステム・コースでは、電力・エネルギーシステム・制御に関連する講義を開講し、

現代社会を支えるエネルギーシステムについての基礎から最新技術までを修得させる。さらに、別

途定められた単位数を取得すれば、第一種電気主任技術者試験免除資格が得られる。

電子デバイス・光波エレクトロニクス・コースでは、電子デバイス、光波エレクトロニクス工学

に関連する講義を開講し、電子材料物性及び光学の基礎を修得させる。また、21世紀の主要産業で

ある半導体集積回路や光エレクトロニクス関連デバイスなどの先端技術を学習させる。

情報・通信システム・コースでは、情報基礎、情報システム、通信システムに関連する講義を開

講し、情報通信システム工学関連の基礎から最新技術までを修得させる。

２．電気電子情報工学課程の具体的な教育目標

電気電子情報工学課程では、上記の教育研究の目的を達成するため、以下の具体的な教育目標を

設定している。

広い視野から技術科学を応用する能力(1)(1)(1)(1)
技術科学をとりまく諸事情を理解し，広い視野から技術科学を応用する能力
を身につける。

技術者としての責任自覚能力(2)(2)(2)(2)
技術が社会に及ぼす影響・効果を理解し，技術者としての責任を自覚する能力
を身につける。

基礎的な自然科学の素養(3)(3)(3)(3)
電気・電子・情報技術のための基礎的な数学，物理学，化学などの自然科学
の素養を身につける｡

専門基礎知識と応用能力(4)(4)(4)(4)
電気・電子・情報技術に共通する基礎的な知識と，エネルギーシステム，電子
デバイス・光波エレクトロニクス，情報通信システムのいずれかの分野の専門
的基礎知識とその応用能力とを身につける｡

問題の探求・解決能力(5)(5)(5)(5)
経験豊富な技術者の指導を受けて，電気・電子・情報工学の専門的知識・技術
を結集し，問題を探求し，組み立て，解決する能力を身につける｡

コミュニケーション能力(6)(6)(6)(6)
地域，国家，国際規模での技術科学実践のために，日本語によるコミュニケー
ション能力，および国際的に通用する英語等の外国語によるコミュニケーショ
ン基礎能力を身につける。



自己学習能力(7)(7)(7)(7)
生涯を通じて社会の変化に対応しできるように，新しい情報を柔軟に取り入れ
る自己の能力を高めることができる自己学習能力を身につける。

実験・演習の計画的遂行・解析能力(8)(8)(8)(8)
実験や演習を計画的に遂行し，これを通して講義で得た知識をより確かなもの
として体得し，結果を正確に解析，工学的に考察して期限内にまとめる能力を
身につける。

高度な専門的技術への対応能力(9)(9)(9)(9)
より高度な専門的技術の修得（たとえば大学院での学習）に対応できる，基礎
的学力と応用能力を習得する。

３．各コースの具体的な教育目標

電気電子情報工学課程における教育プログラムでは、エネルギーシステム工学、電子デバイス・

光波エレクトロニクス工学，情報 通信システム工学の各分野が系統的に学べるように配慮されて・

いる。それぞれ、環境問題を考えたエネルギー利用システム、電子・光等の複合機能をもつ材料・

デバイス、及び情報・通信分野を中心とする先端ハード・ソフトウェアの分野で活躍する実践的・

創造的能力を備えた指導的技術者・研究者の人材育成を目指している。各コースの具体的な教育目

標として以下の事項をあげる。

(1) エネルギーシステム・コース

現代から未来に向けて、社会のダイナミズムを支えるエネルギーとそれを利用するシステム

を対象として、種々のエネルギーの発生・輸送・貯蔵、並びにこれらのシステムの制御｀応用

などについて、地球環境を配慮してハード・ソフトの両面から高機能化・高品位化に関する先

進的・実用的な技術を修得させ、充分な基礎学力及び問題解決能力を有する指導的技術者を養

成する。

(2) 電子デバイス・光波エレクトロニクス・コース

半導体、磁性体、超伝導体、誘電体、液晶等の電子デバイス材料、及び電波・光波に関する基

本的事項を学習させるとともに、現在の主要産業の１つである半導体集積回路、光エレクトロニ

クス関連デバイス等の先端技術を修得させる。また、新機能素子の開発や、それらを組み合わせ

て高度な機能をもつ電子機器とするシステム化技術を修得させ、ハード・ソフトウェアの分野で

活躍し得る指導的技術者を養成する。

(3) 情報・通信システム・コース

現在急速に進展しているIT革命（情報通信技術革命）の中心的な役割を果たすコンピュータ

やネットワーク、情報処理・通信技術についての教育を行う。インターネットやパソコンは、

ディジタル情報を伝送したり、処理・蓄積する技術が基本であるが、半導体IC/VLSIで電子回

路を設計し、ハードウェアとソフトウェアを活用して装置を実現し、それらを要素としてさま

ざまなシステムが構成されている。それぞれの段階での新たな処理方式、構成・設計法の確立

と技術躍進を図るため、新たな理論の構築、シミュレーション、ハード装置や応用システムの

実現と性能向上などの先端技術を修得させ、充分な基礎学力及び問題解決能力を有する指導的

技術者を養成する。

II.電気電子情報工学課程の授業科目の構成と履修方法



１．授業科目

電気電子情報工学課程は、電気電子情報工学の基本であるエネルギーシステム，電子デバイス

・光波エレクトロニクス、情報・通信システムについて、その構成理論、システム理論等の系統

的教育を行うことを目的としている。本課程の専門基礎科目、単位数、開講学期は付表1,2のとお

りである。

(1) 付表１は、第1・第2学年で開講される科目

(2) 付表2は、第3・第4学年で開講される科目

２．科目選択の基準とコースについて

コース制の趣旨は、各自の学習の進行に従ってその目的を明確にし、広範な広がりをもつ電気

電子情報工学の中で、各自が目的意識をもって学ぶべき科目を選択して行くことにある。第3学年

の1学期は、全コース共通の必修科目と幾つかの共通科目（選択 、及び専門選択科目により構成）

されている。社会では、自分の専門にとらわれない幅広い能力が要求されているため、必修科目

はもとより共通科目もできるだけ履修し、電気電子情報工学の基本をしっかりとマスターするこ

とが望ましい。なお，第3学年の2学期では、ゆるやかなコース制に移行する。また、第4学年では

比較的明確なコース制に移行するので、所属研究室の研究内容に従い、科目系統図を参考にしな

がら所属コース内の科目を重点的に選択することが望ましい。

３．第１学年入学者の第３学年への進学基準

別表Iに記載された第３学年への進学基準における専門科目として、付表１の中の必修科目２９

単位の全部と、選択科目（基礎数学選択科目５単位以上と、基礎自然科学選択科目４単位以上を

含む）の合計４４単位を修得しておくことが必要である。

４．第３学年入学者及び第３学年進学者の履修基準

別表IIに記載された卒業の基準における専門科目として、付表２に記載された専門科目の中で

必修科目３１単位の全部と、専門選択科目１５単位以上の合計４６単位を修得しておくことが必

要である。

５．実務訓練の受講基準

実務訓練は第4学年の第2学期以降に実施されるので、第3学年第2学期の授業科目はその学

期に修得しておく必要がある。実務訓練を受講するためには、第4学年第1学期までに、実務訓

練以外の卒業要件単位を修得していなければならない。

６．課題研究の受講基準

課題研究を受講するためには、第4学年第1学期までの単位取得状況が卒業見込みと判定され

なければならない。

７．卒業条件についての付記事項
本課程は、日本技術者教育認定機構（JABEE)の認定を得ることを目指している。JABEE認定を得るため、

各自が達成しなければならない具体的な事項は学年始めのガイダンスで説明する。

JABEE認定が得られたときは、本課程の卒業生は全員 認定プログラムの修了生となる。JABEE



工業熱力学

課題研究

制御理論

デバイス工学Ⅱ ディジタル信号処理基礎

核エネルギー工学

電気法規

電子物性工学Ⅲ

光波工学Ⅱ

光物性工学

デバイス工学Ⅲ

電波工学 離散情報数学

データ構造とアルゴリズム

音響工学

通信システム論

ネットワーク工学及び演習

実務訓練

３年２学期

４年２学期

パターン認識工学

サイバネティックス工学

情報理論

無線システム

データベースと応用システム

プラズマ物性工学

電気電子情報工学実験Ⅲ、電気技術英語、
電気電子情報工学特別考究及びプレゼンテーション

４年１学期

電動力応用システム

ロボティクス 電気施設管理

高電圧工学

電気エネルギー応用

電機設計学及び製図

発変電工学

レーザー工学

数学ＩＡ

数学演習Ｉ 物理学Ｉ

電気磁気学及び演習Ｉ

電気磁気学及び演習ＩＩ

電気回路及び演習Ｉ

電気回路及び演習ＩＩ

基礎情報処理演習

物理実験及び演習ＩＩ

工学基礎実験

電気工学基礎実験

数学ＩIＡ

数学演習ＩI

数学ＩＢ

数学ＩＩＢ

工業数学Ｉ

工業数学ＩＩ

物理学ＩＩ

化学Ｉ

化学ＩＩ

生物学Ｉ

生物学ＩＩ

化学実験及び演習Ｉ

化学実験及び演習ＩＩ

情報処理概論

ディジタル電子回路 電子回路電力工学

電気機器工学

電子･光波工学基礎Ｉ

電子･光波工学基礎ＩＩ

制御工学基礎 電気電子計測工学

物理実験及び演習I

３年１学期
太字は必修科目

２年１学期

２年２学期

１年２学期

１年１学期 一般工学概論

水力学

工業力学

波動・振動

電機変換工学

光波工学Ⅰ

電子物性工学Ⅱ

電子計算機システム

パワーエレクトロニクス

デバイス工学Ⅰ

電磁エネルギー工学、電子物性工学Ⅰ、信号理論基礎、
電気電子情報数学及び演習Ⅰ、電気電子情報工学実験Ⅰ

（共通）上級電気磁気学、アナログ回路工学、
プロジェクト指向プログラミングⅠ

電力システム 最適化理論とその応用

情報伝送工学

（共通）プロジェクト指向プログラミングⅡ

電気電子情報数学及び演習Ⅱ、電気電子情報工学実験Ⅱ

応用数学

オペレーティングシステム

電気電子情報工学課程履修科目系統図

エネルギーシステムコースエネルギーシステムコース

電子デバイス・光波エレクトロニクスコース電子デバイス・光波エレクトロニクスコース

情報・通信システムコース情報・通信システムコース



［付表１］

電気電子情報工学課程　（平成１７度入学者適用）

第１学年・第２学年専門基礎科目  注：担当教員欄の※は非常勤講師であり、（ ）
 は未定のものである。

 必・選  単    １学年    ２学年

   授  業  科  目    担  当  教  員    備      考
 の  別  位  1  2  3  1  2  3

数 学 ⅠＡ  2  2 小 林 （曻）

数 学 演 習 Ⅰ  1  1 小林(曻)・原・木村（宗）･※岩瀬

   必 数 学 Ⅰ Ｂ  2  2 ※  岩                 瀬

物 理 学 Ⅰ  2  2 北 谷 ・ 赤 羽

電気磁気学及び演習Ⅰ  3  3 木             村  （宗）

電気磁気学及び演習Ⅱ  3  3 石 黒

電気回路及び演習 Ⅰ  3  3 神 林

電気回路及び演習 Ⅱ  3  3 吉 川 ・ 和 田

基 礎 情 報 処 理 演 習  2  2 山 本

物理実験及び演習 Ⅰ  2  2 宮 田 ・ 北 谷

物理実験及び演習 Ⅱ  2  2 宮 田 ・ 北 谷

   修 工 学 基 礎 実 験  2  2 機 械 系 ・ 電 気 系 教 員

電 気 工 学 基 礎 実 験  2  2 全 教 員

           計  29

数 学 ⅡＡ  2  2 高 橋 (秀）

基礎 数 学 演 習 Ⅱ  1  1 高橋(秀)・原・木村（宗）

数学 数 学 Ⅱ Ｂ  2  2 ※  岩                 瀬

選択 工 業 基 礎 数 学 Ⅰ  2  2 小 林 （曻）

工 業 基 礎 数 学 Ⅱ  2  2 原

           計 9

物 理 学 Ⅱ  2  2 北 谷 ・ 赤 羽

基礎 化 学 Ⅰ  2  2 丸山 (一）・鈴木 (秀）

自然 化 学 Ⅱ  2  2 丸 山  (一）・松　　　原

科学 生 物 学 Ⅰ  2  2 高 原

 選 選択 生 物 学 Ⅱ  2  2 高 原 ・ 福 本

化学実験及び演習 Ⅰ  2  2 丸 山（一）・※鈴 木

化学実験及び演習 Ⅱ  2  2 丸 山（一）・※鈴 木

           計  14

電 子 回 路  2  2 岩 橋

 専 制 御 工 学 基 礎  2  2 伊 東

一 般 工 学 概 論  2  2
宮田・電気(全)・植松・海
野・曽田・大里・山田(耕)

 門 波 動 ・ 振 動  2  2 宮　　田 　・ 安 井（寛）

電 気 電 子 計 測 工 学  2  2 打 木 ・ 内 富

 基 電 力 工 学  2  2 入 澤

 択 電 気 機 器 工 学  2  2 近 藤

 礎 電子･光波工学基礎Ⅰ  2 2 濱 崎

電子･光波工学基礎Ⅱ  2  2 濱 崎

 選 情 報 処 理 概 論  2 2 湯　　　　　　　　　　川

ディジタル電子回路  2  2 太 刀 川

   計  22



［付表２］

電気電子情報工学課程　（平成１７年度入学者適用）

第３学年・第４学年専門科目  注：担当教員欄の※は非常勤講師であり、（ ）
 は未定のものである。

 必・選  単    ３学年    ４学年

 授 業 科 目    担 当 教 員    備      考
 の  別  位  1  2  3  1  2  3

電気電子情報数学及び演習Ⅰ  3  3 荻 原 ・ 中 川 （ 健 ）

電気電子情報数学及び演習Ⅱ  3 3 打 木 ・ 石 原

電 磁 エ ネ ル ギ ー 工 学  2  2 江

電 子 物 性 工 学 Ⅰ  2 2 高 田

信 号 理 論 基 礎  2 2 岩 橋

   必 電気電子情報工学実験Ⅰ  3  3 全 教 員

電気電子情報工学実験Ⅱ  3  3 全 教 員

電気電子情報工学実験Ⅲ  3  3 全 教 員

電 気 技 術 英 語  1  1 河合・安井・岩橋・伊東

電気電子情報工学特別考究
及びプレゼンテーション

学長が認めるときは

｢実務訓練Ａ又は実

務訓練Ｂ(１科目選

択必修)８単位」は

   修 ｢課題研究８単位」

  ( 課  題  研  究)  (8)  (8) をもって替えるこ

とができる。

           計  31

上 級 電 気 磁 気 学  2  2 小 野 ・ 江

 共 プ ロ ジ ェ ク ト 指 向 　　吉川　・　原田

 通 プ ロ グ ラ ミ ン グ Ⅰ 　　木村（宗）・山本

 科 プ ロ ジ ェ ク ト 指 向

 目 プ ロ グ ラ ミ ン グ Ⅱ

ア ナ ロ グ 回 路 工 学  2 2 神 林

 7  2

制 御 理 論  2 2 大 石

 エ ﾊ ﾟ ﾜ ｰ ｴ ﾚ ｸ ﾄ ﾛ ﾆ ｸ ｽ  2  2 近 藤

 選  ネ 電 力 シ ス テ ム  2  2 入 澤

 ル 電 機 変 換 工 学  2  2 野 口 （敏）

 ギ プ ラ ズ マ 物 性 工 学  2  2 江 ・ 末 松

 ｜ 電 動 力 応 用 シ ス テ ム  2  2 伊 東

 シ ロ ボ テ ィ ク ス  2 2 大 石

 ス レ ー ザ ー 工 学  2  2  江

 テ 核 エ ネ ル ギ ー 工 学  2  2 末 松

 ム 高 電 圧 工 学  2  2 末 松

 コ 電 機 設 計 学 及 び 製 図  2  2
大　　石・※齋藤（達）
・※中村（雅）

 ｜ 電 気 エ ネ ル ギ ー 応 用  2  2 野 口 （敏）

 ス 水 力 学  2  2 白 樫 ・ 高 橋 （ 勉 ）

工 業 力 学  2  2 上 村

工 業 熱 力 学  2 2 鈴 木 （ 正 ） ・ 門 脇

発 変 電 工 学  2  2 原 田 （信）

 択 電 気 法 規  1  1 ※ 渡 辺

電 気 施 設 管 理  1  1 ※ 渡 辺

計  32

全 教 員 1 1

 8

1 中川（匡）　・　岩　橋

 2 2

実 務 訓 練 Ａ

実 務 訓 練 Ｂ

 8

 1



 必・選  単    ３学年    ４学年

   授  業  科  目    担  当  教  員    備      考
 の  別  位  1  2  3  1  2  3

電　エ デ バ イ ス 工 学 Ⅰ  2  2 安 井

子　レ デ バ イ ス 工 学 Ⅱ  2 2 内 富

デ　ク 電 子 物 性 工 学 Ⅱ  2  2 高 田 ・ 石 黒

バ　ト 光 波 工 学 Ⅰ  2  2 上 林

イ　ロ 電 子 物 性 工 学 Ⅲ  2 2 赤 羽 ・ 北 谷

ス　ニ 光 波 工 学 Ⅱ  2 2 小 野

・　ク 光 物 性 工 学  2 2 打 木

光　ス デ バ イ ス 工 学 Ⅲ  2 2 河 合

波　コ 電 波 工 学  2  2 上 林

 選  　 ｜ 応 用 数 学  2  2 濱 崎

　　ス 計  18

離 散 情 報 数 学  2 2 中 川 （匡）

 情 電 子 計 算 機 シ ス テ ム  2 2 湯 川

 報 ディジタル信号処理基礎  2  2 島 田

・　 情 報 理 論  2 2 中           川  （健）

 通 情 報 伝 送 工 学  2  2 太 刀 川

 信 ｵ ﾍ ﾟ ﾚ ｰ ﾃ ｨ ﾝ ｸ ﾞ ｼ ｽ ﾃ ﾑ  2 2 和         　       田 

 択  シ 最適化理論とその応用  2  2 中           川  （匡）

 ス データ構造とアルゴリズム  2  2 武 井

 テ 音 響 工 学  2  2 島 田

 ム データベースと応用ｼｽﾃﾑ  2  2 湯 川

 コ 画 像 応 用 工 学  2  2 石 原

 ｜ 無 線 シ ス テ ム  2  2 ※ 山 口

 ス 通 信 シ ス テ ム 論  2  2 荻 原

サイバネティックス工学  2  2 和 田 ・ 石 原

ネットワーク工学及び演習  3  3 武 井

         計 32



 

 

材料開発工学課程 

  

１．材料開発工学課程の教育目的 

 新材料の創成とその応用技術は、産業、文化において多大な革新を導き、人類の幸福、福祉の充

実をもたらしている。材料開発工学課程では、化学と材料に関する専門教育、技術教育を通して、

主として化学、電子電気、機械、生物、環境、建設の各分野で新材料とこれが関連する新しい工業

プロセスの開発を行える指導的技術者並びに研究者の養成を目的としている。関連する多岐にわた

る分野での社会要請を考慮し、柔軟に対応できる創造的な知識、技術を習得し、社会に奉仕、貢献

できる実践的技術者としての能力を養う技術教育を通して、優れた人材育成を行うことを目指して

いる。 

 

２．材料開発工学課程の教育目標 

 材料開発工学の分野では、幅広い産業分野に関連した化学と材料の基礎・専門知識とこれを応用
し有効利用する技術の習得が必要とされる。そのためには、分子の基本概念の理解から材料解析、

無機材料、有機材料に関する基礎知識、専門知識、ならびに専門技術者教育を習得する事が不可欠

である。そこで本課程ではこれらの分野を系統的に学べるように材料解析工学、無機材料工学、有

機材料工学、分子設計工学に関連した専門教育、技術教育科目を開講している。（材料開発工学課

程の化学と材料関連専門科目系統図）。これらの科目は下記Ａ～Ｅに掲げた学習・教育目標に対応す

るように設定されており、それらの関係は別表（学習・教育目標を達成するための授業の流れ）に

まとめられている。 
Ａ 人文・社会科学・語学に関する教育を通して、技術によりもたらされる人類の幸福、福祉と技

術に対する社会要請を考慮し社会や自然に及ぼす影響や効果を理解できる素養を養う。また倫

理、経済、安全、国際関係に関連した技術開発の概念・知識を修得し、社会奉仕の精神と社会

コミュニケーション能力を育み、実践する力、知識を身に付ける。 

Ｂ 数学・自然科学・情報科学に関する工学基礎教育を通じて、自然科学的思考能力を養い工学全般

の基礎知識、学力を学び、材料開発工学分野に応用できる能力を身に付ける。 

Ｃ 化学・材料に関する専門基礎教育を通し、材料開発分野の工学基礎知識や基礎技術を修得し、材

料開発工学分野で応用できる能力を養う。 

Ｄ 化学および応用化学が関連する材料開発工学に関する専門的な知識と高度な技術を修得し、材

料開発分野において実践的技術者として適応できる能力を養い、身に付ける。 

Ｅ ＶＯＳの精神に基づく技学教育を通して、応用化学・材料分野の技術者として、粘り強さと深い

理解をもって問題解決に取り組むことを学ぶ。加えて、創造的、独創的な発想を発揮し社会で

活躍できるデザイン能力及びマネージメント能力を養う。そして、社会に奉仕・貢献できる実

践技術及び能力を身に付ける。 

 

３．材料開発工学課程の教育プログラム 

 材料開発工学課程の教育プログラムでは、１、２年での工学基礎教育の後に、３、４年次に専門

的、技術的能力育成の教育を行い、学部４年間の一貫した専門工学教育により、化学・材料分野の

専門知識力、応用技術力、実践的技術者能力を習得できるようになっている。学生諸君は別表 II

（8 ページ）に定められた卒業に必要な総単位数（総学習時間数）の講義科目内容を習得し、かつ、

その中に本課程が要求する所定の科目を含める必要がある。これらは日本技術者教育認定機構

（JABEE）の求める学習教育プログラム（JABEE 基準）にも対応できる構成となっており、本教育課

程の５つの教育目標（Ａ  Ｅ）と JABEE 基準（(a)  (h)）との関係は次表のとおりである。 



 

 

学習・教育目標（Ａ  Ｅ）と JABEE 基準（(a)～(h)）との対応 

(d)  (a) (b) (c) 

(1) (2) (3) (4) 

(e) (f) (g) (h) 

A ◎ ○       ○   

B   ◎         

C   ◎ ◎  ◎      

D     ◎  ◎ ○ ◎ ○  

E  ◎     ◎ ◎ ○ ◎ ◎ 

 

  JABEE 基準 

(a) 地球的視点から多面的に物事を考える能力とその素養 

(b) 技術が社会や自然に及ぼす影響や効果、および技術者が社会に対して負っている責任に関す

る理解（技術者倫理） 

(c) 数学、自然科学および情報技術に関する知識とそれらを応用できる能力 

(d) 該当する分野の専門技術に関する知識とそれらを問題解決に応用できる能力 

(e) 種々の科学、技術および情報を利用して社会の要求を解決するためのデザイン能力 

(f) 日本語による論理的な記述力、口頭発表力、討議等のコミュニケーション能力および国際的

に通用するコミュニケーション基礎能力 

(g) 自主的、継続的に学習できる能力 

(h) 与えられた制約の下で計画的に仕事を進め、まとめる能力 

 

 これらの教育目標ならびに基準がどの授業科目に対応しているかを付表１、２の備考欄に示して

ある。なお、学習・教育目標Ａに対応するほとんどの科目は、本学では総合科目ならびに語学科目

として開講されている。次節にそれらの授業科目と履修方法を示す。 

 

４．材料開発工学課程の授業科目と履修方法 

４-1．授業科目 

 本課程の授業科目、単位数、履修学期は付表 1 および２のとおりである。別表には材料開発工学

課程教育課程の学年別講義科目と 2．で掲げたＡ～Ｅの５つの学習･教育目標との対応表を示す。な

お、4-3 で述べる「科学技術と技術者倫理」は総合科目として開講されるが、本課程ではその学習

内容に鑑み、学習・教育目標Ｅに対応する科目として位置づけている。 

 

４-2．第 1 学年入学者の第 3学年への進学基準 

 本教育課程における第３学年への進学基準は、別表Ｉ（7ページ）に示してある。本課程の専門基

礎科目（付表 1）のうち、必修科目２２単位の全部、数学・情報処理選択科目から５単位以上、基

礎自然科学選択科目から３単位以上、第一選択科目から 10 単位以上、第二選択科目から 4 単位以

上を履修し、合計 44 単位以上を修得することが必要である。 

 

４-3．第 3学年入学者及び第 3学年進学者の履修基準 

 第３学年からは材料開発に関係する基礎と高度な専門科目を学ぶ。第３・第 4 学年に開講される

専門科目は付表２のとおりである。 

 本課程を卒業するためには、別表 II（８ぺージ）に記載されている単位数以上の総合科目、外国



 

 

語科目、専門科目を履修し単位を取得しなければならない。但し、総合科目の単位には必ず「科学

技術と技術者倫理」２単位を含めなければならない。専門科目は、必修科目３５単位すべてと、選

択科目中の「材料化学者のための数学 IA」「同 IB」「同 II」「解析学要論」「線形代数学」の中から

の 4単位を含む 11 単位以上を履修することが必要である。 

 なお、第３学年入学者の既修と認められる単位数については、本学入学以前の学修状況に基づき
審査を行い、不足していると考えられる場合には対応する単位を修得するよう課程主任が強力に履
修指導を行う。 
 

4-4．実務訓練の受講基準 

 実務訓練は第４学年の２学期以降に実施されるので、これを履修するためには第４学年１学期ま

でに、実務訓練８単位以外の全ての必修単位を含む１２０単位を取得していなければならない。さ

らに、1、２学期を通じて開講される材料化学演習 II（２単位）を履修し、大学院入試出願前に単

位取得見込みと判定されなければならない。 

 

4-5．課題研究の受講基準 

 課題研究を受講するためには、第４学年１学期までの単位取得状況が卒業見込みと判定されなけ

ればならない。 

 

５．学年別の具体的な科目横成と履修方法 

 本課程では、教育効果を高めるために、各学年、学期ごとに履修に必要な必修科目と選択科目に

分けた講義科目構成となっている。各学年における専門基礎科目ならびに専門科目の内容と履修方

法は以下の通りである。 

【第１学年】物理、数学、生物、化学など主として工学基礎科目を学ぶ。必修科目としては、物理実

験及び演習、化学実験及び演習、化学 II が開講される。これは２学期から本課程に配属された学

生諸君にとって、化学に関する基礎知識の習得が必須であるためである。基礎化学演習は、化学 I、

II の教育内容と第２学年での基礎化学科目の講義内容を理解するために必要な能力を養い、基礎学

力を高めるための演習科目である。 

 

【第２学年】主に基礎化学に重点をおく学習を行い、専門基礎化学に関係した実験科目ならびに英語

力の基礎強化のための基礎化学英語 I、II が 1 学期、２学期を通して開講される。材料開発工学に

関連する基礎学力強化のため多くの専門基礎分野科目が開講されており、4-2 で述べた第３学年へ

の進学基準を満たせるように選択科目を履修しなければならない。詳細はガイダンスにて説明する。 

 

【第３学年】第３学年からの専門教育プログラムでは、必修科目の他に、応用数学を含めた広範囲の

選択科目が開講される。（付表２）。 

 1 学期には実験科目も含めて 11 科目の必修科目の履修を義務づけている。化学安全学は、科学技

術の意義を認識できるような倫理能力および実験室における安全意識を養うための必修科目であ

る。また材料開発に必須の物理化学、無機化学、有機化学の基礎を重点的に学ぶ。化学工学（集中

講義）、化学熱力学，化学物質移動論（2学期）は工学技術としての化学を学ぶ上で必須の科目であ

る。選択科目は、物理化学、無機化学、有機化学の基礎を反復学習するような構成であると共に、

材料開発に必要な基礎的学力の強化を図るための科目として物質化学基礎、材料化学基礎を開講し

ている。物質化学基礎は、高専、短大等において化学を専門としなかった学生のみ履修できる。 

 第３学年での学習は材料開発に関連した化学実験科目に特に重点を置いており、材料開発工学実



 

 

験 I、II、III、IV が１、２学期を通して開講される。これらの実験には安全に関する試験を義務

づけ、個々の学生が安全に対する知識を十分習得した後に、実験を行うことになっている。４月、

５月の材料開発工学実験 I では基礎的な実験技能を養い、６月、７月の材料開発工学実験 II では

物理化学的な基礎的技術と実験素養を習得する。 

 ２学期の必修科目は、実験科目および前述した化学物質移動論だけである。９月、１０月の材料

開発工学実験 III では、高分子を含む有機化学の分野を、また、１１月、１２月の材料開発工学実

験 IV では無機化学分野の実験技術と実験的センスを養う。2学期開講の選択科目は、1学期のそれ

に引き続いて材料開発工学に必要なより高度な化学の専門知識を系統的に習得できる教育内容と

して構成されている。 

 付表２からわかるように、第３学年では後述する実務訓練あるいは課題研究の受講資格を得るた

めに必要な大部分の必修科目と選択科目が開講されており、第４学年での取得単位分と合わせて

4-3で述べた基準を満たせるよう、それらの履修に努めなければならない。 

 

【第４学年】では、材料解析工学、無機材料工学、有機材料工学および分子設計工学の各研究分野で

の演習科目を通し、材料開発工学の実践的な技能や語学を習得できるようになっている。このため

の必修科目として産業科学概論、化学情報処理、材料化学演習 I、同 II、化学英語が開講されてい

る。産業科学概論（集中講義）は、３人の社会人講師による実践的な技術教育内容の科目である（開

講時期がそれぞれの教官で異なるため注意を必要とする）。化学情報処理は演習科目であり、各研

究室あるいは後述する実務訓練先で使用するコンピュータを利用したデータ処理、プレゼンテーシ

ョン用資料の作成などを通して実践的な情報処理技術を習得する。 

 第４学年での専門選択科目の講義は、より高度化された材料開発分野の専門的教育内容になって

おり、これらを通して国際的に通用する技術者、研究者に必要な知識、技術を習得する。2 学期、

３学期には、企業等に長期間（10 月初旬から翌年 1月末まで）派遣される実務訓練がある。この科

目では、実社会において研究・開発を長期間体験することで、社会情勢の変化と、人と人とのコミ

ュニケーションに対応できる実践的能力を養うことができる。なお、同時期に課題研究も開講され、

所属研究室における実験、研究を通じて実務訓練と同様な問題解決能力やマネージメント能力を身

につける。 

 



　

課題
　研究

化学 I

化学実験及び演習　I、II

工学基礎実験　化学実験 III

第一学年 基礎化学演習

第四学年

基礎無機化学　　
基礎物理化学 I 、 II　　第二学年 基礎材料化学演習 I 、 II 基礎化学英語 I 、II

材料開発工学課程の化学と
材料関連専門科目系統図

必修実験、演習科目

必修専門科目

（その他は選択科目
　　　＊は集中講義）

基礎有機化学

大学院修士課程、博士後期課程

材料物性学 I 構造物理化学 I
有機材料工学III  

有機材料工学IV

有機材料工学IB  有機材料工学IIB

材料化学基礎物質化学基礎

材料開発工学実験 III 、IV
材料開発工学実験 I 、 II

化学安全学

物理化学
分析化学

有機材料工学 IA　有機材料工学 IIA無機化学 I 　無機化学II

第三学年

構造物理化学 III

実務訓練

材料化学演習 I、 II

基礎分析化学　
基礎化学熱力学

化学英語

化学工学＊、化学物質移動論

産業科学概論＊

無機化学III 

環境化学

構造物理化学 II 工業分析化学

高分子物性
有機分析・反応化学

材料物性学II

材料物性学III

高分子材料

触媒化学

有機材料工学
分子設計工学材料解析工学無機材料工学

材料基礎科学 化学熱力学　

化学反応速度論
化学溶液論

材料化学概論

化学情報処理

化学 II

材料化学者のための数学 IA、1B、II

素反応物理化学

基礎材料分析



別表　学習教育目標を達成するための授業の流れ（その1）

１学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 ２学期
  日本の思想形成

歴史と文化 社会形成史 歴史と文化 社会形成史 東洋社会文科史

世界観と価値 現代人間論 世界観と価値 現代人間論 日本語作文技術 日本語作文技術
ことばとコミュニ
ケーション

文学と人間像
ことばとコミュニ
ケーション

文学と人間像 人間と環境

ミクロ経済分析 ミクロ経済分析 ライフサイエンス EU地域文化論
現代社会の構造と
変動

システム思考論
現代社会の構造と
変動

システム思考論
トータルヘルスマネージ
メントとスポーツ

技術開発と知的財
産権

技術と社会：技術者
倫理入門

技術と社会：技術者
倫理入門

憲法と現代 憲法と現代 憲法と現代 憲法と現代 産業社会学 地球環境と技術

情報検索論 情報検索論 情報検索論 情報検索論 生命技術と倫理
グローバルコミュニ
ケーション

国際関係論

体育実技I 体育実技II 会計学概論
日本近代と西洋文
明

システム工学概論 商学概論

リスク管理概論 法学概論

数学基礎演習I 数学基礎演習II マクロ経済分析
情報技術と社会変
革

物理学基礎 物理学基礎 経営工学概論 現代社会と経営

化学基礎 化学基礎
現代社会とデザイ
ン

現代社会と情報

日本語基礎 日本語基礎 日本語基礎 日本語基礎 科学史 技術革新史
コンピュターネッ
ト

ワークとインター
ネット

◎英語１１A ◎英語１２A ◎英語２１A ◎英語２２A ◎総合英語I ◎総合英語II ◎化学英語
英語１１B 英語１２B 英語２１B 英語２２B 技能別英語I 技能別英語II

英語１３S 英語２３S 科学技術英語I 英語３３S

科学技術英語II

◎基礎化学英語 I ◎基礎化学英語 II

フランス語初級I フランス語初級II

フランス語初級I フランス語初級II フランス語中級I フランス語中級II

ドイツ語初級I ドイツ語初級II

ドイツ語初級I ドイツ語初級II ドイツ語中級I ドイツ語中級II

中国語初級I 中国語初級II

中国語初級I 中国語初級II 中国語中級I 中国語中級II

韓国語初級I 韓国語初級II

韓国語初級I 韓国語初級II 韓国語中級I 韓国語中級II

スペイン語初級I スペイン語初級II スペイン語初級I スペイン語初級II

ロシア語初級I ロシア語初級II ロシア語初級I ロシア語初級II

４年学習・
教育目
標

A

1年 ２年 ３，４年



別表　学習教育目標を達成するための授業の流れ（その2）

１学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 ２学期
数学IA 数学　IIA 工業基礎数学I 工業基礎数学 II

数学演習I 数学演習　II 情報処理概論

数学IB 数学　IIB

◎物理実験および演習I◎物理実験および演習II基礎電磁気学 波動・振動 ◎材料開発工学実験I◎材料開発工学実験III

物理学　I 物理学　II ◎材料開発工学実験II◎材料開発工学実験IV

一般工学概論 生物学I 生物学II

図学 設計製図

基礎化学演習 ◎基礎材料化学演習I◎基礎材料化学演習II

◎化学実験および演習I◎化学実験および演習II◎工学基礎実験 ◎化学実験 III

化学 I ◎化学　II ◎基礎化学英語 I ◎基礎化学英語 II

基礎有機化学 基礎無機化学I ◎化学英語
基礎分析化学 基礎物理化学IA, IB 解析学要論 線形代数学

基礎物理化学II材料化学者のための数学IA材料化学者のための数学II◎化学情報処理
基礎化学熱力学材料化学者のための数学IB

基礎材料分析 物質化学基礎

材料化学概論 材料化学基礎

◎物理化学 化学反応速度論 素反応物理化学

◎分析化学 工業分析化学

触媒化学

赤字◎：必修科目 構造物理化学I 構造物理化学II

人文科学・社会科学・語学関係科目 ◎無機化学 I 構造物理化学III

数学・自然科学・情報技術関係科目 ◎無機化学　II 無機化学III

工業数学・情報技術関係科目 材料基礎科学 材料物性学I 材料物性学II

化学工学・熱力学関係科目 ◎有機材料工学IA 有機材料工学III 材料物性学III

専門化学科目 有機材料工学IB 有機材料工学IV 有機分析・反応化学

実践応用科目 ◎有機材料工学IIA 高分子材料

有機材料工学IIB 高分子物性

◎化学熱力学 化学溶液論

◎化学工学 ◎化学物質移動論

◎材料開発工学実験I◎材料開発工学実験III材料化学演習I

◎材料開発工学実験II◎材料開発工学実験IV材料化学演習II 材料化学演習II

◎科学技術と技術者倫理 ◎産業科学概論 ◎実務訓練

◎化学安全学 環境化学 　◎（課題研究）

◎材料開発工学実験I◎材料開発工学実験III

◎材料開発工学実験II◎材料開発工学実験IV

学習・
教育目
標

D

E

C

B

１年 ２年 ３年 ４年



［付表１］

材料開発工学課程　（平成１７年度入学者適用）

第１学年・第２学年専門基礎科目  注：担当教員欄の※は非常勤講師であり、（ ）

 は未定のものである。

 必・選  単    １学年    ２学年

   授　業　科　目    担　当　教　員    備      考
 の  別  位  1  2  3  1  2  3

数 学 ⅠＡ  2  2  小            林  （曻） B:(c)
数 学 演 習 Ⅰ  1  1  小林(曻)・原・木村（宗）・※岩瀬 B:(c)
数 学 Ⅰ Ｂ  2  2  ※  岩　　　　　　瀬 B:(c)

   必 物理実験及び演習 Ⅰ  2  2 宮 田 ・ 北 谷 B:(c)
物理実験及び演習 Ⅱ  2  2 宮 田 ・ 北 谷 B:(c)
化学実験及び演習 Ⅰ  2  2 丸 山（一）・※鈴 木 B:(c)
化学実験及び演習 Ⅱ  2  2 丸 山（一）・※鈴 木 B:(c)
化 学 Ⅱ  2  2 丸 山 (一）・松 原 B:(c)
工 学 基 礎 実 験  2  2 化 学 系 ・ 電 気 系 教 員 B:(c)
化 学 実 験 Ⅲ  1  1 全 教 員 B:(c)
基礎材料化学演習Ⅰ  1  1 全 教 員 B:(c)

   修 基礎材料化学演習Ⅱ  1  1 全 教 員 B:(c)
基 礎 化 学 英 語 Ⅰ  1  1 全 教 員 A:(a),(b),(f)
基 礎 化 学 英 語 Ⅱ  1  1 全 教 員 A:(a),(b),(f)
           計  22

数学 数 学 ⅡＡ  2  2  高            橋   (秀） B:(c)
・ 数 学 演 習 Ⅱ  1  1 高橋(秀)・原・木村（宗） B:(c)
情報 数 学 Ⅱ Ｂ  2  2  ※  岩　　　　　　　　瀬 B:(c)
処理 工 業 基 礎 数 学 Ⅰ  2  2 小 林 （ 曻 ） B:(c)
選択 工 業 基 礎 数 学 Ⅱ  2  2     原 B:(c)
情 報 処 理 概 論  2  2 湯 川 B:(c)
           計  11

基礎 物 理 学 Ⅰ  2  2 北 谷 ・ 赤 羽 B:(c)

 選 自然 物 理 学 Ⅱ  2  2 北 谷 ・ 赤 羽 B:(c)
科学 化 学 Ⅰ  2  2 丸 山 ( 一）・鈴木 ( 秀） B:(c)
選択 基 礎 化 学 演 習  1  1 全 教 員 B:(c)
生 物 学 Ⅰ  2  2 高 原 B:(c)
           計 9

基 礎 無 機 化 学  2  2 小 松（高）・斎 藤 C:(c),(d-1),(d-3)

 択 第 基 礎 有 機 化 学  2  2 下 村 （ 雅 ） C:(c),(d-1),(d-3)
基 礎 化 学 熱 力 学  2  2 塩 見 ・ 五 十 野 ・ 河 原 C:(c),(d-1),(d-3)

一 基 礎 物 理 化 学 Ⅰ Ａ  1  1 野 坂 C:(c),(d-1),(d-3)
基 礎 物 理 化 学 Ⅰ Ｂ  1  1 井 上 （ 泰 ） C:(c),(d-1),(d-3)

選 基 礎 分 析 化 学  2  2 山 田 （ 明 ） ・ 梅 田 C:(c),(d-1),(d-3)
基 礎 材 料 分 析  2 2 小 林 ・ 前 川 C:(c),(d-1),(d-3)

 択 基 礎 電 磁 気 学  2  2 末 松 ・ 宮 田 B:(c)
波 動 ・ 振 動  2  2 宮　　　田 　・ 安 井（寛） B:(c)
           計  16

生 物 実 験 及 び 演 習  2  2 福 田 B:(c)
第 生 物 学 Ⅱ  2  2 高 原 ・ 福 本 B:(c)
基 礎 物 理 化 学 Ⅱ  2  2 鈴 木 （ 秀 ） C:(c),(d-1),(d-3)
二 材 料 化 学 概 論  2  2 全 教 員 C:(c),(d-1),(d-3)
設 計 製 図  1  1 阿 部 他 B:(c)
選
一 般 工 学 概 論  2  2

宮田・電気(全)・植松･海野・
曽田・大里・山田(耕)

B:(c)

択 図 学  2  2 樋 口 B:(c)
           計  13



［付表２］

材料開発工学課程　（平成１７年度入学者適用）

第３学年・第４学年専門科目  注：担当教員欄の※は非常勤講師であり、（ ）
 は未定のものである。

 必・選  単    ３学年    ４学年

   授　業　科　目    担　当　教　員    備      考
 の  別  位  1  2  3  1  2  3

物 理 化 学  1  1 井          上   （泰） D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

   必 分 析 化 学  1  1 山 田 （ 明 ） ・ 梅 田 D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

無 機 化 学 Ⅰ  1  1 野 坂 D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

無 機 化 学 Ⅱ  1  1 小            松 （高） D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

有 機 材 料 工 学 Ⅰ Ａ  1  1 西 口 D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

有 機 材 料 工 学 Ⅱ Ａ  1  1 塩 見 D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

材料開発工学実験Ⅰ  2  2 全 教 員 B,D:(c)(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

材料開発工学実験Ⅱ  2  2 全 教 員 B,D:(c)(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

化 学 安 全 学  1  1 全 教 員 E:(b),(d-4),(e),(f),(g),(h)

化 学 熱 力 学  2  2 小林（高）・松 原 D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

化 学 工 学  2  2  ※  　　杉　　　山 D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

化 学 物 質 移 動 論  2  2 野 坂 ・ ※ 岩 田 D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

材料開発工学実験Ⅲ  2  2 全 教 員 B,D:(c)(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

材料開発工学実験Ⅳ  2  2 全 教 員 B,D:(c)(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

化 学 情 報 処 理  1 1 全 教 員 B:(c),(d-1),(d-3)

産 業 科 学 概 論  1  1 ※森・※風間・※遠藤 E:(b),(d-4),(e),(f),(g),(h)

化 学 英 語  1  1 全 教 員
A,C:(a),(b),(c),(d-
1),(d-3),(f)

材 料 化 学 演 習 Ⅰ  1  1 全 教 員 D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

材 料 化 学 演 習 Ⅱ  2 全 教 員 D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

 学長が認めると

   修 実 務 訓 練  8  8  きは「実務訓練
 ８単位」は「課
 題研究８単位」

 （  課題研究  ）  8  8  をもって替える

 ことができる。

           計  35 E:(b),(d-4),(e),(f),(g),(h)
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 必・選  単    ３学年    ４学年

   授　業　科　目    担　当　教　員    備      考
 の  別  位  1  2  3  1  2  3

物 質 化 学 基 礎  1  1 松 原・小林（高） C:(c),(d-1),(d-3)

材 料 化 学 基 礎  1  1 全 教 員 C:(c),(d-1),(d-3)

有 機 材 料 工 学 Ⅰ Ｂ  1  1 竹 中 D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

有 機 材 料 工 学 Ⅱ Ｂ  1  1 五 十 野 ・ 河 原 D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

材 料 基 礎 科 学  2  2 植 松 ・ 藤 原 D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

材料化学者のための数学ⅠＡ  1  1 内 田 （ 希 ） C:(c),(d-1),(d-3)

材料化学者のための数学ⅠＢ  1  1 伊 藤 （治） C:(c),(d-1),(d-3)

構 造 物 理 化 学 Ⅰ  1  1 伊 藤 （治） D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

化 学 反 応 速 度 論  1  1 丸 山 （一） D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

化 学 溶 液 論  2  2 内 田 （希）・梅　　田 D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

材 料 物 性 学 Ⅰ  2  2 植 松 ・ 斎 藤 D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

有 機 材 料 工 学 Ⅲ  1  1 竹 中 D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

有 機 材 料 工 学 Ⅳ  1  1 西 口 D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)
材料化学者のための数学

Ⅱ
 1  1 五 十 野 C:(c),(d-1),(d-3)

構 造 物 理 化 学 Ⅱ  1  1 伊 藤 （治） D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

素 反 応 物 理 化 学  1  1 小 林 （高） D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

構 造 物 理 化 学 Ⅲ  1  1 伊 藤 （治） D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

工 業 分 析 化 学  2  2 山 田 （ 明 ） ・ 梅 田 D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

触 媒 化 学  1  1 井 上 （泰） D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

無 機 化 学 Ⅲ  1  1 内 田 （希） D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

材 料 物 性 学 Ⅱ  2  2 植 松 ・ 斎 藤 D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

材 料 物 性 学 Ⅲ  2  2 小松（高）・藤 原 D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

環 境 化 学  1  1
山田（明）・丸山（一）・
小林（高）・松下

E:(b),(d-4), (e), (f), (g),
(h)

高 分 子 材 料  2  2 塩 見 ・ 竹 中 D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

高 分 子 物 性  2  2 五 十 野 ・ 河 原 D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

有機分析・反応化学  2  2 西 口 D:(d-2),(d-4),(e),(f),(g)

解 析 学 要 論  2 2 小 林 （曻） C:(c),(d-1),(d-3)

線 形 代 数 学  2  2            原 C:(c),(d-1),(d-3)
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Ⅰ．建設工学課程の教育目的及び教育目標Ⅰ．建設工学課程の教育目的及び教育目標Ⅰ．建設工学課程の教育目的及び教育目標Ⅰ．建設工学課程の教育目的及び教育目標

１．建設工学課程の教育目的

建設工学課程では、人類の健全な社会・文化・経済活動を支える種々の社会基盤施設を環境と

、 、 、 、の調和を図りつつ 適切に計画・建設・維持するための専門学術の基礎 総合的視野 創造性

問題解決能力を有した技術者を養成することを目的としている。

第1学年では数学、物理、化学、生物などの専門基礎科目の学習、第2学年では建設工学の主要

な基礎科目である応用力学、水理学、土質力学、コンクリート工学等について学習する。

第3学年では建設工学の各分野における共通基礎科目である地球環境学、建設デザイン論、防災

工学、連続体力学、専門数学、計算機実習などのコア科目のほか、建設工学の主要な科目につい

てより高度な専門理論について学習する。第4学年では建設工学の広範囲にわたる各分野の専門科

目について選択学習するとともに、実験及び設計実習を行う。

２．建設工学課程の教育目標

建設工学課程では以下の具体的な学習・教育目標を設定している。

(A)多面的に物事を考える能力、及びそれらを統合して問題解決に当たる能力を身につける。

(B)自然環境、人類の文化的・経済的活動と建設技術との関連を常に意識して、人々の幸福と福祉

について総合的に考える能力と素養を身につける。

(C)建設技術のための基礎的な数学と物理等の自然科学の素養を見につける。

(D)情報技術に関する知識を習得し、建設技術へ応用できる能力を身につける。

(E)建設工学の主要専門分野の知識を習得し、問題解決に応用できる能力を身につける。

(F)実験や実習を計画・遂行し、結果を正確に解析、工学的に考察して期限内にまとめる能力を身

につける。

(G)演習を通して自己学習の習慣、創造する能力、及び問題を解決する能力を身につける。

(H)土木・建設工学の専門的な知識、技術を結集し、問題を探求、組み立て、解決する能力を身に

つける。

(I)新しい技術科学分野を開拓する創造力、生涯自己学習能力を身につける。

(J)理論的な記述力、口頭発表能力、コミュニケーション能力、及び国際的に通用するコミュニ

ケーション基礎能力を身につける。

(K)大学院へ進学してより専門的な技術を習得するための基礎的建設技術を習得する。

ノート：

付表１、２には備考欄に各科目に対応する具体的な学習・教育目標を記号（Ａ）～（Ｋ)を用い
て表記する。



Ⅱ．建設工学課程の授業科目の構成と履修方法Ⅱ．建設工学課程の授業科目の構成と履修方法Ⅱ．建設工学課程の授業科目の構成と履修方法Ⅱ．建設工学課程の授業科目の構成と履修方法

１．授 業 科 目
本カリキュラムは建設工学全般の基礎及び計画・環境、水工・防災工学、建設構造学に関する
講義・演習・実験・自習を通じて教育目的・目標を達成するように編成されている。建設工学
課程の専門科目の相互関係を付図に、各科目の具体的な学習・教育目標を付表1、2に示す。第
１学年、第２学年時に開講される専門科目は建設工学の基礎となるもので、偏りなく履修する
ことが望ましい。第3学年、第4学年時には建設工学の複数分野に共通する科目と、建設並びに
環境各分野の専門技術を体系的に講義する課目が含まれている。付図、付表を参考に無理のな
い履修計画を立てることが望ましい。

２．第１学年入学者の第３学年への進学基準
第３学年への進学基準（別表Ⅰ）における専門基礎科目として付表１の以下を修得することが

必要である。
(1)必修科目19単位の全部
(2)基礎自然科学選択科目18単位中6単位以上
(3)第1選択科目21単位中15単位以上
(4)必修科目と選択科目を合わせて44単位以上
３．第４学年開講の必修科目の受講基準

第４学年開講の必修科目を受講するためには第３学年終了時までに付表2中の以下の単位を修
得していることが必要である。
(1)第３学年開講の必修科目１単位
(2)第３学年開講の第1選択Ａ科目９単位中４単位以上
(3)第３学年開講の第1選択Ｂ科目14単位中７単位以上
(4)第３学年開講の第2選択科目28単位中18単位以上
４．第４学年における履修要件

第４学年時において以下の単位を修得することが必要である。
(1)必修科目11単位の全部
(2)選択科目5単位以上
５．実務訓練及び課題研究の受講基準

実務訓練は第４学年の第２学期以降に行われることから、第４学年第１学期までの単位取得状況
が第２学期に開講される建設設計製図Ⅱ（１単位）と実務訓練（８単位）をのぞいて卒業要件を満
たしており、かつ卒業見込みと判定されなければならない。この条件を満たした者を「実務訓練有
資格者」とする。なお、建設設計製図Ⅱは実務訓練の開始前までに単位取得の認定を得なければな
らない。
課題研究を受講する学生は、第４学年第１学期までの単位取得状況が卒業見込みと判定される必

要がある。

６．卒業要件
卒業要件として、第4学年終了時までに以下の単位を修得することが必要である。

(1)必修科目12単位の全部
(2)第3学年及び第4学年開講の第1選択Ａ，Ｂ科目合せて25単位中の12単位以上
(3)必修科目と選択科目合わせて46単位以上
なお，第 学年入学者の既修と認められる単位数については、本学入学以前の学修状況に基づき個別に3
審査を行う。既修と認められる単位数が別表Ⅱに掲げた標準の単位数に満たない場合、または、日本技術
者教育認定機構（ ）が要求する条件に満たない場合、第 学年終了時までに、不足する単位を修JABEE 4
得しなければならない。



応用力学Ⅱ

応用力学演習Ⅱ

コンクリート工学建設構造Ⅰ

付図　建設工学課程の専門科目の構成

建設工学実験Ⅰ

一般工学概論

図学生物実験及び演習

物理学Ⅰ

物理学Ⅱ

化学Ⅰ

化学Ⅱ 生物学Ⅰ

情報処理概論

基礎電磁気学

振動・波動

工業基礎数学Ⅰ

工業基礎数学Ⅱ

測量学Ⅰ

測量学実習Ⅰ

数学ⅠA

数学ⅡA

数学ⅠB

数学ⅡB

数学演習Ⅰ

数学演習Ⅱ

物理実験及び演習Ⅰ

物理実験及び演習Ⅱ

化学実験及び演習Ⅰ

化学実験及び演習Ⅱ

土質力学水理学Ⅰ

応用力学演習Ⅰ

環境計画学基礎応用力学Ⅰ

構造解析学Ⅰ 水理学Ⅱ 地盤工学Ⅰ建設構造Ⅱ

鋼構造学 応用水理学 地盤工学Ⅱ 基礎工学 交通工学鉄筋コンクリート構造

構造解析学Ⅱ 海岸海洋工学 地盤動力学 土木地質学

建設マネジメント

道路工学コンクリート構造物の設計

建設工学実験Ⅱ

建設工学のための数学Ⅱ

建設工学のための数学Ⅰ防災工学

建設工学テーマセミナーⅡ

建設デザイン論

連続体の力学の基礎

振動と波動 都市の認識交通計画学

都市の計画

測量学実習Ⅱ

地球システム科学

環境衛生工学

リモートセンシング工学

線形代数学

解析学要論

応用統計学

実務訓練・課題研究建設設計製図Ⅱ

環境・建設計算機実習Ⅰ

環境・建設計算機実習Ⅱ

地球環境学Ⅰ

地球環境学Ⅱ

建設工学論文演習

建設工学演習

建設工学テーマセミナーⅠ

環境・建設設計製図Ⅰ

第１学年
１学期

第１学年
２学期

第２学年
１学期

第２学年
２学期

第３学年
１学期

第３学年
２学期

第４学年
１学期

第４学年
２，３学期

環境数理基礎



［付表１］

建設工学課程　（平成１７年度入学者適用）

第１学年・第２学年専門基礎科目  注：担当教員欄の※は非常勤講師であり、（ ）
 は未定のものである。

 必・選  単    １学年    ２学年

   授　業　科　目    担　当　教　員    備      考
 の  別  位  1  2  3  1  2  3

数 学 Ⅰ Ａ  2  2  小            林  （曻） (C) 

数 学 演 習 Ⅰ  1  1 小林(曻)・原・木村（宗）･※岩瀬 (C) 

   必 数 学 Ⅱ Ａ  2  2  高            橋   (秀） (C) 

数 学 演 習 Ⅱ  1  1 高橋(秀)・原・木村（宗） (C) 

数 学 Ⅰ Ｂ  2  2  ※  岩　　　　　　　　瀬 (C) 

数 学 Ⅱ Ｂ  2  2  ※  岩　　　　　　　　瀬 (C) 

物理実験及び演習 Ⅰ  2  2 宮 田 ・ 北 谷 (C) (F) (G)

化学実験及び演習 Ⅰ  2  2 丸山（一）・※鈴木（美） (C) (F) (G)

測 量 学 Ⅰ  2  2 力 丸 (E)

測 量 学 実 習 Ⅰ  1  1 力 丸 (F)

   修 環境・建設設計製図Ⅰ  1  1 細 山 田 ・ 小 松 （ 俊 ） (G) (H)

建 設 工 学 実 験 Ⅰ  1  1 杉 本 ・ 下 村 （ 匠 ） (F) (H)

           計  19

工 業 基 礎 数 学 Ⅰ  2  2  小            林  （曻） (C) 

 基 工 業 基 礎 数 学 Ⅱ  2  2            原 (C) 

 礎 物 理 学 Ⅰ  2  2 北 谷 ・ 赤 羽 (C) 

 自 物 理 学 Ⅱ  2  2 北 谷 ・ 赤 羽 (C) 

 然 物理実験及び演習 Ⅱ  2  2 宮 田 ・ 北 谷 (C) (F) (G)

 科 化学実験及び演習 Ⅱ  2  2 丸山（一）・※鈴木（美） (C) (F) (G)

 学 化 学 Ⅰ  2  2 丸 山 (一）・鈴木（秀） (C) 

 選  選 化 学 Ⅱ  2  2 丸 山 (一）・松 原 (C) 

 択 生 物 学 Ⅰ  2  2 高 原 (C) 

           計  18

一 般 工 学 概 論  2  2
宮田・電気(全)・植松・海野
・曽田・大里・山田(耕)

(A) (B) 

図 学  2  2 樋 口 (C) 

 第 土 質 力 学  2  2 豊 田 (E) 

水 理 学 Ⅰ  2  2 細 山 田 (E) 

 一 建設工学テーマセミナーⅠ  1  1 全 教 員 (B) (H) (I)

環 境 計 画 学 基 礎  2  2 松 本 ・ 中 出 (A) (E) (H)

 選 応 用 力 学 Ⅰ  2  2 長 井 (E) 

応 用 力 学 演 習 Ⅰ  1  1 長 井 (G) 

 択 応 用 力 学 Ⅱ  2  2 宮 木 (E) 

応 用 力 学 演 習 Ⅱ  1  1 宮 木 (G) 

コ ン ク リ ー ト 工 学  2  2 丸 山 (久）・下村（匠） (E) 

建 設 構 造 Ⅰ  2  2 ( ) (E) H17年度開講せず

 択            計  21

情 報 処 理 概 論  2  2 湯 川 (D) 

 第 基 礎 電 磁 気 学  2  2 末 松 ・ 宮 田 (C) 

 二 環 境 数 理 基 礎  2  2 佐 野 ・ 力 丸 ・ 陸 (C) 

 選 波 動 ・ 振 動  2  2 宮　　　田 　・ 安 井（寛）(C) 

 択 生 物 実 験 及 び 演 習  2  2 福 田 (C) (F) (G)

           計  10



［付表２］

建設工学課程　（平成１７年度入学者適用）

第３学年・第４学年専門科目  注：担当教員欄の※は非常勤講師であり、（ ）

 は未定のものである。

 単    ３学年    ４学年

   授  業  科  目    担  当  教  員    備      考
 位  1  2  3  1  2  3

建 設 設 計 製 図 Ⅱ  1  1 宮 木・下村（匠） (D) (G) (H)

建 設 工 学 実 験 Ⅱ  1  1 細山田・下村(匠)・豊田 (D) (F) (H)

建 設 工 学 演 習  1  1 全 教 員 (G) (H) (I) (J) (K) 

環境・建設計算機実習Ⅰ  1  1 陸 ・ 熊 倉 ・ 樋 口 (D)

学長が認めるときは「実

実 務 訓 練  8  8 務訓練８単位」は「課題

研究８単位」をもって

替えることができる。

  ( 課  題  研  究)  (8)  (8) (F) (G) (H) (I)

(J) (K) 

           計  12

第 建 設 デ ザ イ ン 論  2  2
丸山(久)･藤田･中出※天野･
※小路・※岡本･※松岡

(A) (B) (H) (I) 

一 防 災 工 学  2  2 海 野 (A) (B) (E) (H) 

選 地 球 環 境 学 Ⅰ  2  2 原 田 ・ 陸 ・ 熊 倉 (A) (B) (E)

択 地 球 環 境 学 Ⅱ  2  2 松 本 ・ 原 田 ( 秀 ) (A) (B) (E)

Ａ 建設工学テーマセミナーⅡ  1  1 全 教 員 (B) (H) (I) (J)

           計 9

建設工学のための数学Ⅰ  2  2 丸 山(暉) ･ 杉 本 (C) (E) 

選 連 続 体 の 力 学 の 基 礎  2  2 長 井 ・ 福 嶋 (E) 

第 環境・建設計算機実習Ⅱ  1  1 大 橋 ･ 岩 崎 ・ 熊 倉 (D)

一 建設工学のための数学Ⅱ  2  2 大 塚・下村（匠） (C) (E) 

選 振 動 と 波 動  2  2 宮 木 (C) (E) 

択 建 設 工 学 論 文 演 習  1  1
宮木・細山田・下村(匠)・
豊田

(J)

Ｂ 線 形 代 数 学  2  2  原 (C) 

応 用 統 計 学  2  2  原 (C) 

解 析 学 要 論  2  2 小            林  （曻）(C) 

           計  16

択 構 造 解 析 学 Ⅰ  2  2 岩 崎 (E) 

第 水 理 学 Ⅱ  2  2 福 嶋 (E) 

地 盤 工 学 Ⅰ  2  2 豊 田 (E) 

二 建 設 構 造 Ⅱ  2  2 ( ) (E) H17年度開講せず

都 市 の 認 識  2  2 樋 口 (A) (E)

選 交 通 計 画 学  2  2 佐 野 ・ 松 本 (E) 

鋼 構 造 学  2  2 長 井 (E) 

択 応 用 水 理 学  2  2 福 嶋 (E) 

地 盤 工 学 Ⅱ  2  2 大 塚 (E) 

基 礎 工 学  2  2 海 野 (E) 

  修

 必・選

 の  別

  必



 単    ３学年    ４学年

   授  業  科  目    担  当  教  員    備      考
 位  1  2  3  1  2  3

交 通 工 学  2  2 丸            山  （暉）(E) 

第 鉄筋コンクリート構造  2  2 丸 山(久) ･ 下村（匠） (E) 

都 市 の 計 画  2  2 中 出 (A) (E)

選 リモートセンシング工学Ⅰ  2  2 力 丸 (E) (K)

二 構 造 解 析 学 Ⅱ  2  2 岩 崎 (E) (K)

海 岸 海 洋 工 学  2  2 細 山 田 ・ ※ 高 野 (E) (K) 

地 盤 動 力 学  2  2 大 塚 (E) (K)

選 土 木 地 質 学  2  2 杉 本 (E) (K)

建 設 マ ネ ジ メ ン ト  2  2 宮 木 (A) (B) (H)

択 道 路 工 学  2  2 丸 山 （ 暉） (E) (K)

択 コンクリート構造物の設計  2  2 下 村 （匠） (E) (K)

測 量 学 実 習 Ⅱ  1  1 陸 ・ 力 丸 (F) (H)

地 球 シ ス テ ム 科 学  2  2 山 田 ( 良 ) ・ 熊倉 ・陸 (E) (K)

環 境 衛 生 工 学  2  2 原 田 ( 秀 ) ・ 藤 田 (E) (K)

           計  47

 必・選

 の  別



Ⅰ．環境システム工学課程の教育研究の目的及び教育目標Ⅰ．環境システム工学課程の教育研究の目的及び教育目標Ⅰ．環境システム工学課程の教育研究の目的及び教育目標Ⅰ．環境システム工学課程の教育研究の目的及び教育目標

１．環境システム工学課程の教育研究の目的

我が国における環境保全に関する政策の重要な柱である環境基本法が平成５年11月に制定

（環境システム工学課程は翌年の平成６年４月に設置）され、国民の健康で文化的な生活の確保

に寄与し、人類の福祉に貢献することを目的とする基本的な施策が示された。これには、環境保

全のための基本理念として、①環境の恵沢の享受と継承、②環境への負荷の少ない持続的発展が

可能な社会の構築、③国際的協調による地球環境保全の積極的推進、の３点が掲げられている。

すなわち、人類が恵みを享受し存続の基盤とする環境は、微妙な均衡を保つことで成り立つ生態

系をはじめとして、人間活動により損なわれる恐れがあり、適切に維持しなければならない。ま

た、環境負荷の少ない健全な経済の発展を図ることにより持続的な発展が可能な社会の構築を図

る必要がある。さらに、今日の環境問題が地球規模という空間的な広がりを持っており、地球環

境保全が人類共通の課題であることにかんがみ、我が国の能力を生かして国際的協調の下に積極

的に取り組まなければならない、としている。

環境システム工学課程では、我が国の環境基本政策を推進するために必要とされる環境技術者

の育成を目指している。環境システム工学は従来の学問分野を越えた学際的な総合科学であり、

その修得により、自然環境の仕組みを理解し、環境と技術を調和させるための対応策をソフトと

ハードの両面から幅広く考える能力を備え、総合的視野に立って環境問題を解決できる創造的か

つ奉仕的精神を有する人材の育成を目指す。

２．環境システム工学課程の教育目標

環境システム工学課程では上記で述べた教育研究の目的を達成するために、以下の具体的学

習・教育目標を設定している。

（Ａ）環境技術者として人類の幸福・福祉について考える能力と素養を身につける。

（Ｂ）環境の恵沢の享受と継承の大切さ、人間の活動により環境は損なわれやすいことを認識

した技術者として社会に対する責任を自覚する能力を身につける。

（Ｃ）自然環境の仕組みを理解するための数学、生物、化学、物理等の自然科学に関する基礎

知識とそれらを応用できる能力を身につける。

（Ｄ）論理的な記述力、口頭発表力、コミュニケーション能力、及び国際的に通用するコミ

ュニケーション基礎能力を身に付ける。

（Ｅ）情報技術、環境技術に関する知識を習得し、問題解決に応用できる能力を身につける。

（Ｆ）実験や実習を遂行し、得られた結果を解析・考察し、まとめる能力を身につける。

（Ｇ）演習を通して、自己学習の習慣、創造する能力、及び問題を解決する能力を身につける。

（Ｈ）環境システム工学の専門的な知識・技術を結集して、問題意識を養い探求し、創造性を

育成する。

（Ｉ）社会の変化に対応して新しい技術科学分野を開拓し、継続的・自立的に学習する生涯自

己学習能力を身につける。



Ⅱ．環境システム工学課程の授業科目の構成と履修方法Ⅱ．環境システム工学課程の授業科目の構成と履修方法Ⅱ．環境システム工学課程の授業科目の構成と履修方法Ⅱ．環境システム工学課程の授業科目の構成と履修方法

１．授業科目

環境システム工学は学際的な総合科学であり、これに対応すべく環境システム工学課程におけ

る教育プログラムでは、講義・実験・実習・演習を通じて環境システム工学の基礎的な知識を全

般的に学習し、次第に専門分野を深く学習できるように系統的に編成されている。その意味から

も、第２学年では、環境に関わる化学、計画学、数学、力学など基礎を修得する。

本課程の環境システム工学は、大きくは環境に関する情報計測・解析や計画をする分野（環境

情報計画分野 、及び環境に関する制御・評価技術を開発する分野（環境制御技術分野）から）

できている。環境情報計画分野は物理学、数学、コンピューター科学、社会科学を基礎にする分

野であり、環境制御技術分野は化学、生物学、生態学を基礎にする分野である。

環境情報計画分野では、衛星リモートセンシングや大規模なデータベースなど、先端的な情報

技術を駆使した地球環境の計測システム、水圏・気圏・地圏のマクロ解析、人間活動が与える自

然環境変化の影響評価と最適管理手法に関する技術を修得する。これら自然環境情報と都市社会

との接点に着目して、交通・物流を中心とした空間活動に関する社会的なメカニズムや地域に与

える環境インパクト評価に関する技術、都市空間システム及び都市環境の変容、そのアメニティ

を高めつつ環境負荷を軽減する環境共生型空間を創出する計画理論・空間形成手法を取得する。

環境制御技術分野では、人間活動に起因する物質・資源・エネルギーの代謝の実体と仕組み、

それらの生物環境に及ぼす影響評価のための技術を修得する。また、水圏環境における多様な汚

染物質の移動・変化・転換機構、先駆的な水循環・水質汚濁防止、都市廃棄物・産業廃棄物等の

処理・処分・資源化方法、微量有害物質の工学的除去と適正管理方法に関する技術、さらに環境

への撹乱を最小化する生産システム、物質循環・再生利用を促進するための技術を修得する。

環境システム工学課程の専門科目の相互関係を付図に示す。

第3学年1学期・2学期には環境問題全体を把握し、環境各分野の基礎を習得する。共通の基礎

科目として、情報処理法・統計解析法・物質管理制御法を実験・演習により修得する。この基礎

をベースにして第３学年２学期から第４学年２学期の間に、さらに専門的な事柄を学ぶことにな

る。学部における研究室配属は、３学年２学期末から４学年１学期にかけて決定するので、それ

までに自分の進路をよく考えておくことが必要である。

学生諸君は、環境という多角的な分野の中でも、個性ある環境技術者を目指すように期待する。

環境情報計画分野と環境制御技術分野という２つの専門分野があり、学年進行に従ってそれぞれ

の目指す技術者像を理解することが大切である。自分の進むべき目標を自覚し、目的意識を持っ

て科目を選択し、学習することを期待する。さらに、本学は学生全員が修士課程に進むことを原

則としており、修士課程を修了して高い専門能力を持った技術者に到達するためには、学部での

基礎、専門科目の学習が極めて大切である。

２．第１学年入学者の第３学年への進学基準

付表１の中の第３学年への進学基準における専門基礎科目として、付表１中の必修科目１３単

位の全部と、基礎自然科学選択科目２７単位中１２単位以上、専門基礎選択科目６２単位中１０

単位以上を含め、合計４４単位以上を修得することが必要である。



３．第３学年入学者及び第３学年進学者の履修基準
第３・第４学年に開講される専門科目は付表２のとおりである。

第４学年開講の必修科目を受講するためには、第３学年終了時において、必修科目４単位を

含め２７単位以上修得していることが必要である。

第４学年進学者は、第４学年開講の必修科目１３単位全部と、その他に専門科目を６単位以

上修得することが必要である。

４．卒業要件
卒業要件としては、必修科目１８単位を含む４６単位以上を修得することが必要である。

なお、第3学年入学者の既修と認められる単位数については、本学入学以前の学修状況に基づき

個別に審査を行う。既修と認められる単位数が別表Ⅱに掲げた標準の単位数に満たない場合、ま

、 （ ） 、 、たは 日本技術者教育認定機構 JABEE が要求する条件に満たない場合 第4学年終了時までに

不足する単位を修得しなければならない。

５．実務訓練及び課題研究の受講基準

実務訓練は第４学年の２学期以降に行われることから、第４学年第１学期までの単位取得状

況が、２学期に開講される環境システム工学実験及び演習Ⅱ（１単位）と実務訓練（８単位）を

のぞいて卒業要件を満たしており、かつ卒業見込みと判定されなければならない。この条件を満

「 」 。 、 （ ）たしている者を 実務訓練有資格者 とする なお 環境システム工学実験及び演習Ⅱ １単位

は、実務訓練の開始前までに、単位取得しなければならない。

課題研究を受講する学生は第４学年第１学期までの単位取得状況が卒業見込みと判定される

必要がある。



付図　環境システム工学課程の専門科目の相互関係
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［付表１］

環境システム工学課程　（平成１７年度入学者適用）

第１学年・第２学年専門基礎科目  注：担当教員欄の※は非常勤講師であり、（ ）
 は未定のものである。

 必・選  単    １学年    ２学年
   授  業  科  目    担  当  教  員    備      考

 の  別  位  1  2  3  1  2  3
数 学 Ⅰ Ａ  2  2  小            林  （曻） (C)

   必 数 学 Ⅰ Ｂ  2  2  ※  岩              瀬 (C)
数 学 演 習 Ⅰ  1  1 小林(曻)・原・木村（宗)・※岩瀬 (C)(G)
化学実験及び演習 Ⅰ  2  2 丸 山（一）・※鈴 木 (C)(F)(G)
物理実験及び演習 Ⅰ  2  2 宮 田 ・ 北 谷 (C)(F)(G)
環境 ｼ ｽ ﾃ ﾑ 工学実験Ⅰ  1  1 全 教 員 (F)
測 量 学 Ⅰ  2  2 力 丸 (H)

   修 測 量 学 実 習 Ⅰ  1  1 力 丸 (F)
           計  13
数 学 Ⅱ Ａ  2  2 高　　　　      橋 （秀） (C)
数 学 Ⅱ Ｂ  2  2 ※  岩                瀬 (C)

 基 数 学 演 習 Ⅱ  1  1 高橋(秀)・原・木村（宗) (C)
 礎 化 学 Ⅰ  2  2 丸 山（一）・鈴 木 (秀） (C)
 自 化 学 Ⅱ  2  2 丸 山 (一）・松 原 (C)
 然 化学実験及び演習 Ⅱ  2  2 丸 山（一）・※ 鈴 木 (C)(F)(G)
 科 物 理 学 Ⅰ  2  2 北 谷 ・ 赤 羽 (C)

 選  学 物 理 学 Ⅱ  2  2 北 谷 ・ 赤 羽 (C)
 選 物理実験及び演習 Ⅱ  2  2 宮 田 ・ 北 谷 (C)(F)(G)
 択 生 物 学 Ⅰ  2  2 高 原 (C)
生 物 学 Ⅱ  2  2 高 原 ・ 福 本 (C)
生 物 実 験 及 び 演 習  2  2 福 田 (C)(F)(G)
工 業 基 礎 数 学 Ⅰ  2  2 小            林  （曻） (C)
工 業 基 礎 数 学 Ⅱ  2  2            原 (C)
           計  27
環 境 化 学 基 礎  2  2 佐藤（一）・解良・小松（俊）・大橋 (C)(H)
環 境 計 画 学 基 礎  2  2 松 本 ・ 中 出 (A)(B)(H)

 専 環 境 数 理 基 礎  2  2 佐 野 ・ 力 丸 ・ 陸 (C)(H)
環境・建設設計製図Ⅰ  1  1 細 山 田・小 松（俊） (F)(H)
図 学  2  2 樋 口 (G)(H)
応 用 力 学 Ⅰ  2  2 長 井 (H)
 門 応 用 力 学 Ⅱ  2  2 宮 木 (H)
応 用 力 学 演 習 Ⅰ  1  1 長 井 (G)
応 用 力 学 演 習 Ⅱ  1  1 宮 木 (G)
土 質 力 学  2  2 豊 田 (H)
 基 水 理 学 Ⅰ  2  2 細 山 田 (H)
コ ン ク リ ー ト 工 学  2  2 丸 山 （久）・下 村（匠） (H)
建 設 構 造 Ⅰ  2  2 （ ） (H)平成17年度開講せず
材 料 科 学 Ⅰ  2  2 鎌　　土　・ 佐　藤（一） (H)
 礎 基 礎 分 析 化 学  2  2 山 田 （ 明 ） ・ 梅 田 (C)(H)
基 礎 無 機 化 学  2  2 小 松（高）・斎 藤 (C)(H)
基 礎 物 理 化 学 Ⅰ Ａ  1  1 野 坂 (C)

基 礎 物 理 化 学 Ⅰ Ｂ  1  1 井 　　　　　　上　（泰） (C)(H)
情 報 処 理 概 論  2  2 湯 川 (E)

 選
一 般 工 学 概 論  2  2

宮田・電気(全)・植松・海
野・曽田・大里・山田(耕)

(A)(B)

 択 電気磁気学及び演習Ⅰ  3  3 木            村  （宗） (C)(G)
電気磁気学及び演習Ⅱ  3  3 石 黒 (C)(G)
電気回路及び演習 Ⅰ  3  3 神 林 (C)(G)
 択 波 動 ・ 振 動  2  2 宮　　　田 　・ 安 井（寛）(C)
基 礎 電 磁 気 学  2  2 末 松 ・ 宮 田 (C)
制 御 工 学 基 礎  2  2 伊 東 (H)
電 気 電 子 計 測 工 学  2  2 打 木 ・ 内 富 (H)
情 報 シ ス テ ム 概 論  2  2 福 村 (E)
人 間 シ ス テ ム 学 基 礎  2  2 植 野 (A)(B)(D)
人 間 工 学 概 論  2  2 中 村 (A)(B)(E)
オペレーションズリサーチ  2  2 大 里 (C)
情報ネットワーク概論  2  2 ザ バ ル ス キ (E)
 　　　　 計  62



［付表２］

環境システム工学課程　（平成１７年度入学者適用）

第３学年・第４学年専門科目  注：担当教員欄の※は非常勤講師であり、（ ）

 は未定のものである。

 必・選  単    ３学年    ４学年

   授  業  科  目    担  当  教  員    備      考
 の  別  位  1  2  3  1  2  3

地 球 環 境 学 Ⅰ  2  2 原 田 ・ 陸 ・ 熊 倉 (A)(B)(C)(H)(I)

   必 国 際 環 境 事 情 Ⅱ  2 2 松 本 ・ 藤 田 (A)(D)

環境・建設計算機実習Ⅰ  1  1 陸 ・ 熊 倉 ・ 樋 口 (E)(F)

国 際 環 境 事 情 Ⅰ  1  1 解良・※河田・※坪内 (A)(D)

環境ｼｽ ﾃ ﾑ工学実験Ⅱ  1  1 全 教 員 (F)(H)

環境システム工学実験及び演習Ⅰ  1  1 全 教 員 (F)(G)(H)(I)

環境システム工学実験及び演習Ⅱ  1  1 全 教 員 (F)(G)(H)(I)

環 境 ｼ ｽ ﾃ ﾑ 工 学 演習  1  1 全 教 員 (G)(H)(I)

実 務 訓 練  8  8

   修
  ( 課  題  研  究)  (8)  (8)

           計  18

地 球 シ ス テ ム 科 学  2  2 山 田 ( 良 ) ・ 熊 倉 ・ 陸 (A)(B)(C)

環 境 計 画 論  2  2 松 本 ・ 中 出 (A)(B)(H)

   選 生 物 ・ 生 態 学 基 礎  2  2 解 良 ・ 大 橋 (A)(B)(C)(E)(H)

環 境 熱 力 学  2  2 大 橋 ・佐 藤(一) (B)(C)(H)

環 境 シ ス テ ム 化 学  2  2 松 下 (C)(H)

環 境 衛 生 工 学  2  2 原　　田(秀)　・藤　田 (H)

都 市 の 認 識  2  2 樋 口 (H)

交 通 計 画 学  2  2 佐 野 (G)(H)

線 形 代 数 学  2  2 原 (C)

応 用 統 計 学  2  2 原 (C)

環 境 計 画 数 理  2  2 佐 野 (C)(E)(H)

大 気 水 圏 動 態 解 析  2  2  陸 (C)(H)

地 球 環 境 学 Ⅱ  2  2 原 田 ( 秀 ) ・ 松 本 (A)(B)(H)

リモートセンシング工学
Ⅰ

 2  2 力 丸 (H)

環 境 生 物 化 学  2  2 山 田（良）・ 解 良 (C)(H)

廃 棄 物 管 理 工 学  2  2 藤　　　　　　　　　田 (A)(B)(H)

   択 環 境 材 料 工 学  2  2 松 下 (C)(H)

環 境 生 態 工 学  2  2 原            田  （秀） (H)

都 市 の 計 画  2  2 中 出 (H)

(B)(D)(E)(H)(I)

(B)(D)(E)(F)(H)
(I)



 必・選  単    ３学年    ４学年

   授  業  科  目    担  当  教  員    備      考
 の  別  位  1  2  3  1  2  3

解 析 学 要 論  2  2 小            林  （曻） (C)

環境テーマセミナー  1  1 全 教 員 (D)(H)(I)

環境・建設計算機実習Ⅱ  1  1 大 橋 ・ 岩 崎 ・ 熊 倉 (E)(F)

   選 地 球 環 境 動 態 解 析  2  2 陸 (H)

リモートセンシング工学Ⅱ  2  2 力 丸 (H)

生態物質エネルギー代謝  2  2 山            田  （良） (C)(H)

エネルギー変換材料工学  2  2 佐            藤  （一） (H)

環 境 微 生 物 工 学  2  2 大 橋 (B)(C)(H)

微量有害物管理工学  2  2 小            松  （俊） (B)(H)

環 境 計 量 分 析  2  2
解良・佐藤（一）・小松・
※金子

(H)

   択 都 市 環 境 計 画 学  2  2 中 出 ・ 樋 口 (H)

都 市 環 境 経 済 学  2  2 松 本 (B)(G)(H)

測 量 学 実 習 Ⅱ  1  1 力 丸 (F)

           計  61



Ⅰ．生物機能工学課程の教育目標Ⅰ．生物機能工学課程の教育目標Ⅰ．生物機能工学課程の教育目標Ⅰ．生物機能工学課程の教育目標

長い進化の結果生み出された精緻な生物機能を、ミクロな分子レベルからマクロな動植物・人

体に至る各階層で研究し、さらにそれらを統合して理解するだけでなく、その研究成果を工学的

に役立てて行こうとする学問領域が生物機能工学である。これは、生物機能に関する理・工・農

・医・薬学などの幅広い学問分野にわたる純粋研究と応用研究とが、不断に連携をとりながら融

合発展する新しい学問領域である。

生物機能工学の研究成果は、環境・健康・エネルギー・食料問題などの地球規模の生命・環境

の保全や人類の福祉に関連して、社会や産業の中で中心的な役割を果たすことが期待されている。

これに伴って、この学問領域を修めた創造的・実践的な技術者や研究者の社会や産業界での重要

性は将来にわたりますます増大してゆくと考えられる。例えば、近年急激に発展を遂げているゲ

ノム情報に関する研究分野は社会的に大きな注目を集めており、これに関連する新しい産業が我

が国でも急速に発展すると予測されている。

生物機能工学課程では、それと接続する生物機能工学専攻までの一貫教育により、この学問領

域に関する基礎的な知識と技能とを修得するとともに、それらを体系化し実践に生かすことので

きる能力を持ち、地球規模での生命・環境の保全や人類の福祉に貢献できる人材を育成すること

を教育の目標としている。

この内、学部の教育においては、講義・演習・実験を通して、生物機能工学に関する基礎的な

知識と技能を修得することに重点がおかれる。この中には、基礎的な自然科学の知識と技能を確

実なものにし、必要な英語力や報告書作成能力を養成することが含まれる。これに接続する修士

課程では、最先端の研究などに関する講義・セミナー・研究活動を通して、これらの知識や技能

の体系化を行うとともに、体系化された知を実践し、問題を発見・解決する能力を養成する。ま

た、これらの教育を通して生物機能工学に関する高い倫理観を養成することをめざす。

本カリキュラムは、これらの教育目標を達成するために構成されたものである。

Ⅱ．生物機能工学課程の授業科目の構成と履修方法Ⅱ．生物機能工学課程の授業科目の構成と履修方法Ⅱ．生物機能工学課程の授業科目の構成と履修方法Ⅱ．生物機能工学課程の授業科目の構成と履修方法

１．授 業 科 目１．授 業 科 目１．授 業 科 目１．授 業 科 目

生物機能工学課程は、生物機能工学の領域をエネルギー、情報及び物質の３分野に体系化し、

それぞれの分野の基礎から応用までを幅広く総合的に理解させ、生物機能工学に関する学際的な

知識と高度な技術を身につけるよう教育するものである。本課程の専門基礎科目、専門科目は付

表１及び２のとおりであり、必修科目、選択科目からなっている。



２．第１学年入学者の第３学年への進学基準２．第１学年入学者の第３学年への進学基準２．第１学年入学者の第３学年への進学基準２．第１学年入学者の第３学年への進学基準

本課程の第１学年入学者が第３学年に進学するためには、付表１の専門基礎科目の単位につい

て、次の条件を満足するよう履修しなければならない。

(1) 第１・第２学年開講の必修科目 ２２単位

(2) 第１・第２学年開講の基礎自然科学選択科目 ６単位以上

(3) (1)、(2)及び第１・第２学年開講の工学基礎選択科目の合計 ４４単位以上

３．第３学年入学者の履修基準３．第３学年入学者の履修基準３．第３学年入学者の履修基準３．第３学年入学者の履修基準

第３・第４学年に開講される専門科目が付表２であり、必修科目３３単位の全部と、全選択科

目の中から１３単位以上、合計４６単位以上を修得することが必要である。

なお、専門基礎科目のうち、◎を付した４科目については、卒業要件の４６単位に含めること

ができる。

また、別表IIの「卒業の基準」に示す「既修と認められる標準の単位数」が既修単位数として

認定されるが、本学入学前の学修状況によっては、特定の科目を履修することが必要となる場合

がある。

４．第３学年進学者の履修基準４．第３学年進学者の履修基準４．第３学年進学者の履修基準４．第３学年進学者の履修基準

第３・第４学年に開講される専門科目が付表２であり、必修科目３３単位の全部と、全選択科

目の中から１３単位以上、合計４６単位以上を修得することが必要である。

なお、専門基礎科目のうち、◎を伏した４科目については、卒業要件の４６単位に含めること

ができる。

．教養科目の履修基準．教養科目の履修基準．教養科目の履修基準．教養科目の履修基準５５５５

技術者倫理に関する科目として「生命技術と倫理」を履修することが望ましい。この科目２単

位を修得することで、選択必修とされている科目（ 科学技術と技術者倫理 「技術と社会：技「 」、

術者倫理入門」のいずれか１科目）２単位に代えることができる。

．第４学年開講必修科目の受講基準．第４学年開講必修科目の受講基準．第４学年開講必修科目の受講基準．第４学年開講必修科目の受講基準６６６６

第４学年開講の必修科目を受講するためには、第３学年入学者は必修科目２１単位と選択科目

５単位以上を、第３学年進学者は必修科目１９単位と選択科目７単位以上を修得していなければ

ならない。

ただし、上記必修科目の不足単位数が実験科目以外の２単位以内の場合は、専門科目のＧＰＡ

が２．３以上でかつ２６単位以上取得していれば課程主任の許可を得て受講することができる。

また、残された在学期間が２年未満の者については、上記の基準を満たさない場合でも課程主任

の許可を得ることにより受講することができる （単位取得状況により判断される ）。 。

７．実務訓練（課題研究）の受講基準７．実務訓練（課題研究）の受講基準７．実務訓練（課題研究）の受講基準７．実務訓練（課題研究）の受講基準

実務訓練は第４学年の第２学期以降に行われるから、第３学年第２学期の授業科目はその学期

に修得しておく必要がある。また、実務訓練を受講するためには、第４学年第１学期までの単位

取得状況が卒業見込みと判定されなければならない。



［付表１］

生物機能工学課程　（平成１７年度入学者適用）

第１学年・第２学年専門基礎科目  注：担当教員欄の※は非常勤講師であり、（ ）
 は未定のものである。

 必・選  単    １学年    ２学年
   授　業　科　目    担　当　教　員    備      考

 の  別  位  1  2  3  1  2  3

生 物 学 Ⅰ  2  2 高 原

   必 生 物 学 Ⅱ  2  2 高 原 ・ 福 本

数 学 ⅠＡ  2  2 小 林 （曻）

数 学 演 習 Ⅰ  1  1 小林(曻)・原・木村（宗）・※岩瀬

数 学 Ⅰ Ｂ  2  2  ※  岩　　　　　　　　瀬

物 理 学 Ⅰ  2  2 北 谷 ・ 赤 羽

化 学 Ⅰ  2  2 丸山 (一）・鈴木 (秀）

生 物 実 験 及 び 演 習  2  2 福 田

生物機能工学基礎実験Ⅰ  1 1 全 教 員

生物機能工学基礎実験Ⅱ  2  2 全 教 員

物理実験及び演習 Ⅰ  2  2 宮 田 ・ 北 谷

   修 化学実験及び演習 Ⅰ  2  2 丸 山（一）・※鈴 木

           計  22

 基 数 学 ⅡＡ  2  2 高            橋   (秀）

 礎 数 学 演 習 Ⅱ  1  1 高橋(秀)・原・木村（宗）

 自 数 学 Ⅱ Ｂ  2  2  ※  岩　　　　　　　　瀬

 然 物 理 学 Ⅱ  2  2 北 谷 ・ 赤 羽

 科 化 学 Ⅱ  2  2 丸 山 (一）・松 原

 選  学 化 学 Ⅲ  2  2 下             村  （雅）

 選 化 学 Ⅳ  2  2 鈴             木  （秀）

 択            計  13

一 般 工 学 概 論  2  2
宮田・電気(全)・植松・
海野・曽田・大里・山田

工 業 基 礎 数 学 Ⅰ  2  2 小            林  （曻）

 工 工 業 基 礎 数 学 Ⅱ  2  2            原

基 礎 電 磁 気 学  2  2 末 松 ・ 宮 田

波 動 ・ 振 動  2  2 宮　　田 　・ 安 井（寛）

 学 有 機 化 学 概 論  2  2 木 村

基 礎 分 析 化 学  2  2 山 田 （ 明 ） ・ 梅 田

情 報 処 理 概 論  2  2 湯 川

 基 物理実験及び演習 Ⅱ  2  2 宮　　　田　・　北　　谷

化学実験及び演習 Ⅱ  2  2 丸 山（一）・※鈴 木

 礎 材 料 科 学 Ⅰ  2  2 鎌 土 ・ 佐 藤 （ 一 ）

材 料 科 学 Ⅱ  2  2 福 澤 ・ 南 口

 選 電 子 回 路  2  2 岩 橋

電 気 電 子 計 測 工 学  2  2 打 木 ・ 内 富

 択 制 御 工 学 基 礎  2  2 伊 東

 択 電気磁気学及び演習Ⅰ  3  3 木            村  （宗）

電気回路及び演習 Ⅰ  3  3 神 林

◎生 物 統 計 学  2  2 城 所 ・ 古 川

 ◎生物情報科学基礎  2  2 曽 田

◎ 微 生 物 学  2  2 政 井

◎解 剖 生 理 学  2  2 福 本 ・ 渡 邉 （ 和 ）
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［付表２］

生物機能工学課程　（平成１７年度入学者適用）

第３学年・第４学年専門科目  注：担当教員欄の※は非常勤講師であり、（ ）

 は未定のものである。

 必・選  単    ３学年    ４学年

   授　業　科　目    担　当　教　員    備      考
 の  別  位  1  2  3  1  2  3 　

生 物 学 基 礎  2  2 高 原 ・ 福 本

生 物 物 理 学 基 礎  2  2 曽 田

   必 生 化 学 基 礎  2  2 森 川

分 子 生 物 学  2  2 福 田

生物機能工学基礎演習  2  2 城所・政井・本多・下村（雅）

生物機能工学演習 Ⅰ  1  1 高 原 ・ 福 田 ・ 野 中

生物機能工学演習 Ⅱ  1  1 森 川 ・ 曽 田

生物機能工学演習 Ⅲ  1  1 全 教 員

生物機能工学実験 Ⅰ  4  4 全 教 員

生物機能工学実験 Ⅱ  4  4 全 教 員

生物機能工学実験 Ⅲ  2  2 全 教 員

生物機能工学実験 Ⅳ  2  2 全 教 員

 学長が認めると

実 務 訓 練  8  8  きは「実務訓練

 ８単位」は「課

   修  題研究８単位」
  ( 課  題  研  究)  (8)  (8)  をもって替える

 ことができる。
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生 物 熱 力 学  2  2 鈴            木  （秀）

 　選 有 機 化 学  2  2 木 村

生 物 ・ 生 態 学 基 礎  2  2 解 良 ・ 大 橋

生 物 学  2  2 高 原

計 算 解 析 学  2  2 野 中

酵 素 工 学  2  2 森 川

蛋 白 質 工 学  2  2 城 所

生 物 高 分 子 化 学  2  2 下         　 村 （雅）

 　択 細 胞 生 物 学  2  2 渡　　　　　　邉　（和）

生 化 学  2  2 岡 田

機 器 分 析  2  2 木 村 ・ 岡 田 ・ 宮 内



 必・選  単    ３学年    ４学年

   授　業　科　目    担　当　教　員    備      考
 の  別  位  1  2  3  1  2  3

生 物 物 理 学  2  2 城 所

医 薬 品 化 学  2  2 （　　　　　　　　　） 平成17年度開講せず

　選 生 体 高 分 子 構 造 論  2  2 野 中

天然高分子物性概論  2  2 鈴            木  （秀）

遺 伝 子 工 学  2  2 岡 田

応 用 微 生 物 学  2  2 福 田

生 体 運 動  2  2 本 多

生 物 電 気 基 礎  2  2 宮 内

医 用 生 体 工 学  2  2 福 本

神 経 科 学  2  2 渡　　　　　　邉　（和）

遺 伝 育 種 学  2  2 高 原

　択 生 物 資 源 工 学  2  2 森 川

生態物質ｴﾈﾙｷ ﾞｰ代謝  2  2 山            田  （良）

食 品 学  1  1 ※ 倉 田

化 学 工 学  2  2 ※ 杉 山

 ※ ◎生　物　統　計　学  2  2 城 所 ・ 古 川
 ※専門基礎科目

 選  専  として開講され
 門 ◎生物情報科学基礎  2  2 曽 田  るが、卒業要件
 基  単位の４６単位
 礎 ◎微　生　物　学  2  2 政 井  に含めることが
 択  科  できる。
 目 ◎解　剖　生　理　学　　 2  2 福      本 ・ 渡  邉(和)
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経営情報システム工学課程経営情報システム工学課程経営情報システム工学課程経営情報システム工学課程                 

 
１．教育目的と学習・教育目標 
経営情報システム工学課程では、情報社会における経営組織体において、情報技術を駆使したマ
ネージメントの実践と経営システムおよびそれを支える情報システムの改革を継続して担うことの
できる技術者の養成を目的としている。このために、つぎの学習・教育目標を設定している。 
 
(1)  科学的・合理的な経営システムを創出する能力を身につける。 
(2) 情報技術を駆使して経営システムを具体化する能力を身につける。 
(3) 経営システムのデザイン（計画、設計、管理）能力を身につける。 
(4) 経営情報システムの開発能力を身につける。 
(5) 経営を取り巻く経済・社会環境をグローバルな視点で把握する能力を身につける。 
 
２．第１学年入学者の第３学年への進学基準 
  本課程の第１学年入学者が第３学年に進学するためには、付表１の専門基礎科目の中から、次の 
 単位数を修得しなければならない。 
  第３学年に進学するための必要単位数の合計        ４４単位以上 
   ＜内訳＞ ① 付表１の必修科目            １７単位 
        ② 付表１の基礎自然科学選択科目       ６単位以上 
        ③ 付表１の専門基礎選択科目        ２１単位以上 
 
３．第３学年入学者及び第３学年進学者の履修基準 
  本課程の第３学年入学者及び第３学年進学者は卒業要件として、付表２の専門科目の中から、次 
 の単位数を修得することが必要である。 
  第３学年入学者及び第３学年進学者の卒業要件としての単位数 ４６単位以上 
   ＜内訳＞ ① 付表２の必修科目             １５単位 
        ② 付表２の選択科目             ３１単位以上 
  なお、第３学年入学者の既修と認められる単位数については、本学入学以前の学修状況に基づき 
審査を行い、不足する単位の履修を指導する場合がある。 

 
４．実務訓練の受講基準 
 実務訓練は第４学年の第２学期以降に実施されるので、第３学年第２学期と第３学期の授業科目は
その学期に修得しておく必要がある。また、実務訓練を受講するためには、第４学年第１学期までの
単位修得状況が実務訓練８単位を除いた卒業要件単位（１２２単位以上）を満たさなければならない。 
 
５．課題研究の受講基準 
(1)課題研究の履修は、学長が認めるとき（「大学院進学予定者が実務訓練に替えて課題研究の履修
を希望する場合の取扱いについて（申合せ）」86ページ）、大学院に進学しないとき又は実務訓練
有資格者と認められなかったときに履修するものとする。 
(2)課題研究を履修するためには、第４学年第１学期までの単位取得状況が卒業見込みと判定されな
ければならない。 



［付表１］

経営情報システム工学課程　（平成１７年度入学者適用）

第１学年・第２学年専門基礎科目  注：担当教員欄の※は非常勤講師であり、（ ）

 は未定のものである。

 必・選  単    １学年    ２学年

   授　業　科　目    担　当　教　員    備      考
 の  別  位  1  2  3  1  2  3

数 学 ⅠＡ  2  2  小            林  （曻）

数 学 Ⅰ Ｂ  2  2  ※  岩　　　　　　　　瀬

   必 数 学 演 習 Ⅰ  1  1 小林(曻)・原・木村（宗）・※岩瀬

経 営 情 報 数 学 Ⅰ  2  2 全 教 員

経 営 情 報 数 学 Ⅱ  2  2 全 教 員

情 報 リ テ ラ シ ー Ⅰ  1  1 全 教 員

経 営 情 報 学 基 礎  2  2 三 上

   修 経 営 の し く み  2  2 五 島

情 報 リ テ ラ シ ー Ⅱ  1  1 全 教 員

経営情報システム基礎実験  2  2 全 教 員
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物 理 学 Ⅰ  2  2 北 谷 ・ 赤 羽

 基 化 学 Ⅰ  2  2 丸 山 (一）・鈴木（秀）

 礎 物理実験及び演習 Ⅰ  2  2 宮 田 ・ 北 谷

 自 化学実験及び演習 Ⅰ  2  2 丸 山（一）・※鈴 木

 然 生 物 学 Ⅰ  2  2 高 原

 選  科 物理実験及び演習 Ⅱ  2  2 宮 田 ・ 北 谷

 学 化学実験及び演習 Ⅱ  2  2 丸 山（一）・※鈴 木

 選 物 理 学 Ⅱ  2  2 北 谷 ・ 赤 羽

 択 化 学 Ⅱ  2  2 丸 山 (一）・松 原

生 物 学 Ⅱ  2  2 高 原 ・ 福 本

生 物 実 験 及 び 演 習  2  2 福 田

工 業 基 礎 数 学 Ⅰ  2  2 小            林  （曻）

工 業 基 礎 数 学 Ⅱ  2  2            原
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一 般 工 学 概 論  2  2
宮田・電気(全)・植松・海
野・曽田・大里・山田

 専 情 報 シ ス テ ム 概 論  2  2 福 村

人間システム学基礎  2  2 植 野

 門 統 計 工 学 基 礎  2  2 中村・山田(耕)・李・植野

情 報 処 理 概 論  2  2 湯 川

 基 工 学 基 礎 Ⅰ  2  2 全 教 員

人 間 工 学 概 論  2  2 中 村 ( 和 ）

 礎 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｸﾞﾗﾌｨｯｸｽ概論  2  2 ※ 髙 橋 （ 時 ）

 択 情報ネットワーク概論  2  2 ザ バ ル ス キ

 選 オペレーションズリサーチ  2  2 大 里

工 学 基 礎 Ⅱ  2  2 全 教 員

 択 技術思想と人間社会  2  2 加 藤 （幸）

経 営 学  2  2 五 島

産 業 シ ス テ ム 論  2  2 三 上 平成17年度開講せず

知 的 財 産 権 法  2  2 松 井
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［付表２］

経営情報システム工学課程　（平成１７年度入学者適用）

第３学年・第４学年専門科目 　　　注：担当教員欄の※は非常勤講師であり、（ ）

 は未定のものである。

 必・選  単    ３学年    ４学年

   授　業　科　目    担　当　教　員    備      考
 の  別  位  1  2  3  1  2  3

 経営情報システム工学実験Ⅰ  2  2 全 教 員

   必  経営情報システム工学演習  1  1 全 教 員

 経営情報システム工学実験Ⅱ  2  2 全 教 員

 経営情報システム工学

 特別実験及び考究

 学長が認めると

実 務 訓 練  8  8  きは「実務訓練

 ８単位」は「課

 題研究８単位」

   修   ( 課  題  研  究)  (8)  (8)  をもって替える

 ことができる。
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情 報 シ ス テ ム 計 画  2  2 淺 井・渡 辺（研）

ﾋ ｭ ｰ ﾏ ﾝ ｲ ﾝ ﾀ ﾌ ｪ ｰ ｽ 工学  2  2 山　　　　　　田　(耕)

マルチメディア情報論  2  2 淺 井

   選 経 営 工 学  2  2 片 岡

生産情報システム工学  2  2 片 岡

物流情報システム工学  2  2 片 岡

ｽﾎﾟｰﾂ産業における情報と法  2  2 塩 野 谷

情報社会と情報倫理  2  2 植 野

情 報 社 会 と 著 作 権  2  2 ※　田   　　　     口

財務管理システム論  2  2 遠 山

人間開発システム論  2  2 植 野

国際コミュニケーション論  2  2 マ ク ガ ウ ン

情 報 シ ス テ ム 構 築  2  2 ザバルスキ・渡辺（研）

データベースシステム論  2  2 ザ バ ル ス キ

人 工 知 能 論  2  2 山 田 (耕)

意 思 決 定 論  2  2 大 里

経営情報システム工学  2  2 片 岡

環 境 経 済 学  2  2 李

産 業 デ ザ イ ン 学  2  2 淺 井

統 計 工 学  2  2 植 野

企 業 法  2  2 松 井

経 営 組 織 管 理 論  2  2 マ ク ガ ウ ン

情 報 シ ス テ ム 管 理  2  2 ザ バ ル ス キ

知 識 工 学  2  2 山 田 ( 耕 )

人 間 シ ス テ ム 工 学  2  2 中 村 ( 和 ）

マーケティングリサーチ  2  2 遠 山

   択 経 営 戦 略 論  2  2 五 島

計 量 経 済 学  2  2  李

社 会 工 学 概 論  2  2 渡 辺（研）

福 祉 工 学 概 論  2  2 三 宅 ・※原（利）

情 報 と 職 業  4 三 上
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 2  2 全 教 員

 4



教職課程科目履修案内（教科:工業）

１．教育職員免許状の取得
教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）等の規定により、本学において教育職員免

許状取得の所要資格を得られる者の要件は次のとおりである。
一．学士の学位を得ること。
二．本学において教育職員免許状取得に関する所定の授業科目の単位を修得すること。

２．免許状の種類等及び免許状取得に必要な単位
(1) 免許状の種類・教科

高等学校教諭一種免許状・工業
(2) 免許状取得に必要な単位

免許状取得に必要な単位数及び科目 表１免許状取得に必要な単位数及び科目 表１免許状取得に必要な単位数及び科目 表１免許状取得に必要な単位数及び科目 表１

教科に関する科目・単位 教職に関する科目・単位 文部省令に定める科目・単位

教 職 論 ２単位 日本国憲法
工業の関係科目 ３４単位 教 育 原 理 ２単位
以上 ２単位 憲法と現代 ２単位教育・青年心理学
専門基礎科目 ２単位教育法規・政策論
及び専門科目 教 育 課 程 論 ２単位 体育

工業科教育法Ⅰ ２単位
※電気電子情報工学課程の 工業科教育法Ⅱ ２単位 体育実技Ⅰ １単位
教科に関する科目（工業 特 別 活 動 論 ２単位 体育実技Ⅱ １単位
の関係科目）は別表２の ２単位教育工学・方法論
とおり 生徒 指導論 ２単位

２単位 外国語コミュニケーションカウンセリング論
職業指導論 ２単位 教 育 と 社 会 ２単位

教 育 実 習 ３単位 総合英語Ⅰ １単位
※下記の科目は教育職員免 △教 育 史 １単位 総合英語Ⅱ １単位
許状取得のための「教科
に関する科目」に含まれ 情報機器の操作
ない

記 △情 報 検 索 論 ２単位
物理実験及び演習Ⅰ、Ⅱ △基礎情報処理演習 ２単位
化学実験及び演習Ⅰ、Ⅱ △情報処理概論 ２単位
数学ⅠＡ､ⅠＢ､ⅡＡ、ⅡＢ △ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｸﾞﾗﾌｨｯｸｽ ２単位概論
数学演習Ⅰ､Ⅱ △情報システム概論 ２単位
物理学Ⅰ､Ⅱ ､化学Ⅰ､Ⅱ
生物学Ⅰ､Ⅱ
生物実験及び演習
力学のための数学
質点及び剛体の力学
課題研究
単位互換による修得科目

３６～６３単位 ０～２７単位
各欄から各２単位 計８単位

合 計 ６３単位

注：△は免許状取得における選択科目



電気電子情報工学課程における工業の関係科目等 表２電気電子情報工学課程における工業の関係科目等 表２電気電子情報工学課程における工業の関係科目等 表２電気電子情報工学課程における工業の関係科目等 表２

授 業 科 目 名 単位数 授 業 科 目 名 単位数

工業基礎数学Ⅰ ２ 電機変換工学 ２
工業基礎数学Ⅱ ２ プラズマ物性工学 ２
電気磁気学及び演習Ⅰ ３ 電動力応用システム ２
電気磁気学及び演習Ⅱ ３ ロボティクス ２
電気回路及び演習Ⅰ ３ レーザー工学 ２
工学基礎実験 ２ 核エネルギー工学 ２
電気工学基礎実験 ２ 高電圧工学 ２
情報処理概論 ２ 電機設計学及び製図 ２
一般工学概論 ２ 電気エネルギー応用 ２
波動・振動 ２ 電動力応用システム ２
電気回路及び演習Ⅱ ３ 発変電工学 ２
電子回路 ２ 電気法規 １
電力工学 ２ 電気施設管理 １
電気機器工学 ２ 工業熱力学 ２
制御工学基礎 ２ 水力学 ２
電気電子計測工学 ２ 工業力学 ２

電気電子情報数学及び演習Ⅰ ３ 電子物性工学Ⅰ ２
電気電子情報数学及び演習Ⅱ ３ 電子物性工学Ⅱ ２
電気電子情報工学実験Ⅰ ３ 電子物性工学Ⅲ ２
電気電子情報工学実験Ⅱ ３ デバイス工学Ⅰ ２
電気電子情報工学実験Ⅲ ３ デバイス工学Ⅱ ２
電気電子情報工学特別 １ デバイス工学Ⅲ ２
考究及びﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ 光波工学Ⅰ ２

上級電気磁気学 ２ 光波工学Ⅱ ２
制御理論 ２ 光物性工学 ２
パワーエレクトロニクス ２ 電波工学 ２
電磁エネルギー工学 ２ 応用数学 ２
電力システム ２ アナログ回路工学 ２

無線システム ２
実務訓練Ａ ８

３．履修上の注意
(1) 免許状を取得するためには、上記の「教科に関する科目」３６単位、「教職に関する科
目」２７単位及び「文部科学省令に定める科目」８単位を修得しなければならない。
なお、「文部科学省令に定める科目」は「日本国憲法」「体育」「外国語コミュニケーシ

ョン」「情報機器の操作」の４科目が指定されており、各２単位を修得しなければならない
が、それらに充当する科目として、本学では上記の諸科目が開講されている。

(2) 高等専門学校において、「憲法」や「法学」等の単位をすでに修得している場合であって
も、本学における「日本国憲法」の単位を修得しなければならない。
なお、「憲法と現代」の単位を第３学年次に修得する場合には、化学系、環境・建設系、

生物系、経営情報系は１学期に、機械系、電気系は２学期に履修すること。また、１学期の
受講生は、２学期に再履修することはできない。第４学年次以降の履修については学期を指
定しない。

(3) 高等専門学校からの編入学者においては、「体育」２単位及び「教科に関する科目」に充
当する１０単位分はすでに修得したものとみなされる。なお、第１学年入学者は、「体育」
の２単位として、「体育実技Ⅰ」及び「体育実技Ⅱ」の２科目の単位を修得しなければなら
ない。

(4) 教職に関する科目・単位は、教育職員免許法附則第１１項の規定により、当分の間、その
全部若しくは一部の数の単位を教科に関する科目・単位で振り替えることができる。
例えば第３学年入学者が教職に関する科目２７単位全部を教科に関する科目で振り替える

場合、第３・第４学年で修得の必要な各課程の専門科目の単位数は、工業の関係科目３４単
位と教職に関する科目の振り替え分２７単位を合わせた６１単位となる。（職業指導論２単
位は振り替えることができず必修である。）



ただし、教育職員を志望する者は、教職に関する科目を可能な限り多く修得することが望
ましい。

(5) 教育実習科目については、年度始めに別途詳細なガイダンスを行う。受講希望者は必ずガ
イダンスに出席すること。

(6) 上記の教職課程科目は原則として第３・４学年次を対象に開講されているが、第１・第２
学年次においても、あらかじめ担当教員の許可を得た場合に限り、履修することができる。
ただし、職業指導論は第３学年次以降に、また、教育実習は第４学年次に限り履修できるも

の とする。
４．免許状の申請
免許状は、原則として本学を経由して新潟県教育委員会に申請して授与される。
(1) 在学中に教育職員免許状取得に必要な単位を修得した学生は、次の方法により免許状を
申請できる。

一括事前申請①
卒業年次の学生に対して、本学で一括して新潟県教育委員会に申請する。希望者は、

第４学年第２学期に学務課が行うガイダンスを受け、所定の申請書類を学務課に提出す
ること。
個人申請②
一括事前申請をしなかった学生は、個人申請となるので、卒業後、申請を希望する都

道府県の教育委員会に直接問い合わせて申請すること。
(2) 本学大学院に進学する者は、大学院修了資格で免許状を申請するようにすること。
(3) 学部において教育職員免許状取得に関する所定の授業科目の単位を修得し、本学大学院
修士課程を修了した者は、高等学校教諭専修免許状「工業」を取得することができる。

５．上記のほか、教育職員免許については、教職関係科目の授業時等の場で必要に応じてガイダ
ンスを行う。

教 職 課 程 科 目教 職 課 程 科 目教 職 課 程 科 目教 職 課 程 科 目

注：担当教員欄の※は非常勤講師である。

必・選 単 ３学年 ４学年
授 業 科 目 担 当 教 員 備 考

の 別 位 １ ２ ３ １ ２ ３
職 業 指 導 論 ２ （第 ２ 学 期） 加 藤 ( 幸 )

必修
計 ２

教 職 論 ２ （第 １ 学 期） 加 藤（幸） 奇数年開講
教 育 原 理 ２ （第 １ 学 期） 加 藤（幸）
教 育 史 １ （第 ２ 学 期） ※ （ ） H17年度開講せず

選
教育・青年心理学 ２ （第 ２ 学 期） 三 宅
教育法規・政策論 ２ （第 ２ 学 期） ※ 村 田
教 育 課 程 論 ２ （第 １ 学 期） ※ 池 野
工業科教育法Ⅰ ２ （第 １ 学 期） ※ 吉 本 奇数年開講

工業科教育法Ⅱ ２ （第 １ 学 期） ※ 吉 本 偶数年開講

特 別 活 動 論 ２ （第 １ 学 期） 加 藤（幸） 偶数年開講
択 教育工学・方法論 ２ （第 １ 学 期） 植 野

生 徒 指 導 論 ２ （第 １ 学 期） ※ 滝 沢
カウンセリング論 ２ （第 １ 学 期） ※ 定 方
教 育 と 社 会 ２ （第 ２ 学 期） ※ 池 野
教 育 実 習 ３ （ 加 藤 ( 幸 )第１・２学期）

計 28



教職課程科目履修案内 （教科:情報）

１．教育職員免許状の取得
教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）等の規定により、本学において教育職員免

許状取得の所要資格を得られる者の要件は次のとおりである。
一．学士の学位を得ること。
二．本学において教育職員免許状取得に関する所定の授業科目の単位を修得すること。

２．免許状の種類等及び免許状取得に必要な単位
(1) 免許状の種類・教科

高等学校教諭一種免許状・情報
(2) 免許状取得に必要な単位

電気電子情報工学課程（情報コース）

教科に関する科目・単位 教職に関する科目・単位 文部省令に定める科目・単位

２ ○教 職 論 ２単位 日本国憲法情報社 ○情報社会と情報倫理 単位
２ ○教 育 原 理 ２単位会及び ○情報社会と著作権 単位

○ ２単位 憲法と現代 ２単位情報倫 教育・青年心理学
○ ２単位理 教育法規・政策論
○教 育 課 程 論 ２単位

２ ○情報科教育法 ４単位 体育コンピ ○ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ指向ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸⅠ 単位
２ ○特 別 活 動 論 ２単位ュータ ○電子計算機システム 単位
２ ○ ２単位 体育実技Ⅰ １単位及び情 ○ｻｲﾊﾞﾈﾃｨｯｸｽ工学 単位 教育工学・方法論
２ ○生 徒 指 導 論 ２単位 体育実技Ⅱ １単位報処理 ○ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞｼｽﾃﾑ 単位
２ ○ ２単位デｨジタル電子回路 単位 カウンセリング論
２ ○教 育 と 社 会 ２単位離散情報数学 単位
２ ○教 育 実 習 ３単位基礎情報処理演習 単位
２ 教 育 史 １単位最適化理論とその応用 単位

外国語コミュニケーション
単位情報シ ○ﾃﾞｰﾀ構造とｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑ ２

２ 総合英語Ⅰ １単位ステム ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽと応用ｼｽﾃﾑ 単位
総合英語Ⅱ １単位

単位情報 ○通信システム論 ２
単位通信 ○ﾈｯﾄﾜｰｸ工学及び演習 ３

２ 情報機器の操作ネット 情報理論 単位
単位ワーク 情報伝送工学 ２

２ ２単位信号理論基礎 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ指向ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸⅠ単位
単位デｨジタル信号処理基礎 ２

単位マルチ ○ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ指向ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸⅡ １
単位メディ 音響工学 ２
単位ア表現 画像応用工学 ２

及び技
術

単位情報と ○情報と職業 ４
職業

各欄から各１単位以上修得

３６単位 ２７単位
各欄から各２単位 計８単位（この３６単位の中に実務訓練Ｂ８単位を含

むことができる｡)

合 計 ６３単位

注：１．○は免許状取得における必修科目
２．ゴシック体の科目は経営情報システム工学課程開設科目



経営情報システム工学課程

教科に関する科目・単位 教職に関する科目・単位 文部省令に定める科目・単位

２ ○教 職 論 ２単位 日本国憲法情報社 ○情報社会と情報倫理 単位
２ ○教 育 原 理 ２単位会及び 情報社会と著作権 単位

○ ２単位 憲法と現代 ２単位情報倫 教育・青年心理学
○ ２単位理 教育法規・政策論

１ ○教 育 課 程 論 ２単位 体育コンピ 情報リテラシーⅠ 単位
１ ○情報科教育法 ４単位ュータ 情報リテラシーⅡ 単位
２ ○特 別 活 動 論 ２単位 体育実技Ⅰ １単位及び情 統計工学基礎 単位
２ ○ ２単位 体育実技Ⅱ １単位報処理 人工知能論 単位 教育工学・方法論
２ ○生 徒 指 導 論 ２単位知識工学 単位
２ ○ ２単位情報シ 経営情報システム基礎 単位 カウンセリング論

○教 育 と 社 会 ２単位 外国語コミュニケーションステム 実験
２ ○教 育 実 習 ３単位経営情報システム工学 単位

教 育 史 １単位 総合英語Ⅰ １単位実験Ⅰ
１ 総合英語Ⅱ １単位経営情報システム工学 単位

演習
２ 情報機器の操作経営情報システム工学 単位

実験Ⅱ
２ 情 報 検 索 論 ２単位経営情報システム工学 単位

基礎情報処理演習 ２単位特別実験及び考究
２ 情報処理概論 ２単位経営情報学基礎 単位
２ ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｸﾞﾗﾌｨｯｸｽ ２単位○情報システム概論 単位 概論
２ 情報システム概論 ２単位情報システム計画 単位

単位情報システム構築 ２
単位情報システム管理 ２
単位○データベースシステム ２

論
単位経営情報システム工学 ２
単位情報通 ○情報ﾈｯﾄﾜｰｸ概論 ２
単位信ﾈｯﾄﾜ 生産情報システム工学 ２
単位ｰｸ 物流情報システム工学 ２
単位国際ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論 ２
単位マルチ ○ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｸﾞﾗﾌｨｯｸｽ概論 ２
単位メディ ○ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ情報論 ２
単位ア表現 産業デザイン学 ２
単位及び技 ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｽﾞﾘｻｰﾁ ２
単位術 ﾋｭｰﾏﾝｲﾝﾀｰﾌｪｲｽ工学 ２
単位情報と ○情報と職業 ４

職業

各欄から各１単位以上修得

３６単位 ２７単位
各欄から各２単位 計８単位（この３６単位の中に実務訓練８単位を含

むことができる｡)

合 計 ６３単位

注：○は免許状取得における必修科目

３．履修上の注意
(1) 免許状を取得するためには、上記の「教科に関する科目」３６単位、「教職に関する科
目」２７単位及び「文部科学省令に定める科目」８単位を修得しなければならない。
なお、「文部科学省令に定める科目」は「日本国憲法」「体育」「外国語コミュニケーショ

ン」「情報機器の操作」の４科目が指定されており、各２単位を修得しなければならないが、
それらに充当する科目として、本学では上記の諸科目が開講されている。

(2) 高等専門学校において、「憲法」や「法学」等の単位をすでに修得している場合であって
も、本学における「日本国憲法」の単位を修得しなければならない。
なお、「憲法と現代」の単位を第３学年次に修得する場合には、化学系、環境・建設系、

生物系、経営情報系は１学期に、機械系、電気系は２学期に履修すること。また、１学期の



受講生は、２学期に再履修することはできない。第４学年次以降の履修については学期を指定
しない。

(3) 高等専門学校からの編入学者においては、「体育」２単位及び「教科に関する科目」に充当
する１０単位分はすでに修得したものとみなされる。なお、第１学年入学者は、「体育」の２
単位として、「体育実技Ⅰ」及び「体育実技Ⅱ」の２科目の単位を修得しなければならない。

(4) 教育実習科目については、年度始めに別途詳細なガイダンスを行う。受講希望者は必ずガイ
ダンスに出席すること。

(5) 上記の教職課程科目は原則として第３・４学年次を対象に開講されているが、第１・第２学
年次においても、あらかじめ担当教員の許可を得た場合に限り、履修することができる。ただ

し、職業指導論は第３学年次以降に、また、教育実習は第４学年次に限り履修できるものとする。
４．免許状の申請
免許状は、原則として本学を経由して新潟県教育委員会に申請して授与される。
(1) 在学中に教育職員免許状取得に必要な単位を修得した学生は、次の方法により免許状を
申請できる。

一括事前申請①

卒業年次の学生に対して、本学で一括して新潟県教育委員会に申請する。希望者は、
第４学年第２学期に学務課が行うガイダンスを受け、所定の申請書類を学務課に提出す
ること。
個人申請②

一括事前申請をしなかった学生は、個人申請となるので、卒業後、申請を希望する都
道府県の教育委員会に直接問い合わせて申請すること。

(2) 本学大学院に進学する者は、大学院修了資格で免許状を申請するようにすること。
(3) 学部において教育職員免許状取得に関する所定の授業科目の単位を修得し、本学大学院
修士課程を修了した者は、高等学校教諭専修免許状「情報」を取得できるように申請の予
定である。

５．上記のほか、教育職員免許については、教職関係科目の授業時等の場で必要に応じてガイダ
ンスを行う。

教 職 課 程 科 目教 職 課 程 科 目教 職 課 程 科 目教 職 課 程 科 目
注：担当教員欄の※は非常勤講師である。

必・選 単 ３学年 ４学年
授 業 科 目 担 当 教 官 備 考

の 別 位 １ ２ ３ １ ２ ３
教 職 論 ２ （第 １ 学 期） 加 藤（幸） 奇数年開講
教 育 原 理 ２ （第 １ 学 期） 加 藤（幸）

必 教育・青年心理学 ２ （第 ２ 学 期） 三 宅
教育法規・政策論 ２ （第 １ 学 期） ※ 村 田
教 育 課 程 論 ２ （第 １ 学 期） ※ 池 野
情 報 科 教 育 法 ４ (第 １・２ 学 期） 植 野
特 別 活 動 論 ２ （第 １ 学 期） 加 藤（幸） 偶数年開講
教育工学・方法論 ２ （第 １ 学 期） 植 野

修 生 徒 指 導 論 ２ （第 １ 学 期） ※ 滝 沢
カウンセリング論 ２ （第 １ 学 期） ※ 定 方
教 育 と 社 会 ２ （第 ２ 学 期） ※ 池 野
教 育 実 習 ３ （ 加 藤（幸）第１・２学期）

計 27
教 育 史 １ （第 ２ 学 期） ※ （ ） H17年度開講せず

選択
計 ３



  ｅラーニング科目は、科目等履修生、及び聴講生もしくは単位互換協定にかかる特別聴講学生

に対して開講されたものであり、本学に通学しなくても遠隔地等の学外から履修できる遠隔授業

科目である。

各課程共通（平成１７年度第３学年入学者適用）

総　合　科　目  
注：担当教員欄の（　）は未定のものである。

 単    １学年    ２学年    ３学年    ４学年
 区  分  授　業　科　目  担当教員    備    考

 位  1  2  3  1  2  3  1  2  3  1  2  3

１類A

ｅ－健康のためのス
ポーツ科学

2  2
平成17年度開講せず

総          計 2

２類A ｅ－システム思考論 2  （第　２　学　期） 中 村

合          計 2

ｅ－技術と社会：技術
者倫理入門

2    （第　１　学　期）三 上

科 ２類B ｅ－現代社会とデザイン 2    （第　１　学　期）淺 井

ｅ－経営工学概論 2    （第　２　学　期）（ ） 平成17年度開講せず

目
ｅ－ｺﾝﾋﾟｭｰﾀﾈｯﾄﾜｰｸとｲﾝ
ﾀｰﾈｯﾄ

2    （第　２　学　期） ｻ ﾞ ﾊ ﾞ ﾙ ｽ ｷ

ｅ－現代社会と経営 2    （第　２　学　期）（ ） 平成17年度開講せず

         計  10

e ラ ー ニ ング 科目 履修 案内



経営情報システム工学課程　（平成１７年度第１学年入学者適用）

第１学年・第２学年専門基礎科目 注：担当教員欄の（　）は未定のものである。

 単    １学年    ２学年

   授　業　科　目    担　当　教　員    備      考
 位  1  2  3  1  2  3

ｅ－経営情報学基礎  2  2 三 上 必

ｅ－経営のしくみ  2 2 （ ） 必 平成17年度開講せず

           計 4

ｅ－人間システム学基礎  2  2 植 野 専選

ｅ－統計工学基礎  2  2 植 野 専選

ｅ－情報技術基礎  Ⅰ  2  2 全 教 員 専選

ｅ－オペレーションズリサーチ  2  2 大 里 専選

ｅ－情報技術基礎  Ⅱ  2  2 全 教 員 専選

           計  10

第３学年・第４学年専門科目

 単    ３学年    ４学年
   授　業　科　目    担　当　教　員    備      考

 位  1  2  3  1  2  3

ｅ－情報社会と情報倫理  2  2 植 野 選

ｅ－人工知能論  2  2 山 田 ( 耕 ) 選

 計 4

教職課程科目（情報）

 単    ３学年    ４学年
   授　業　科　目    担　当　教　員    備      考

 位  1  2  3  1  2  3

ｅ－情報科教育法  4    （第　１・２　学　期） 植 野 必

 計 4

備考欄における「必」は本課程における必修科目に相当、「専選」は専門基礎選択科目に相当、
「選」は専門選択科目に相当することを示す。



 

 

国立大学法人長岡技術科学大学学則（抜粋） 
   第１章 総則 
    第１節 目的及び自己評価等 
 （目的） 
第１条 本学は、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）に基づき、実践的、創造的な能
力を備えた指導的技術者を育成するとともに、実践的な技術の開発に主眼を置いた研

究を推進することを目的とする。 
    第２節 組織 
 （学部、課程及び収容定員） 
第２条 本学に、工学部を置く。 
２ 工学部に置く課程及びその定員は、次のとおりとする。 

 課        程 第１学年の 
入 学 定 員 

第３学年の 
入 学 定 員 収容定員 

機 械 創 造 工 学 課 程  １５人  ７５人  ２１０人 
電気電子情報工学課程  １５  ７５  ２１０ 
材 料 開 発 工 学 課 程  １０  ３０  １００ 
建 設 工 学 課 程  １０  ３０  １００ 
生 物 機 能 工 学 課 程  １０  ４０  １２０ 
環境システム工学課程  １０  ４０  １２０ 
経営情報システム工学課程  １０  ２０   ８０ 

計  ８０ ３１０  ９４０ 

    第５節 学年、学期及び休業日 
 （学年） 
第１１条 学年は、４月１日に始まり、翌年３月 31日に終わる。 
 （学期） 
第１２条 学年を次の３学期に分ける。 
  第１学期 ４月１日から８月 31日まで 
  第２学期 ９月１日から 12月 31日まで 
  第３学期 １月１日から３月 31日まで 
 （休業日） 
第１３条 休業日は、次のとおりとする。 
 一 日曜日及び土曜日 
 二 国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に定める休日 
 三 本学の開学記念日 10月１日 



 

 

 四 春期休業 ３月 26日から４月４日まで 
 五 夏期休業 ７月 24日から８月 31日まで 
 六 冬期休業 12月 25日から翌年１月７日まで 
２ 学長は、必要がある場合は前項の休業日を臨時に変更し、又は臨時に休業日を定め

ることができる。 
   第２章 学部 
    第１節 修業年限等 
（修業年限等） 

第１４条 学部の修業年限は、４年とする。 

２ 第３学年に入学した者の在学すべき年数は、２年とする。 

３ 第 80 条に規定する科目等履修生（大学の学生以外の者に限る。）として一定の単位

（第 17条又は第 18条の規定により入学資格を有した後、修得したものに限る。）を修

得した者が本学に入学する場合において、当該単位の修得により本学の教育課程の一

部を履修したと認められるときは、別に定めるところにより、修得した単位数その他

の事項を勘案して２年を超えない期間を前二項の修業年限に通算することができる。

ただし、第３学年の入学者にあっては、１年を超えないものとする。 

 （在学年限） 
第１５条 第１学年の入学者にあっては８年を、第３学年の入学者にあっては、４年を

超えて在学することができない。 
    第２節 入学 
 （入学の時期） 
第１６条 入学の時期は、学年の始め又は第２学期の始めとする。 
 （再入学） 
第２２条 第 30 条の規定により退学を許可された者で、同一課程に再入学を志願する
者があるときは、学年の始め又は第２学期の始めに、教授会の議を経て、学長が相当

年次に入学を許可することがある。 
 （転入学） 
第２３条 他の大学に在学する者で、本学に転入学を志願する者があるときは、学年の

始め又は第２学期の始めに、欠員のある場合に教授会の議を経て、学長が相当年次に

入学を許可することがある。 
 （転課程） 
第２４条 本学の学生で、転課程を志願する者があるときは、学年の始め又は第２学期

の始めに、教授会の議を経て、学長が相当年次に転課程を許可することがある。 
 （再入学、転入学等の場合の取扱い） 
第２５条 前三条の規定により入学等を許可された者の在学すべき年数及び既修得単位



 

 

の取扱いについては、教授会の議を経て学長が定める。 
    第３節 休学及び退学等 
 （休学） 
第２６条 疾病、ボランティア活動その他特別の理由により２月以上修学することがで

きない者は、学長の許可を得て休学することができる。 
２ 疾病のため修学することが適当でないと認められる者には、学長は休学を命ずるこ

とができる。 
 （休学期間） 
第２７条 休学期間は、１年以内とする。ただし、特別の理由がある場合は、１年を限

度として休学期間の延長を認めることができる。 
２ 休学期間は、通算して２年を超えることができない。ただし、ボランティア活動と

して許可された休学期間は、これに算入しない。 
３  休学期間は、第 15条に定める在学した期間には算入しない。 

 （復学） 
第２８条 休学期間中にその理由が消滅した場合は、学長の許可を得て復学することが

できる。 
 （留学） 

第２９条 外国の大学又は短期大学で学修することを志願する者は、教授会の議を経

て、学長が留学を許可することがある。 

２前項の許可を得て留学した期間は、第 46条に定める在学期間に含めることができる。 

 （退学） 
第３０条 退学しようとする者は、学長の許可を受けなければならない。 
 （除籍） 
第３１条 次の各号の一に該当する者は、教授会の議を経て、学長が除籍する。 

 一 第15条に定める在学年限を超えた者 

 二 第27条に定める休学期間を超えてなお修学できない者 

 三 長期にわたり行方不明の者 

 四 入学料の免除を申請した者のうち、免除が不許可となった者又は半額免除が許可

になった者であって、所定の期日までに入学料を納付しない者 

五 入学料の徴収猶予を申請した者であって、所定の期日までに入学料を納付しない

者 

六 授業料の納付を怠り、督促してもなお納付しない者 

    第４節 教育課程及び履修方法等 
 （教育課程の編成方針） 
第３２条 教育課程は、学部の教育上の目的を達成するために必要な授業科目を開設し



 

 

て、体系的に編成するものとする。 
２ 教育課程の編成に当たっては、学部の専攻に係る専門の学芸を教授するとともに、

幅広く深い教養及び総合的な判断力を培い、豊かな人間性を涵養するよう適切に配慮

するものとする。 
 （教育内容等の改善のための組織的な研修等） 
第３３条 本学は、教育の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を実

施するものとする。 
 （教育課程の編成方法） 
第３４条 教育課程は、各授業科目を必修科目及び選択科目に分け、これを各学年に配

当して編成するものとする。 
 （授業科目） 
第３５条 授業科目の区分は、教養科目、外国語科目、専門基礎科目及び専門科目とす

る。 

２ 教育職員免許法（昭和 24年法律第 147 号）により、教員の免許を得ようとする学生

のため、教職に関する科目を置く。 

３ 授業科目及びその単位数等は、別に定める。 

 （授業の方法） 
第３６条 授業は、講義、演習、実験、実習若しくは実技のいずれかにより、又はこれ

らの併用により行うものとする。 

２ 文部科学大臣が定めるところにより、前項の授業を、多様なメディアを高度に利用

して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。 

３ 第１項の授業を、外国において履修させることができる。前項の規定により、多様

なメディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる場合

についても、同様とする。 

４ 文部科学大臣が定めるところにより、第 1 項の授業の一部を、校舎及び附属施設以

外の場所で行うことができる。 

 （単位の計算方法） 
第３７条 各授業科目の単位の計算方法は、１単位の授業科目を 45 時間の学修を必要
とする内容をもつて構成することを標準とし、授業の方法に応じ、当該授業による教

育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮して、次の基準により単位数を計算するも

のとする。 
一 講義及び演習については、15時間から 30時間までの範囲で別に定める時間の授業
をもつて１単位とする。 
二 実験、実習及び実技については、30時間から 45時間までの範囲で別に定める時間
の授業をもつて１単位とする。 



 

 

２ 前項の規程にかかわらず、卒業研究等の授業科目については、この学修の成果を評

価して単位を授与することが適切と認められる場合には、これに必要な学修等を考慮

して、単位数を定めることができる。 
 （各授業科目の授業期間） 
第３８条 各授業科目の授業は、15週にわたる期間を単位として行うものとする。ただ
し、教育上特別の必要があると認められる場合は、この期間より短い特定の期間にお

いて授業を行うことができる。 
 （実務訓練） 
第３９条 社会との密接な接触を通じて、指導的な技術者として必要な人間性の陶冶を

図るとともに、実践的な技術感覚を体得させることを目的として、実務訓練を履修さ

せるものとする。 
２ 前項の実務訓練は、国若しくは地方公共団体の機関又は法人との協議に基づいて、

当該機関又は法人において行うものとする。 
３ 実務訓練の実施に関し必要な事項は、別に定める。 
 （単位の授与） 
第４０条 授業科目を履修し、その試験に合格した学生には、所定の単位を与える。た

だし、第 37 条第２項に規定する授業科目については、適切な方法により学修の成果
を評価して単位を与えることができる。 
 （履修科目の登録の上限） 
第４１条 学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため、卒業の要件として

修得すべき単位数について、１年間又は１学期に履修科目として登録することができ

る単位数の上限を定めるものとする。 
２ 所定の単位を優れた成績をもつて修得した学生は、別に定めるところにより、前項

に定める上限を超えて履修科目を登録することができる。 
 （他の大学又は短期大学における授業科目の履修等） 
第４２条 教育上有益と認めるときは、他の大学又は短期大学（以下「他大学等」とい

う。）との協議に基づき、学生が当該他大学等において履修した授業科目について修得

した単位を、教授会の議を経て 60 単位を超えない範囲で、本学における授業科目の
履修により修得したものとみなすことができる。ただし、第３学年の入学者にあって

は、30単位を超えないものとする。 
２ 前項の規定は、第 29条の規定により留学する場合に準用する。 
 （大学以外の教育施設等における学修） 
第４３条 教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科

における学修その他文部科学大臣が別に定める学修を、教授会の議を経て、本学にお

ける授業科目の履修とみなし、単位を与えることができる。 



 

 

２ 前項により与えることのできる単位数は、前条第１項及び第２項により本学におい

て修得したものとみなす単位数と合わせて 60 単位を超えないものとする。ただし、
第３学年の入学者にあっては、30単位を超えないものとする。 
 （入学前の既修得単位等の認定） 
第４４条 教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に大学又は短期大学（外

国の大学又は短期大学を含む。) において履修した授業科目について修得した単位（大
学設置基準（昭和 31年文部省令第 28号) 第 31条に定める科目等履修生として修得
した単位を含む。) を、教授会の議を経て、本学に入学した後の本学における授業科
目の履修により修得したものとみなすことができる。 
２ 教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に行つた前条第１項に規定す

る学修を、教授会の議を経て、本学における授業科目の履修とみなし、単位を与える

ことができる。 
３ 前二項により修得したものとみなし、又は与えることができる単位数は、第３学年

入学、転学等の場合を除き、本学において修得した単位以外のものについては、第 44
条第１項及び第２項並びに前条第１項により本学において修得したものとみなす単位

数と合わせて 60単位を超えないものとする。 
 （成績の評価） 
第４５条 授業科目の試験の成績は、Ａ・Ｂ・Ｃ及びＤの４種類の評語をもつて表わし、

Ａ・Ｂ及びＣを合格とし、Ｄを不合格とする。ただし、必要と認める場合は、Ａ・Ｂ・

Ｃの合格の評語に代えてＧで表すことができる。 
    第５節 卒業及び学位等 
 （卒業） 
第４６条 本学に４年（第３学年の入学者にあつては２年）以上在学し、別に定める所

定の授業科目を履修し、次の各号に定めるところにより 130単位以上を修得した学生
については、教授会の議を経て、学長が卒業を認定する。 
 一 教養科目については、28単位 
 二 外国語科目については、12単位 
 三 専門基礎科目については、44単位 
 四 専門科目については、46単位 
２ 本学に３年以上在学した学生（これに準ずるものとして文部科学大臣の定める者を

含む。）で、前項に定める単位を優秀な成績で修得したときは、第 14条第１項の規定
にかかわらず、文部科学大臣の定めるところにより、教授会の議を経て、学長が卒業

を認定することができる。 
３ 前項の規定は、学校教育法等の一部を改正する法律附則第２項の規定に基づき同法

による改正後の学校教育法第 55条の３の規定を適用しない者を定める省令（平成 11



 

 

年文部省令第 38号）に規定する者には適用しない。 
４ 第３学年の入学者の卒業を認定するに当たって第１項の規定を適用するときは、次

の各号に掲げる単位数以下を第１学年及び第２学年において修得したものとみなすこ

とができる。 
 一 教養科目については、14単位 
 二 外国語科目については、8単位 
 三 専門基礎科目については、44単位 
５ 第１項に規定する卒業の要件として修得すべき 130単位のうち、第 36条第２項の
授業の方法により修得した単位数は、60単位を超えないものとする。ただし、第３学
年の入学者にあっては、30単位を超えないものとする。 
６ 前項に規定する単位数には、第 42条、第 43条及び第 44条により修得したものとみ

なし、又は与えることができる単位数のうち、第 36条第２項の授業の方法により修得

した単位数を含むものとする。 
 （学位の授与） 
第４７条 本学を卒業した者に学士の学位を授与する。 
２ 学位の授与に関し必要な事項は、別に定める。 
 （教員の免許状授与の所要資格の取得） 
第４８条 教員の免許状授与の所要資格を取得しようとする者は、教育職員免許法及び

教育職員免許法施行規則（昭和 29年文部省令第 26号）に定める所要の単位を修得し
なければならない。 
２ 本学の学部において当該所要資格を取得できる教員免許状の種類は、次の表に掲げ

るとおりとする。 

課      程 
教員の免許状

の種類 
教 科 課      程 

機 械 創 造 工 学 課 程 

電気電子情報工学課程 

材 料 開 発 工 学 課 程 

建 設 工 学 課 程 

生 物 機 能 工 学 課 程 

環境システム工学課程 

経営情報システム工学課程 

高等学校教諭

一種免許状 

工業 

工業、情報 

工業 

工業 

工業 

工業 

情報 

機 械 創 造 工 学 課 程 

電気電子情報工学課程 

材 料 開 発 工 学 課 程 

建 設 工 学 課 程 

生 物 機 能 工 学 課 程 

環境システム工学課程 

経営情報システム工学課程 

３ 前項の規定にかかわらず、所属する課程以外の課程で開設する教科、教職等に関す

る専門科目を学修し、その単位を修得することにより、当該他の教科の教員免許状の

所要資格を取得することができる。 

  



 

 

  第３章 大学院 
    第２節 入学 
（入学資格） 
第５２条 大学院に入学することのできる者は、次の各号の一に該当するものとする。 
 六 大学に３年以上在学し、又は外国において学校教育における 15 年の課程を修了
し、教授会の議を経て、学長が所定の単位を優れた成績をもつて修得したものと認

めた者 
   第４章 通則 
    第１節 賞罰 
 （表彰） 
第７２条 学生として表彰に価する行為があつた者は、学長が表彰することがある。 
 （懲戒） 
第７３条 本学の規則に違反し、又は学生としての本分に反する行為をした者は、教授

会の議を経て、学長が懲戒する。 
２ 前項の懲戒の種類は、退学、停学及び訓告とする。 
３ 前項の退学は、次の各号の一に該当する者に対して行う。 
 一 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 
 二 学力劣等で成業の見込みがないと認められる者 
 三 正当の理由がなくて出席常でない者 
 四 本学の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者 
    第４節 研究生、聴講生、科目等履修生、外国人留学生等 
 （外国人留学生） 
第８２条 外国人で、大学において教育を受ける目的をもつて入国し、本学に入学を志

願する者があるときは、選考のうえ、外国人留学生として学長が入学を許可すること

がある。 
２ 前項の外国人留学生に対しては、第 35 条に掲げるもののほか、日本語科目及び日
本事情に関する科目を置くことがある。 
３ 外国人留学生に関し必要な事項は、別に定める。 
 （外国において教育を受けた学生に関する授業科目等の特例） 
第８３条 前条第２項の規定は、外国人留学生以外の学生で、外国において相当の期間

中等教育（中学校又は高等学校に対応する学校における教育をいう。) を受けた者に
ついて、教育上有益と認める場合に準用する。 

 
   附 則 
１ この学則は、平成 17年４月１日から施行する。 



 

 

２ 平成１７年４月１日に現に学部第４学年に在学する者に係る卒業要件単位の取扱い

は、改正後の第４６条第１項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 
３ 平成１５年度以前の学部入学者（前項に定める者を除く。）に係る卒業要件単位の取

扱いは、改正後の第４６条第１項の規定を適用する。この場合において、同項の適用

については、同項中「教養科目」とあるのは「総合科目」とする。 



 

 

国立大学法人長岡技術科学大学学則の運用に関する要項（抜粋） 
 
 国立大学法人長岡技術科学大学学則の運用については、この要項の定めるところによ

る。 
第１７条 (在学年限) 関係 

第１学年の入学者の在学年限は、第１学年第２学年を通算した期間にあっては４年、

第３学年第４学年を通算した期間にあっては４年とする。 
第４８条（卒業）関係 
１ 学部の卒業時期は、第 13 条の規定による学年末の時期のほか、次学年の９月の末
日とすることができる。 
２ 前項の規定にかかわらず、やむを得ない事由により課題研究の成績評価を行うこと

ができない者については、前項の卒業時期のほか、次学年の６月の末日、第１学期末

又は第２学期末に卒業の認定を行うことができる。



 

 

国立大学法人長岡技術科学大学実務訓練の履修に関する規則（抜粋） 
 
 （趣 旨） 
第１条 この規則は、国立大学法人長岡技術科学大学学則第４１条の規定に基づき、実
務訓練の履修に関し必要な事項を定める。 
 （実務訓練の授業） 
第２条 実務訓練の授業は、実習により行うものとする。 
 （実務訓練機関） 
第３条 学生が実務訓練を履修する国若しくは地方公共団体の機関又は会社等の法人
（以下「実務訓練機関」という。）は、実務訓練委員会の議を経て学長が選定する。 
 （実務訓練申込書及び誓約書） 
第４条 実務訓練を履修する学生（以下「実務訓練学生」という。）は別紙様式第１の
実務訓練申込書及び別紙様式第２の誓約書を学長を経て実務訓練機関に提出しなけれ
ばならない。 
２ 前項の実務訓練申込書及び誓約書は、学長が認めるときは、実務訓練機関所定の実
務訓練申込書及び誓約書をもって替えることができる。 
 （実務訓練の履修） 
第５条 実務訓練学生は、実務訓練機関の定める諸規則及び実務訓練責任者（実務訓練
機関における実務訓練の責任者であって学長が委嘱する者をいう。以下同じ。) の指示
に従って実務訓練を履修しなければならない。 
 （異動報告書） 
第６条 実務訓練学生は、実務訓練期間中に実務訓練工場等の異動を生じたときは、そ
の都度別紙様式第３の異動報告書を実務訓練責任者の認印を得て学長に提出しなけれ
ばならない。 
 （実務訓練報告書） 
第７条 実務訓練学生は、別紙様式第４の実務訓練報告書を１月ごとに実務訓練責任者
の認印を得て指導教員に提出しなければならない。 
 （実務訓練時間） 
第８条 実務訓練の時間は、実務訓練機関において定める時間又は実務訓練責任者の指
定する時間とする。 
 （遅参、早退等する場合の手続） 
第９条 実務訓練学生は、実務訓練の時間に遅参、早退等をする場合は、事前に実務訓
練責任者の承認を受けなければならない。 
 （休む場合の手続） 
第１０条 実務訓練学生は、自己の都合により実務訓練を休む場合は、事前に実務訓練
責任者の承認を受けなければならない。 
 （休日） 
第１１条 実務訓練学生の休日は、実務訓練機関において定める休日とする。 
 （雑則） 
第１２条 この規則に定めるもののほか、実務訓練に関し必要な事項は、学長が定める。 



 

 

大学院進学予定者が実務訓練に替えて課題研究の履修を 
希望する場合の取扱いについて（申合せ） 

 
 

平成１６年 ４月１日 

学  長  裁  定 

 

１ 大学院進学予定者のうち、実務経験を有する者又は病気等真にやむをえない

事由がある者が、「実務訓練」に替えて「課題研究」の履修を希望する場合は、

所属の課程主任に申し出るものとし、当該課程主任が教育上適当と認めたとき

は、教授会の議を経て学長がこれを承認するものとする。 



平成11年9月 3日平成11年9月 3日平成11年9月 3日平成11年9月 3日

平成12年5月29日(改正)平成12年5月29日(改正)平成12年5月29日(改正)平成12年5月29日(改正)

教務委員会承認

平成16年4月 1日(改正)平成16年4月 1日(改正)平成16年4月 1日(改正)平成16年4月 1日(改正)

他大学等で修得した単位及び大学以外の教育施設等に他大学等で修得した単位及び大学以外の教育施設等に他大学等で修得した単位及び大学以外の教育施設等に他大学等で修得した単位及び大学以外の教育施設等に

おける学修の成果の取扱いに関する申合せおける学修の成果の取扱いに関する申合せおける学修の成果の取扱いに関する申合せおける学修の成果の取扱いに関する申合せ

本学学則第４４条から第４６条に規定する、他大学等における授業科目の履修により修得した単

位の認定及び大学以外の教育施設等における学修の成果による単位の認定 以下 単位認定 とい（ 「 」

う の取扱いは、次のとおりとする。。）

第１ 単位認定の対象となる単位及び学修の成果は、次のとおりとする。

一 入学前に他大学等 海外の大学等を含む で修得した単位及び入学後に単位互換協定に基（ 。）

づき修得した単位

二 入学前及び入学後の大学以外の教育施設等における学修の成果

第２ 単位認定を受けようとする学生 以下 申請者 という は、入学前修得単位等の認定に（ 「 」 。）

（ ）ついては入学後直ちに、その他の場合は原則として学年の始めに、単位認定申請書 様式１

を学長に提出する。ただし、単位互換協定に基づく単位認定については、別に定める。

第３ 第３学年入学者の単位認定に係る認定単位数については、入学前後を合わせて３０単位を越

えないものとし、各授業科目区分毎の認定単位数については、各担当課程 語学センター等で・

決定する。

第４ 学長は、第２項の申請について、教育上有益と認めるときは、認定を希望する授業科目区分

の関係教官と協議のうえ、教務委員会及び教授会の議を経て、単位認定を行う。

２ 学長は、単位認定の結果を単位認定通知書 様式２ により申請者に通知するものとする。（ ）

３ 課程配属対象科目に係る単位認定については、本学の授業科目との突き合わせを行うものと

する。

４ 認定した授業科目名、単位数及び成績評価の成績原簿への記載については、次のとおりとす

る。

一 他大学等で履修した授業科目については、当該大学等の名称、授業科目名、単位数及び成績

評価を記載する。

二 大学以外の教育施設等における学修の成果については、本学の授業科目及び単位数に置き換

え、成績評価は 認 と記載する。「 」

５ 他大学等の成績評価が段階評価で、本学が素点を必要とする場合の素点の換算は、各段階評価

の最低点とする。ただし、単位互換協定に基づく成績評価にあっては、当該大学の素点をもって

充てる。

６ 授業科目区分を担当する課程 語学センター等の単位認定基準の制定に当たっては、教務委員・

会の議を経るものとする。



 

 

 
国立大学法人長岡技術科学大学における転課程に関する申合せ国立大学法人長岡技術科学大学における転課程に関する申合せ国立大学法人長岡技術科学大学における転課程に関する申合せ国立大学法人長岡技術科学大学における転課程に関する申合せ    

 
 
 

平成１２年１０月６日 
教 務 委 員 会 承 認 
平成１６年４月１日（改正） 

 
 
学則第２６条及び第２７条に規定する転課程の取扱いは、次のとおりとする。 
 
 
１ 転課程を志願できる者は、当該課程に１年以上在学した者でなければならない。 
 
２ 転課程志願者の選考方法は、受入れ課程において定めるものとする。 
 
３ 転課程の許可は、当該課程、受入れ課程及び教務委員会で協議の上、教授会の議を経

て決定するものとする。 
 
４ 転課程を許可された者の既修得単位の取扱いについては、受入れ課程及び教務委員会

で協議し、教授会の議を経て決定するものとする。 
 
５ 疾病その他特別の理由により転課程を志願した場合は、上記第１項の規定にかかわら

ず、当該課程、受入れ課程及び教務委員会で協議の上、教授会の議を経て許可するこ

とがある。 



 

 

学則第５４条第１項第６号に規定する「所定の単位」 
及び「優れた成績」の取扱いについて    

    
    

 平成１２年１０月３０日  
教 務 委 員 会 承 認 
平成１６年４月１日改正 

 
本学学則第５４条（入学資格）第１項第６号の取扱いは、次のとおりとする。 

 
１ ３年次までの必修単位の全部、及びそれを含めて卒業要件単位数の５分の
４以上を修得していること。 
   
２ 修得単位の５分の４以上が最上位の評語（点数評価の場合は８０点以上）
で評価されていること。 

 
３    外国において学校教育における１５年の課程を修了した者の所定の単位、
優れた成績については、前２項に準じて大学院の各専攻が別に定める。 

 
 
【参考】 
長岡技術科学大学学則 
（入学資格）<抜粋> 
第５４条 大学院に入学することのできる者は、次の各号の一に該当する者と
する。 
 六  大学に３年以上在学し、又は外国において学校教育における１５年の課
程を修了し、教授会の議を経て、学長が所定の単位を優れた成績をもって修
得したものと認めた者 
  

 
※なお、この場合、３年編入学者は対象外となります。また、対象者は、学部
３年修了時点で退学願を提出し、修士課程に進学する事となります。 

  


